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医師偏在解消に向けて 

～非金銭的インセンティブの定量的把握～ 

 

伊東 貴則・織田 真美子・河本 悟一 

齊藤 悠介・長瀧 祐希・村木 明登 

 

 

要旨 

 

近年我が国において、「医師不足」が叫ばれている。2004年の臨床研修制度改正に伴う医局人事制度の崩壊により医師

が自ら勤務病院を選択できるようになった。その結果、都会の大病院と地方の病院の間で医師偏在が加速している。 

かつて、医師偏在の問題は都道府県間のものであると考えられていた。この問題に対する政府の様々な対策により、都

道府県間での偏在は解消されてきている。ところが現在、都道府県内の二次医療圏という単位で医師の偏在が表面化して

おり、より小さな単位で問題を捉える必要性が高まっている。 

そのような現状を受け、まず二次医療圏間における医師の偏在が医療サービスに影響を与えているのかを分析した。そ

の結果、偏在は医療サービスに悪影響を与えていると判明した。そこで本稿では、医師偏在を解消すべく、医師の就労イ

ンセンティブに注目した。 

医師の就労行動に影響を与える要因には、病院の立地条件など、改善することが困難である非金銭的要因が存在し、地

域間で大きな格差がある。それらの要因を考慮に入れ、全ての病院に対する医師の就労インセンティブを均一化すること

で、偏在は解消されると考えられる。そこでまず、医師が非金銭的要素についてどの程度の価値を見出しているのかを測

る必要がある。しかし、非金銭的な就労インセンティブについて定量的に分析した研究は少なく、特に病院が立地してい

る地域的な要因について分析したものは、我々の知る限り存在しない。 

そこで、本稿では病院特性や地域要因などの非金銭的な要因が医師の就労行動に与える影響をヘドニック賃金アプロー

チを用いて分析し、非金銭的インセンティブを定量的に把握した。なお、勤務医と研修医の就労選択には、研修充実度な

ど異なる要因が影響を与えていると予想できる。そのため、両者の賃金関数が大きく異なると考え、研修医と勤務医それ

ぞれについて賃金関数の推計を行った。 

 分析の結果、研修医、勤務医共に都会の病院への選好が強いことが実証された。加えて研修医は研修の充実度に対して

も価値を見出していることが示された。 

 これらの分析結果に基づき、本稿では研修充実度と地域要因の 2つの観点から政策提言を行った。第一に研修指定病院

の研修プログラムの改正を提言した。第二に医師が勤務する病院の地域格差に応じた賃金格差を研修医と勤務医それぞれ

に設けることを提言した。

                                                   
本稿の作成にあたっては、山内直人教授（大阪大学）をはじめ、多くの方々から有益かつ熱心なコメントを頂戴した。ここに記して感

謝の意を表したい。しかしながら、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰するものである。 
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Ⅰ はじめに 

 

近年、医師の不足が原因とみられる問題は後を絶たない。

2008 年 9 月、千葉県銚子市で銚子市立総合病院が医師不

足のため操業を停止し、大きな話題となった。病院の休業

だけにとどまらず、救急外来患者のたらい回しや医療従事

者の疲弊など、慢性的な医師不足により引き起こされる問

題は深刻化している。医療が適切に提供されていないとい

う現状は、人の生死に関わるだけに看過できない問題であ

る。 

我が国では国民皆保険制度の導入、高度経済成長期の人

口増加、高齢化などによる医療需要の増大に応じるため、

医学部入学定員を大幅に増加させてきた。また、1970 年

代には各都道府県に 1 つ以上医学部もしくは医科大学を

設けるという｢一県一医大構想｣が提唱され、18 の国立大

学病院とそれに歩調を合わせた 16 の私立大学病院が新設

された。これらの施策の結果、医師数は増加の一途を辿っ

ている。1997 年には、医師の過剰供給を防ぐため、一時

的に医学部入学定員を削減する動きが見られたほどであ

る。 

それにもかかわらず、医師不足問題がこれほど顕著に現

れている理由として、医師が偏在している可能性が挙げら

れる。医師の偏在とは、医師が総数としては足りているも

のの適性に配置されていないために、医師が不足するとい

う状況である。 

医師偏在が加速している理由として、2004 年度に導入

された「新臨床研修制度」と、それに伴う医局の弱体化が

挙げられる。制度導入以前は、医局が医師の人事に関する

権限を握っており、地方の病院にも医師が派遣されていた。

しかし、新臨床研修制度の導入後、医師が自ら勤務先、研

修先を選べるようになった。そのため、医局に所属しない

医師が増加したので、医局が弱体化し、地方に医師を派遣

する機能が失われた。それゆえ、勤務医や研修医が研修の

充実している病院や都会の大病院に集中し、医師の偏在が

加速したといわれている。 

そこで、本稿では医師の地域偏在を解消するための制度

の確立を目指す。なお、本稿の構成は以下の通りである。 

まず第Ⅱ章では、医師不足を取り巻く現状について述べ

る。その際に医師の偏在が医療サービスに影響を与えてい

るかを分析する。第Ⅲ章では、本稿の先行研究とオリジナ

リティを提示する。第Ⅳ章では本稿が用いた理論について

説明する。第Ⅴ章でその理論に基づく計量分析を行い、そ

の結果から第Ⅵ章で医師の偏在を解消する政策を提言す

る。 

 

Ⅱ 医師不足を取り巻く現状 

 

１ 総数の不足と偏在による不足 

 

｢医師不足問題｣には 2通りの捉え方がある。1つは医師

の総数が絶対的に不足しているという議論である。もう 1

つは医師が総数としては確保されているものの、地域間で

偏在しているという議論である。 

まず前者に関して考察を行う。全国平均で見た医師数は

1955 年には人口 10 万人あたり 107 人であったのに対し、

2005年には 219人となり、過去 50年間で約 2倍に増加し

た（図 1）。この値は 1970 年に掲げられた｢最小限必要な

医師数を人口 10 万人あたり 150 人確保する｣という目標1

を大きく上回っている。よって人口 10 万人あたり 150 人

という基準で見る限り、医師は必要数確保されていると考

えられる。しかし OECD 諸国との比較を行うと、我が国に

おける 10万人あたり医師数は、OECD平均よりも 100人ほ

ど少ないということがわかる（図 2）。よって国際的な比

較からは、医師数は不足していると考えられる。このよう

に何を基準と置くかによって医師の過不足に対する見解

は分かれるため、総数について議論することは非常に難し

い。 

後者に関しては、1973年に閣議決定された｢一県一医大

構想｣により解消されると考えられていた。｢一県一医大構

想｣とは、各都道府県に最低でも 1 つの医科大学または医

学部を創設するという計画である。実際、都道府県単位で

見ると、最も少ない埼玉県でさえ人口 10 万人あたり 142

人の医師がいる計算になる（表 3）。これは上述した｢人口

10万人あたり 150人｣の目標が、都道府県単位ではおおよ

そ達成されていることを表している。しかし都道府県より

も細分化された範囲である二次医療圏単位で医師数を比

                                                   
1『無医大県解消施策』（厚生労働省） 
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較すると、都市部と地方に大きな偏りがあり、最低限必要

な医師数も充分に確保できていない地域が存在すること

がわかる（表 4）。 

以上の考察を踏まえ、本稿では医師不足問題を解決する

ために、医師総数の不足ではなく、医師の地域偏在に着目

する。その理由は以下の 3点である。第一に、現在の医師

数が適正な値であるかどうかに関わらず、我が国における

医師の総数は今後増加すると予測される点である。1984

年の｢医師の需給に関する検討会｣設置以後、我が国は医師

が過剰供給されているという認識のもとに、医師数削減政

策を推し進めてきた（図 5）。しかし 2008年度、医師は総

数として不足しているという政府の見解が表明され、2009

年度からの医学部定員増加が閣議決定された2。この現状

を受け、例え我が国における医師数が絶対的に不足してい

るとしても、この問題は長期的に見て改善されることが期

待できる。第二に、医師不足問題が国民生活に深刻な影響

をもたらしうるため、早急な対策が求められている点であ

る。医学部入学定員を増やすことで医師数を増加させるに

は最低でも 6年の期間を要する。現在の医師を各地域に適

正に配分し直すことで、喫緊の課題である医師不足問題へ

の対応が可能であると考える。第三に、二次医療圏単位で

の偏在を是正するための具体的な政策が存在しない点で

ある。二次医療圏については次節で詳しく論じることとす

る。 

 

２ 二次医療圏単位で見る偏在 

 

二次医療圏とは、｢地理的条件等の自然的条件及び日常

生活の需要の充足状況、交通事情等の社会的条件を考慮し

て、一体の区域として病院における入院に係る医療を提供

する体制の確保を図ることが相当であると認められる範

囲｣を指す3。この区分は｢一通りの医療｣といわれる二次医

療を住民の生活圏で完結させるために、1985 年の医療法

改正に伴い導入された概念である。二次医療圏の設置は各

都道府県に義務付けられ、複数の市区町村で 1つの医療圏

を形成している。例えば、大阪府の場合では、豊能、三島、

北河内、中河内、南河内、堺市、泉州、大阪市という 8

つの二次医療圏が存在する（表 6）。二次医療圏単位で人

                                                   
2『医療確保ビジョン具体化に関する検討会』（厚生労働省） 
3医療法施行規則第 30条の 29第 1項 

口 10 万人あたり医師数を計算した場合、東京都区西部で

は 496人、島根県出雲地区では 423人であるのに対し、愛

知県尾張中部では 74人、宮城県黒川地区では 83人である

（表 4）。これらの数値から、二次医療圏単位では｢人口 10

万人あたり 150 人｣の目標に遠く及ばない地域が存在する

ことがわかる。以上の考察から、二次医療圏単位での医師

偏在が、我が国における医師不足問題の原因の 1つである

と考えられる。 

 

３ 二次医療圏単位での偏在を加速させた要因 

 

二次医療圏間での医師偏在を加速させた要因としては

2004 年に導入された新臨床研修制度と、それに伴う医局

の弱体化が挙げられる。 

戦後、研修医の臨床訓練はインターン制度と呼ばれる臨

床実地研修制度の施行により始まった。この制度下では、

研修医は大学卒業後 1 年間の臨床実地研修を受けたのち、

国家試験の受験資格を得られた。それゆえ研修期間中、研

修医は不安定な身分のまま診療を行わなければならず、給

与などの保障もほとんどなかった。そのため学生による反

対運動が各地で起こり、1967 年 3 月にはインターン制度

廃止を叫ぶ医師国試阻止闘争が起こった。その結果、1968

年に医師法が改正され、大学卒業後すぐに国家試験を受け

医師免許を取得することが可能になった。しかし給与面、

労働面での待遇はあまり改善されず、研修医は生活費を当

直などのアルバイトに依存せざるを得なかった。また、大

学病院での専門分野に偏った研修によって、専門領域以外

の診療が全くできないという研修医も増加し、研修の在り

方そのものが問題視されるようになった。 

こうした状況を受け、新臨床研修制度が導入された。新

臨床研修制度とは、「臨床研修は、医師が医師としての人

格を涵養し、将来専門とする分野にかかわらず、医学及び

医療の果たすべき社会的役割を認識しつつ、一般的な診療

において頻繁に関わる負傷又は疾病に適切に対応できる

よう、プライマリ・ケア4の基本的な診療能力（態度・技

能・知識）を身に付けることのできるものでなければなら

ない」5という理念のもと、導入された制度である。同制

                                                   
4初期医療のこと。プライマリ・ケアで対応する疾患症候には、

かぜ、糖尿病、高血圧、胃潰瘍、慢性閉塞性肺疾患、うつ病、頭

痛、腹痛、腰痛などがある。 
5医師法第 16条の 2第１項に規定する臨床研修に関する省令第 2



 

 4 

度により、これまで努力規定であった 2年間の研修が必修

化された。さらに研修医がアルバイトに依存せずに生活で

きるだけの賃金の支給が定められた。また以前の研修は、

医師が卒業した大学の付属病院で行われることがほとん

どであったのに対し、新臨床研修制度導入後は、臨床研修

指定病院6の中から、研修医が研修病院をマッチングプロ

グラム7というシステムによって自由に選択できるように

なった。 

新臨床研修制度導入以前、医師は大学への帰属性が強く、

大半は大学病院の医局に属していた。大学病院の医局は絶

対的な人事権を有し、大学病院内の人材配置だけでなく関

連病院への医師派遣の役割も担っていた。そのため医師は

自らの意思に関係なく、医局の決定によって地方の小規模

病院に派遣されることもあった。制度施行後、自由に研修

病院が選択できるようになったため医局に所属する医師

は減少し、医局人事制度の崩壊が起こった。 

医局の弱体化に伴い、現在では研修医だけでなく勤務医

の中にも、自らの意思で勤務病院を選択しようとする傾向

が高まっている。このような動向は、近年勤務医の転職サ

イトが増加している8という現状からも見て取れる。 

研修医、勤務医とも自由に病院を選択できるようになっ

た結果、研修プログラムが充実している、症例数が多い、

地理的条件がよいといった病院に医師が集中した（図 7）。

一方、そうした条件の良い病院が存在しない二次医療圏に

おいて、医師数が大きく減少するという事態が生じている。

以上のことから新臨床研修制度とそれに伴う医局制度の

崩壊により、二次医療圏単位での医師偏在が加速している

といえる。 

そこで本稿ではまず、二次医療圏間の医師偏在が医療サ

ービスに影響を与えているかを分析する。そして偏在が医

療サービスの悪化を引き起こしている場合、偏在を解消す

るための施策を論じることとする。 

 

                                                                                 
条 
6臨床研修指定病院の指定基準には施設や人員に関する基準や研

修プログラムに関する基準が細かく定められている（医師法第 16

条の 2第 1項） 
7研修希望者と研修病院の研修プログラムとを研修希望者及び研

修病院の希望を踏まえて、一定の規則（アルゴリズム）に従って、

コンピューターにより組み合わせを決定するシステムのこと 
8ネット上には現在 50 を超える医師求人情報サイトが存在する。

中でもリクルート社が運営するリクルートドクターズキャリア

では約 7万 4000人の医師が会員になっている。 

４ 医師偏在が医療サービスに与える影響 

 

上述の通り、二次医療圏間において医師偏在が加速して

いるのは明らかである。しかし、単に医療需要の地域差に

応じて医師が就労しているのであれば、たとえ医師が偏在

しているとしても、医師偏在そのものが問題であるとは言

えない。そこで本稿ではまず、医師の地域偏在が救急医療

供給にどのような影響を与えているかを分析した。 

ここで救急医療に着目した理由は 2点ある。1点目は救

急医療サービスの地域性である。我々が救急医療を利用す

る場合、自らの生活圏内で迅速かつ適切な医療処置を受け

ることが望ましい。従って二次医療圏という小規模な単位

で偏在を考察するにあたり、救急医療に着眼することが妥

当であると考えられる。2点目は、医師不足が患者の搬送

時間へ直接的に影響を及ぼすことである。救急医療で問題

視される｢たらい回し｣とは、救急隊員が病院に対し患者の

受け入れを照会した際、病院側に拒否されることで起こる

（表 8）。病院が患者受け入れを拒否する原因には、医師

が不在、患者処置中など医師の不足が原因と考えられるも

のが多い（表 9）。医師の過不足がたらい回しの件数など

を増加させ、救急搬送時間を増大させる可能性が高い。 

以上の 2点から本稿では、医師偏在が収容時間に与える

影響を最小二乗法（OLS）により回帰分析9した。 

 

 ii XY βα  

Ｙ：収容時間 

1Ｘ ：人口密度、
2Ｘ ：道路距離、 3Ｘ ：可住面積あたり

救急病院数、
4Ｘ ：可住面積あたり消防本部数、 5Ｘ ：可

住面積あたり救急車台数、 6Ｘ ：人口１人あたり医師数、

7Ｘ ：偏在変動係数 

α：定数項、ε：誤差項 

 

分析のフレームワークは井上（2005）10にのっとり、都

                                                   
9分析には EViews6.0を用いた。 
10｢救急搬送者数の増加がもたらす搬送時間への影響とその対策｣

井上（2005）は、救急医療における搬送時間がどのような要因に

よって増減するかを見るべく、被説明変数に搬送時間、収容時間

をおき、説明変数には、需要要因を表す変数、供給要因、道路要

因を表す変数を用いて、最小二乗法による都道府県単位での分析

を行っている。また、需要要因とされる救急搬送患者数を、世帯

類型や高齢者割合などの様々な要素で回帰し、適切な救急車利用、

理想的な病院施設の配備などの観点より、搬送時間短縮に向けた
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道府県ごとの患者の「収容時間」を被説明変数とし、説明

変数には救急需要要因、道路要因、救急供給要因を用いた。

ここで、「収容時間」とは、救急車が現場に到着してから、

医療施設に患者が収容されるまでの時間である。さらに本

稿が目的としている二次医療圏間の医師偏在の影響を見

るため、「偏在変動係数」を説明変数として加えた。「偏在

変動係数」は二次医療圏単位での 1人あたり医師数の標準

偏差を 1人あたり医師数の平均で除すことで算出した。こ

の値が大きいほど、医師偏在の程度が大きいということを

表している。 

救急需要要因には各都道府県の「人口密度」を用いた。

「人口密度」が高いほど、救急医療に対する需要が増大す

ると考えられるため、予想される係数の符号は正である。 

道路要因には「道路距離」を使用した。「道路距離」と

は、都道府県ごとの一般道路の道路実延長距離のことであ

る。なお高速道路は救急搬送にほぼ使用されないため含め

なかった。道路が長い地域では搬送時間も長くなると考え

られるため、予想される係数の符号は正である。 

救急供給要因には各都道府県の「可住面積あたり救急病

院数」、「可住面積あたり消防本部数」、「可住面積あたり救

急車台数」、「人口 1人あたり医師数」を使用した。これら

変数の係数の符号は全て負が予想される。 

「偏在変動係数」は高ければ高いほど収容時間の増大を

もたらすと考えられるため、予想される係数の符号は正で

ある。 

以上のモデル式を用いて、クロスセクション分析を行っ

た。分析には 2007年度のデータを使用した。分析結果（表

10、11）より、消防本部や医師の数が多いほど収容時間は

短くなると判明した。この結果は予想と同様である。しか

し予想に反して、救急車台数が増加するほど収容時間が長

くなることが示された。この結果は、収容に時間を要する

地域では、救急車の台数を増やす傾向にあるからであると

考えられる。最後に、偏在変動係数が高ければ収容時間が

延びることから、二次医療圏における医師の偏在は収容時

間を増大させている。つまり、医師の二次医療圏間での偏

在が、救急医療に悪影響を与えていることがわかった。 

 

 

 

                                                                                 
制度のあり方を示唆している。 

５ 二次医療圏間における偏在の解消 

 

以上の分析結果より、二次医療圏間の医師偏在が医療サ

ービスの悪化をもたらすことが示された。そこで本稿では、

医師の地域偏在を解消することで、我が国における医療サ

ービスの向上を目指す。具体的には病院の規模や研修プロ

グラム、立地条件などに医師がどれほどの金銭的価値を見

出しているかを定量的に求め、病院の違いに応じた賃金格

差を設けることにより、医師の就労インセンティブの均一

化を行う。なお、本稿で賃金に着目する理由は、医師の就

労行動に影響を及ぼしうる病院の規模や立地条件といっ

た要因は、短期間で変えることは不可能であり非現実的だ

と考えるからである。 

 

Ⅲ 先行研究・オリジナリティ 

 

１ 先行研究 

 

1961 年以降毎年、厚生白書において、医師の地域的分

布の不平等性が取り上げられてきた。医師偏在の解消のた

めにも、医師の就労選択の要因を明らかにすることは非常

に重要なことである。しかしながら、わが国ではこのテー

マに関する研究はあまり行われていない。特に本稿のよう

に、医師の賃金以外のインセンティブを定量的に把握し実

証した論文はほとんどない。これには、日本の医局制度の

影響が大きいと考えられる。新臨床研修制度導入以前、医

師がどの病院で働くかは、所属する医局によって決定され

ていた。すなわち、医師の労働市場にはマーケットメカニ

ズムが働いていなかったことが考えられ、経済学的見地か

らの分析の足かせとなってきた。 

医師偏在に注目した論文に漆（1986）が挙げられる。医

師の地域的分布の不平等性を都道府県間や市区町村間単

位で示し、一県一医大構想がこの地域的分布にどのような

影響を及ぼしたかを分析している。医師の賃金以外のイン

センティブに注目した論文 Scott（2001）は、イギリスの

一般医（General Practitioner）を対象に、仮想的質問法

を用いて一般医が重視する職場環境について分析してい

る。その結果から、一般医が賃金以外の要素も考慮して職
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場を選択し、特に時間外労働を重視していることを示して

いる。また、ヘドニック賃金アプローチを用いて、医師の

非金銭的インセンティブを定量化した論文に佐野・岸野

（2004）がある。被説明変数に自治体病院勤務医の賃金を

用い、説明変数に病院特性を表す変数を用いて賃金関数の

推計を行っている。推計結果より、自治体病院に勤務する

医師は、賃金が低くても高度な医療技術に触れることを選

好すると示している。 

 

２ 本稿の位置付け 

 

本稿の目的はヘドニック賃金アプローチを用い、医師の

就労に関する非金銭的インセンティブの定量的把握を行

うことである。とりわけ、地域偏在の大きな要因と考えら

れる病院の地理的条件を、医師がいかに評価しているかを

実証することにある。我々の知る限り、病院の地理的条件

に着目し、定量的分析を行った研究はない。 

一般に、ヘドニック賃金アプローチはマーケットメカニ

ズムが正常に働くもとで使用できる。そこで新臨床研修制

度が導入され医師が自由に勤務地を選べるようになった

2004 年以降の、医師の就労行動を分析する。分析するに

あたって、勤務医と研修医では賃金関数に違いがあること

が予想されるため、個別に分析を行う。また、我々の知る

限り、研修医の賃金関数に着目し、定量的分析を行った研

究はない。 

 

Ⅳ 理論 

 

本稿では、ヘドニック賃金アプローチを用いて実証分析

を行うが、ここではヘドニック賃金モデルによる、医師の

賃金決定メカニズムに関する理論的説明を行う。 

まず、仕事属性（Z）と賃金（w）の市場において、提供

される組み合わせが以下のようなローゼン・ルーカス流の

ヘドニック賃金関数で表せるとする。 

)(ZFw  ・・・（１） 

この式は、市場では賃金（ｗ）や仕事属性（Z）の値が

個別に提示されるわけではなく、wと Zの組み合わせが提

示されることを意味している。医師個人や病院は、仕事属

性と賃金の組み合わせが市場で与えられたものとして行

動し、そのときに与えられる組み合わせを表したものが

（１）式となる。 

（１）式が市場に与えられた所与のものとして、医師や

病院は、それぞれの効用を最大化しようとする。今、医師

ｊの効用（U）と病院ｋの利潤（）を各々、 

),,( jj XZwUU   

),,( kk YZw  

と表す。X は医師の属性を表す変数であり、Y は病院属性

を表す変数である。 

ここで、ある特定の仕事属性
1Z と賃金率の組み合わせ

を考える。簡単化のために 

    0/,0/ 11  ZZU 　  

と仮定する11。この仮定のもとで、均衡状態における医師

と病院の状態は（図 12）のように表すことができる。医

師にとっては、図示したように自身の無差別曲線とヘドニ

ック賃金関数とが接する点が最も効用水準が高くなる。同

様に病院にとっても、等利潤曲線がヘドニック賃金関数と

接する点で利潤が最も高くなる。それゆえ、ヘドニック賃

金関数上では、医師の無差別曲線と病院の等利潤曲線が接

しているので、ヘドニック賃金関数の傾き（W’（
1Z ））

は、限界的に
1Z が高まったときに、それを受け入れるこ

とを医師が承諾するのに必要な賃金の額（Willingness to 

pay）を表していることになる。 

 病院 1にとってはヘドニック賃金関数上の A点で、病院

2 にとっては B 点で、利潤最大化を満たすｗと
1Z の組み

合わせとなることが示されている。また、医師 1にとって

は、自己の無差別曲線
1U とヘドニック賃金関数の接点で

ある A点が、同様に医師 2では B点が最適な組み合わせと

なる。 

各点において、 

)/(/)/(/ 11 wUZUZF  　　  

                                                   
11例えば、

1Z には要求される月労働時間などが考えられる。 
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)/(/)/(/ 11 wZZF  　　  

によって表せ、それぞれ付け値関数、指し値関数となる。 

しかしながら、これらの関数を含めて推計するには困難

な識別問題に遭遇し、ヘドニック賃金関数の特定化に影響

を受けることとなる。また、そもそも医師個人の属性を表

すデータを手に入れることは極めて難しい。本稿の主たる

目的は、病院の立地条件が医師の賃金にどのような影響を

及ぼしているかを確認することにあり、さしあたって有効

なヘドニック賃金関数を推計することにある。従って本稿

では、付け値関数、指し値関数に関する厳密な推計は行わ

ず、勤務する病院の様々な属性を説明変数として取り入れ

たヘドニック賃金関数を推定する。 

 

Ⅳ 分析 

 

本稿の分析は、前述したヘドニック賃金アプローチを用

いることにより、病院の周囲の環境や充実度などといった

医師の就労行動に影響を及ぼす非金銭的インセンティブ

の定量的価値を測ることを目的としている。 

医師は様々な労働環境を評価し、それに見合った賃金を

得られる病院を選択すると考えられる。この結果、田舎の

小さな病院といった医師にとって魅力の少ない病院は、都

会の大病院といった魅力の多い病院よりも高い賃金を払

わなければ、医師確保が難しくなっているのではないだろ

うか。そこで本章では、病院の規模や充実度といった病院

特性の他に、勤務地の地理的条件を説明変数に組み込み、

ヘドニック賃金関数を推計する。なお、研修医にとっては、

病院の特性だけでなく研修の内容も病院選択の要因とな

るため、研修医の賃金関数と勤務医の賃金関数には差異が

見られると予想し、両者を分けて分析する。 

 

１ 研修医の賃金関数の推計 

 

2004 年の新臨床研修制度の導入以降、大学医学部を卒

業した研修医は、個々の意思により研修病院を選択できる

ようになった。よってマーケットメカニズムが適正に働い

ているもとで、研修医の就労が行われていると考えられる

ため、ヘドニック賃金アプローチによる賃金関数の推計が

可能であると考える。 

 そこで、以下のモデルを用いてクロスセクション分析を

行う。データは 2006 年度の研修指定病院のデータを用い

た。なお分析において、研修医を多数採用した病院のデー

タと少数採用した病院のデータを同じ 1 サンプルとして

扱うことは適切ではないと判断し、各病院のデータを研修

医の採用人数でウェイト付けし、加重最小二乗法により分

析した。 

 

 ii XY βα  

 

Ｙ：1ヶ月あたり平均賃金 

1Ｘ ：病床数、
2Ｘ ：医師 1 人あたり患者数、 3Ｘ ：研修

医 1人あたり指導医数、
4Ｘ ：分娩回数、 5Ｘ ：剖検回数、

6X ：CPC回数、 7Ｘ ：標準地価 

α：定数項、ε：誤差項 

 

被説明変数には「1 ヶ月あたり平均賃金」を用いる。2

年間の前期研修期間に得られる月給および賞与を合計し、

24で除することで算出した。 

説明変数には各病院の、「病床数」、「医師 1 人あたり患

者数」12、「研修医 1人あたり指導医数」、「分娩回数」、「剖

検回数」、「CPC回数」、「標準地価」を用いて分析した。以

下、各変数の説明ならびに、符号予想を示す。 

「病床数」は病院の規模を表す変数である。病床数の多

い大規模病院では一般に、研修医は数多くの症例にふれる

ことや、高度医療に従事することが可能である。これらは、

研修医にとって魅力的な研修環境であると考えられるこ

とから研修の充実度を表す変数ととらえ、係数の符号は負

を予想する。 

「医師 1人あたり患者数」は研修医の忙しさを表す変数

である。勤務医が忙しい病院では、研修医も労働力として

みなされている可能性が高く、研修時間の制約を受けてい

る可能性が考えられる。研修医は研修の充実を選好すると

考え、係数の符号は正であると予想する。 

「研修医 1人あたり指導医数」とは、指導医数を研修医

数で除したものである。指導医とは厚生労働省令に基づき

                                                   
121日平均入院患者数と 1日平均外来患者数の合計を勤務医数で

除すことで算出 



 

 8 

研修医に対する指導を行うために必要な経験及び能力を

有していると認められた医師である。これは研修の充実度

を表す変数であるため、係数の符号は負を予想する。 

「分娩回数」とは分娩が行われた回数であり、「剖検回

数」とは病理解剖の回数であり、「CPC 回数」とは臨床病

理検討会の回数である。これら 3つの説明変数も研修の充

実度を表す変数であり、係数の符号は負を予想する。 

「標準地価」は各病院が立地している市区町村の標準地

価である。各市区町村の国土交通省公示地価13の平均をと

ることで求めた。「標準地価」を用いた理由は、医師が勤

務地を選択する際に考慮する地域要因を集約した指標で

あると考えられるからである。地価の高いところ、すなわ

ち居住地として魅力のあるところでは、賃金が低くても研

修医が就労選択を行うと考えられることから、係数の符号

は負を予想する。 

分析結果（表 13、14）から、「医師 1人あたり患者数」

のパラメータ値が正に有意、「病床数」、「分娩回数」、「剖

検回数」、「標準地価」のパラメータ値が負に有意という結

果が得られた。 

「医師 1人あたり患者数」、「病床数」、「分娩回数」、「剖

検回数」のいずれの係数からも、研修医は充実した研修を

選好していることがわかった。また、「標準地価」の係数

が負に有意にはたらいたことから、研修医はその他の条件

が同じであれば、田舎の病院より都会の病院を好むことが

わかった。これらの分析結果から、研修の充実度と病院の

立地条件を平等にすることにより、研修医の偏在を解消す

ることができると考えられる。 

 

２ 勤務医の賃金関数の推計 

 

2004 年の新制度施行後、医師は自由に勤務病院を選べ

るようになった。したがって、勤務医の労働市場にも、マ

ーケットメカニズムが働くようになったと考えられる。そ

こで、勤務医に関しても研修医の分析と同様に、被説明変

数に賃金を、説明変数に病院特性をあらわす変数と、病院

の立地条件を表す変数を組み込み、賃金関数を推計する。 

なお、推計はデータの制約上、地方公営企業法の適用を

受けた病院に限定されている。したがって、民間病院と自

治体病院の勤務医の間に、賃金関数の差異があれば、サン

                                                   
13住宅地に限る。 

プルにセレクションバイアスがかかっている可能性があ

る。 

そこで、以下のモデルを作成した。なお分析において、

研修医と同様に、各病院のデータを勤務医数でウェイト付

けし、加重最小二乗法を用い、2004年と 2005年について

それぞれクロスセクション分析を行った。 

 

 titit DXY βα  

 

Ｙ：1ヶ月あたり平均賃金 

1Ｘ：医師の平均年齢、
2Ｘ ：医師の平均経験年数、 3Ｘ ：

病床数、
4Ｘ ：1 床あたり固定資産、 5Ｘ ：医師 1 人あた

り患者数、 6Ｘ ：職員 1人あたり診療収入、 7 ：標準地

価、 D：国保病院ダミー 

α：定数項、ε：誤差項、ｔ＝2004,2005 

 

ヘドニック賃金アプローチより、被説明変数には自治体

病院の「1ヶ月あたり平均賃金」を用いた。各病院の平均

給与ならびに平均賞与の合計を 24 で除すことで算出した。 

説明変数には、「医師の平均年齢」、「医師の平均経験年

数」、「医師 1人あたり患者数」、「職員1人あたり診療収入」、

「1床あたり固定資産」、「病床数」、「標準地価」、「国保病

院ダミー」を用いた。以下、各変数の説明ならびに、係数

の符号予想を示す。 

「医師の平均年齢」、「医師の平均経験年数」は医師の属

性を表す変数である。一般に賃金は年功序列的に上昇する

と考えられることから、係数の符号は正を予想する。 

「病床数」は病院の規模を表す変数である。病床数の多

い大規模病院では、一般に医師は数多くの症例にふれるこ

とや、高度医療に従事することが可能である。これらは、

医師にとって魅力的な環境であると考えられることから、

係数の符号は負を予想する。 

「1床あたり固定資産」は、病院の設備面での充実度を

表す変数である。高度医療を望む医師にとって、設備の恵

まれている病院で勤務することは魅力的であると考え、係

数の符号は負を予想する。 

「医師 1 人あたり患者数」「職員 1 人あたり診療収入」

は医師 1人の仕事量を表す変数である。仕事量が増えるほ

ど、医師はより高い賃金を要求すると考えられ、係数の符

号は正を予想する。 
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「国保病院ダミー」については、その他病院の属性を示

す変数として用いた。自治体病院と国保病院の間に、給与

体系など何らかの差異がある可能性を考え使用したが、係

数の符号を予想することは難しい。 

「標準地価」は各病院が立地している市区町村の標準地価

である。各市区町村の国土交通省公示地価14の平均をとる

ことで求めた。ここでも、医師が勤務地を選択する際に考

慮する地域要因を集約した指標であると考え、「標準地価」

を用いる。地価の高いところ、すなわち居住地として魅力

のあるところでは、賃金が低くても勤務医が就労選択を行

うと考えられることから、係数の符号は負を予想する。 

分析結果（表 15、16）から、「医師の平均年齢」、「医師

の平均経験年数」、「医師 1人あたり患者数」、「職員 1人あ

たり診療収入」を表す変数のパラメータ値は正に有意とい

う結果を得られた。しかし、予想に反して、「病床数」、「1

床あたり固定資産」の係数は正に有意であった。これは、

高度医療に従事する勤務医には、より高度な専門性が要求

されるため、高い賃金が支払われていると考えられる。「標

準地価」に関してパラメータ値は、各年度いずれも負に有

意に働いた。このことから、勤務医もその他の条件が同じ

であれば、田舎の病院より都会の病院を好むことがわかっ

た。これらの分析結果から、立地条件を平等にすることに

より、勤務医の偏在を解消することができると考えられる。 

 

Ⅴ 政策提言 

 

１ 研修医の地域偏在解消に向けて 

 

分析結果より、研修医が臨床研修指定病院を選択する際

には、研修内容が充実した病院や都会の病院を選好するこ

とが明らかになった。そこで、研修医の地域偏在を解消す

るために、各病院への就労インセンティブを均一化するべ

く、政策提言を 2点行う。 

 

（１）複数病院での研修プログラム作成の義務化 

研修医の偏在を解消するための政策として、複数病院で

の研修プログラム作成の義務化を提言する。現在は、研修

                                                   
14住宅地に限る。 

プログラムは 1病院のみ15で組まれており、研修医も研修

先として 1つの病院を選択することになっている。それに

対して、研修プログラムをあらかじめ複数の病院で組み、

研修医に、どの病院の組み合わせの研修プログラムを受け

るかを選択させることを提言する。 

プログラムの組み方を以下のように定義する。まず、分

析で得られたパラメータから研修の充実度を表す値であ

る K16を研修指定病院ごとに算出する。次に、K の値で病

院を昇順に並べ、Kが大きい病院から順に各グループの定

員が同じになるようにグループ分けを行う。これによって、

研修の充実度が同程度の病院が集まるグループができる。

その上で、各病院は自病院が属さないグループから 1つず

つ病院を選びプログラムを組む。そして、研修医は 2年間

の研修期間中に対象プログラム中の全ての病院で研修を

受けなければならないこととする。 

 3つのグループに分けた場合の例を挙げる。まず、各グ

ループの定員数が同じになるように K の値で全ての研修

指定病院を A,B,Cの 3つに分ける。その上で、Bグループ

に属する病院であれば、A,Cから 1病院を選びプログラム

を組まなければならない。そして、このプログラムを選択

した研修医は、3病院で研修を受ける。 

以上のような施策で、全ての研修プログラムで同等の研

修が受けられ、研修内容による偏在を解決できる。 

 

（２）賃金格差の設定 

次に、都会と地方で研修医の賃金格差を設けることで、

研修医の地域要因に関する就労インセンティブを均一化

することを提言する。 

賃金格差を設けるための具体的施策として、臨床研修費

等補助金の給付方法を改正する。臨床研修費等補助金とは、

臨床研修の円滑な運営を目的として、国庫補助金から各病

院に配分されている補助金である。現在、各病院の研修プ

ログラムの内容と研修医の人数に応じて補助金額が決定

されている。そこで新たに、補助金額の算定基準に地理的

条件を含める。そして、地理的条件を加味した補助金額と

現行の補助金額の差分を研修医の給与に反映させること

                                                   
15現在も、複数の病院で研修プログラムを組んでいる病院はある

が、研修内容の均一化を考慮したものはない。 
16分析結果より K=75.247×研修医 1人あたり指導医数+52.236×

分娩回数+178.13×剖検回数+110.898×CPC回数+26.225×病床数

-7006.735×医師 1人あたり患者数。 

なお、今回は有意でなかった CPC回数も用いる。 
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を義務づけ、都会と地方で研修医の賃金格差を設ける。 

その増減額は、対象の病院が立地している市区町村の平

均地価から、全国の研修指定病院が立地している市区町村

の平均地価を引き、それに分析で得られた「標準地価」の

パラメータである 0.065をかけることで算出する。その値

が、正の場合は給付額が減少し、負の場合は増加する。そ

の上で、増減額は全額、研修医の給与に反映させることと

する。 

これによって、地理的条件の格差による研修医の偏在を

解消できる。 

 

２ 勤務医の偏在解消 

 

（１）賃金格差の設定 

分析結果より、勤務医も研修医と同様に地方よりも都会

で就労することに対する選好が強いと分かった。そこで、

勤務医に関しても給与に格差を設けることで、就労インセ

ンティブの均一化をはかる。 

そのための施策として｢地域医療振興金｣の導入を提言

する。これは、地価の高い病院の勤務医の給与からその地

価に応じた額を天引きし、地価の安い病院の勤務医の給与

に上乗せするというものである。その額は、研修医の場合

と同様に勤務病院が立地している市区町村の平均地価か

ら、全国の病院の平均地価を引き、それに分析で得られた

「標準地価」のパラメータである 0.278 をかけることで算

出する。その値が、正の場合は給与から天引きされ、負の

場合は付与される。 

これによって、地理的条件の格差による勤務医の偏在を

解消できる。 

 

（２）補論 

 賃金格差を設けることで、地理的条件における就労イン

センティブを均一化することはできた。しかしそれだけで

は、症例数が多い病院や医療設備の充実した病院などに医

師が集まることが予想される。そこで本節では、医師配置

機関の新設を提言する。 

具体的には、現在都道府県に設置が義務付けられている

地域医療対策協議会を母体に、自治体、大学、基幹病院、

医師会などから構成される第三者機関を設置する。この機

関が二次医療圏の医療需要を考慮して、圏内の各病院の定

員を定める。これにより、勤務医が病院充実度の高い病院

に集中することを防ぐ。ただしこの政策を行うと、現在医

療需要から鑑みて、医師が充足している二次医療圏の病院

に新たに医師が全く就労できなくなる可能性がある。将来

的に二次医療圏ごとに定員を設ける必要はあると考える

が、導入にあたっては何らかの補足的政策が必要となる。

よって本稿では補論に留めることとする。 

 

Ⅵ おわりに 

 

2004 年の新臨床研修制度の導入に伴い、医師が自由に

勤務病院を選択できるようになった。その結果、医局が弱

体化し、地方への医師の分配機能を持たなくなったことで、

医師の地域偏在は加速している。たらい回しや、地方の自

治体病院の閉鎖が相次ぐなど、問題が顕在化してきている

現在、偏在解消に向けた政策が早急に求められている。 

本稿では、医局の復活により強制的に地方へ医師を派遣

するのではなく、医師の就労選択の自由を保った中で医師

偏在の解消を図る道を模索した。具体的には、医師の就労

に関する非金銭的インセンティブを定量的に分析し、病院

への就労インセンティブを均一化する政策を検討してき

た。 

しかしながら、医師の賃金関数の推計にあたっては、

様々なデータ上の制約を受けたことも事実である。特に、

勤務医については私立病院勤務医のデータを得られなか

ったことから、自治体病院勤務医に限り分析を行った。今

後、全ての医師を対象にした分析が求められる。また、新

臨床研修制度施行後、4年しか経過しておらず、医師の勤

務病院変更に伴う移動コストを考えると、医師の労働市場

にマーケットメカニズムが十分に働いていない可能性が

指摘される。この点に関しては、今後も研究を継続してい

く必要があるだろう。 

最後に、近い未来において医師偏在が解消することを願い、

本稿を締めくくる。 
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図表 

図 1 人口 10万人あたり医師数の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省大臣官房統計情報局｢医師・歯科医師・薬剤師調査｣より作成 

 

図 2 人口 10万人あたり医師数の OECD 比較（2004） 
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表 3 都道府県別人口 10万人あたり医師数 

上位５県 医師数  下位 5 県 医師数 

京都府 301 人  埼玉県 142 人 

徳島県 290 人  茨城県 154 人 

東京都 289 人  千葉県 159 人 

福岡県 280 人  青森県 177 人 

鳥取県 280 人  静岡県 178 人 

全国平均 219 人    

平成 18年厚生労働省｢医師・歯科医師・薬剤師調査｣より作成 

 

表 4 二次医療圏別人口 10万人あたり医師数 

上位５圏 医師数  下位５圏 医師数 

東京都・区中央部 1258 人  愛知県・尾張中部 74 人 

東京都・区西部 496 人  宮城県・黒川 83 人 

島根県・出雲 423 人  北海道・根室 88 人 

福岡県・久留米 419 人  茨城県・鹿行 90 人 

群馬県・前橋 408 人  福島県・南会津 91 人 

全国平均 219 人    

平成 18年厚生労働省｢医師・歯科医師・薬剤師調査｣より作成 

 

図 5 医学部入学定員の推移 
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表 6 大阪府における二次医療圏の区分例 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府保険医療計画（平成 14年 12月公示）より作成 

 

図 7 研修医が在籍している病院に応募した理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

臨床研修病院及び臨床研修医に対するアンケート結果概要（厚生労働省） より作成 

圏域名 区域
豊能 池田市、箕面市、豊中市、吹田市、豊能町、能勢町
三島 摂津市、茨木市、高槻市、島本町

北河内 枚方市、寝屋川市、守口市、門真市、大東市、四条畷市、交野市
中河内 東大阪市、八尾市、柏原市

松原市、羽曳野市、藤井寺市、富田林市、河内長野市、大阪狭山市、美原町、
河南町、太子町、千早赤阪村

堺市 堺市
和泉市、泉大津市、高石市、岸和田市、貝塚市、泉佐野市、泉南市、阪南市、
忠岡町、熊取町、田尻町、岬町

大阪市 大阪市

南河内

泉州

40.4%

32.4%

31.8%

29.0%

28.0%

21.8%

20.5%

16.6%

16.2%

15.8%

15.0%

5.8%

5.4%

3.9%

9.4%

10.0%

18.9%

15.7%

30.4%

22.8%

14.0%

3.8%

17.4%

7.7%

9.7%

4.4%

1.8%

10.4%

13.6%

1.7%

0.0%

10.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

症例が多い

研修プログラムが充実

地理的条件が良い

病院の施設・設備が充実

熱心な指導医が在職

処遇・待遇が充実

指導体制が充実

先輩等の評判が良い

伝統(実績)がある

研修理念に賛同

雑用が少ない

自病院における臨床研修終了後の研修が充実

大学病院など他病院との臨床研修終了後の研修の連携がある

ホームページやパンフレットの情報が充実

出身大学だから

その他

臨床研修病院

大学病院
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表 8 医療機関に受入の照会を行った回数（たらい回し件数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20年 3月 11日消防庁「救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査の結果について」より作成 

 

表 9 患者受け入れ拒否の原因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20年 3月 11日消防庁「救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査の結果について」より作成 

 

表 10 分析結果 1（被説明変数：救急車が現場に到着してから病院に患者を収容するまでの収容時間） 

 

 

 

 

 

 

 

***…1％水準で有意 **…5％水準で有意 *…10％水準で有意 

 

表 11 基本統計量（分析 1） 

 

 

 

1回 2～3回 4～5回 6～10回 11回～ 計
最大
照会
回数

集計
不能
本部

件数 309,230 44,609 8,989 4,324 1,074 368,226

割合 84.0% 12.1% 2.4% 1.2% 0.3% 100.0%

件数 18,500 2,944 721 310 53 22,528

割合 82.1% 13.1% 3.2% 1.4% 0.2% 100.0%

件数 263,925 45,210 6,377 2,021 220 317,753

割合 83.1% 14.2% 2.0% 0.6% 0.1% 100.0%

件数 97,323 17,258 4,080 2,108 802 121,571

割合 80.1% 14.2% 3.4% 1.7% 0.7% 100.0%

重症以上傷病者 134

産科・周産期傷病者 118

50

43

小児傷病者 123

救急センター等搬送傷病者 559

35

63

手術中・
患者対
応中

ベッド満
床

処置困
難

専門外
医師不

在

初診
(かかり
つけ医
なし)

理由不
明その

他
計

集計
不能
本部

件数 24,458 25,881 26,674 12,061 4,112 242 22,991 116,419

割合 21.0% 22.2% 22.9% 10.4% 3.5% 0.2% 19.7% 100.0%

件数 1,348 713 1,520 958 510 135 1,895 7,079

割合 19.0% 10.1% 21.5% 13.5% 7.2% 1.9% 26.8% 100.0%

件数 17,222 3,376 12,676 19,885 8,343 119 17,289 78,910

割合 21.8% 4.3% 16.1% 25.2% 10.6% 0.2% 21.9% 100.0%

件数 10,460 10,362 12,187 4,588 1,600 59 10,035 49,291

割合 21.2% 21.0% 24.7% 9.3% 3.2% 0.1% 20.4% 100.0%

196

163

179

580

重症以上傷病者

産科・周産期傷病者

小児傷病者

救急センター等搬送傷病者

説明変数 係数 ｔ値
人口密度 0.00054 0.584
道路距離 2.31E-09 0.125
可住面積当たり救急車台数 78.244 2.469**
可住面積当たり救急病院数 -52.824 -2.705**
可住面積当たり消防本部数 -358.022 -2.621**
人口１人当たり医師数 -2753.21 -2.61**
偏在変動係数 10.999 3.738***
定数項 32.367 9.809***
自由度調整済み決定係数

サンプル数
0.643
47

平均 中央値 最大値 最小値 標準偏差 歪度 尖度
収容時間 29.65957 29.6 43.2 24 3.388001 1.185594 6.644562

可住面積あたり救急車台数 0.05954 0.050655 0.224235 0.016393 0.042023 2.612697 9.849134
可住面積あたり救急病院数 0.051144 0.037096 0.260771 0.010461 0.047013 2.94471 12.54745
可住面積あたり消防本部数 0.008296 0.007166 0.025117 0.002845 0.004569 1.382226 5.312172

道路距離 25310973 23315609 88445628 7811735 15171542 1.782526 7.618682
１人当たり医師数 0.00212 0.002077 0.002733 0.001348 0.000355 -0.019055 2.149468

偏在変動係数 0.339294 0.335114 0.993608 0.06817 0.13305 2.315343 13.76706
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図 12 ヘドニック賃金関数モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 13 分析結果 2（被説明変数：研修医 1ヵ月あたり平均賃金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

***…1％水準で有意 **…5％水準で有意 *…10％水準で有意 

 

表 14 基本統計量（分析 2） 

 

 

 

 

 

A

B

1U

2U

1

2

1Z

w( Z )

0

w

A

B

1U

2U

1

2

1Z

w( Z )

0

w

説明変数 係数 ｔ値
病床数 -26.225 -2.38**

医師１人当たり患者数 7006.735 14.529***
１人当たり指導医数 -75.247 -0.098

分娩回数 -52.236 -7.58***
剖検回数 -178.13 -1.98**
CPC回数 -110.898 -1.305

地価 -0.065 -9.456***
定数項 298468.4 26.93***

自由度調整済み決定係数
サンプル数 501

0.541

研修医 平均 中央値 最大値 最小値 標準偏差 歪度 尖度
1ヵ月あたり賃金 382875.8 371052 840226.5 180000 98665.07 0.99234 4.747983

病床数 476.982 434 1505 100 220.2031 1.289961 5.236195
医師１人当たり患者数 19.71193 19.82 45.24118 4.319231 7.456652 0.190195 2.936507
１人当たり指導医数 11.75915 9 120.5 1 10.70312 4.15572 30.88313

分娩回数 380.995 328 1942 0 321.5513 1.074021 4.333946
剖検回数 20.58882 16 272 0 22.33819 4.024979 36.26367
CPC回数 8.043912 5 160 0 12.31122 6.359086 61.19333

地価 155087.7 74823.08 1683769 1228.889 210857.5 3.84799 22.36952
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表 15 分析結果 3（被説明変数：勤務医 1ヶ月あたり賃金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

***…1％水準で有意 **…5％水準で有意 *…10％水準で有意 

 

表 16 基本統計量（分析 3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明変数 係数 ｔ値 係数 ｔ値
病床数 51.178 2.087** 65.128 20562**
勤務医平均年齢 11801.23 8.529*** 10360.87 7.08***
医師平均経験年数 4083.003 4.008*** 5743.524 5.297***
医師一人当たり患者数 9111.845 7.457*** 13178.84 9.393***
患者一人当たり診療収入 3.22 2.667*** 4.709 3.827***
一床当たり固定資産 0.84 3.743*** 1.715 5.797***
地価 -0.3 -9.69*** -0.265 -8.288***
国保病院ダミー -103476 -5.351*** -111904 -5.694***
定数項 447429 6.38*** 375512.8 5.209***
自由度調整済み決定係数
サンプル数

0.313 0.349
826 809

2004 2005

2004 平均 中央値 最大値 最小値 標準偏差 歪度 尖度
1ヵ月あたり賃金 1354025 1279419 3606233 846814 299664.5 2.180194 10.87042

病床数 229.3886 185 975 3 182.8623 1.054755 3.708032
医師の平均年齢 43.477 43 65 29 4.84675 1.036881 5.025372

医師平均経験年数 15.17312 15 37 1 5.453744 0.075459 3.595195
医師１人当たり患者数 23.79697 22.55 92.4 2.8 10.11668 1.529732 9.042538

職員１人当たり診療収入 14453.71 13258.99 148732.9 5772.349 7096.076 9.770826 166.2527
１床当たり固定資産 20845.79 14866.5 532061 58 30391.62 11.32579 166.0589

標準平均地価 63216.36 38488.33 1139667 3000 80023.86 5.607981 56.79774

2005 平均 中央値 最大値 最小値 標準偏差 歪度 尖度
賃金 1373872 1296995 3413394 866994 302599.8 2.138241 10.45942

病床数 230.5068 188 975 3 183.4648 1.035272 3.667338
医師の平均年齢 43.72435 43 65 28 4.656191 0.744235 4.358269

医師平均経験年数 15.85167 16 38 2 5.42959 0.003764 3.657383
医師１人当たり患者数 23.37998 22 121.4 2.7 10.71196 2.082237 14.87306

職員１人当たり診療収入 14955.98 13715.08 153437.7 6465.286 7501.772 9.412934 155.3797
１床当たり固定資産 19820.2 15517 520015 1083 22492.75 14.11593 304.9712

標準平均地価 63726.65 38426.67 1139667 3000 82510.51 5.558245 53.77021
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さらなる留学生獲得を目指して 

～大学・大学院に関する実証分析～ 

 

韋 敏毅・中島 弘樹・花田 滋 

石橋 孝倫・中田 実里・宮古 靖子・林田 直樹 

 

 

要旨 

 

グローバル化が急速に進む中、国際的に活躍できる人材として、留学生の需要が急速に高まっている。留学生の獲得

競争は世界中で激しさを増しており、欧米諸国では留学生受け入れに向けた公的機関の設置や政府からの財政支援など、

国を挙げて留学生の獲得に乗り出している。日本も「留学生 30 万人計画」を策定するなど、優秀な人材獲得による国

際競争力の強化などを目的とし、留学生の受け入れ拡大を目指している。 

しかし、国として留学生獲得に乗り出しているにもかかわらず、受け入れ留学生数は欧米諸国に比べまだまだ少ない。

その原因の 1つとして、日本の大学・大学院が十分な留学生政策を行っていないことが挙げられる。 

そこで本稿では、日本の大学・大学院を留学生にとって魅力的なものにする施策を打ち出すべく、日本の大学・大学

院が留学生を引きつける要因をそれぞれ分析した。分析の結果、留学生は大学院を選択する際、研究力や外国人教員数、

英語による学位取得コースの有無などの国際化度を重視することがわかった。大学（学部）を選択する際は、渡日前入

学許可制度の有無、留学生別科の有無など、入学時や在学中のサポートを重視することがわかった。これらは大学院の

受け入れ留学生数には影響を与えないものであるため、留学生受け入れの施策を考える際に、大学院と大学では留学生

が重視するものが異なると理解した上で施策を策定する必要があることがわかった。また、大学院の受け入れ留学生数

には影響していた英語による学位取得制度の有無は、大学（学部）の受け入れ留学生数には影響を及ぼさなかった。こ

のことから、大学（学部）の留学生は英語による高等教育を重視せず、日本語による予備教育を重視することがわかっ

た。 

分析結果に基づき、本稿では、よりよい留学生受け入れ政策を目指し、①大学院における英語教育の推進、②競争的資金

の見直し、③渡日前入学許可制度の完備に向けたインターユニバーシティ・システムの構築、④外国人教員・研究者の獲

得、の 4つの提言を行った。

                                                   
本稿の作成にあたっては、山内直人教授（大阪大学）をはじめ、多くの方々から有益かつ熱心なコメントを頂戴した。ここに記して感

謝の意を表したい。しかしながら、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰するものである。 
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Ⅰ はじめに 

 

近年グローバル化が急速に進行する中、世界中で留学生

が増加しており、今後もさらなる増加が予想されている。

留学生は国際競争力の強化や外交の円滑化への貢献、将来

的な労働力として期待できることなどから、各国間の獲得

競争は激化している。日本も「留学生 30 万人計画」を策

定するなど留学生獲得に乗り出しているが、欧米諸国と比

較しまだまだ成果をあげているとはいえない。 

留学生の多い国には、英語圏に属する、大学ランキング

で上位に入る大学を多く擁する、という傾向がある。日本

は英語圏には属さないが、大学ランキングでの評価が高い

大学が多く存在するため、留学生にとって魅力的な要素は

兼ね備えていると考えられる。 

そこで本稿では、留学生が留学先を決定する際どのよう

な要因を重視するのかを分析し、留学生にとって魅力ある

大学・大学院作りを進めるための施策を検証する。 

本稿の構成は以下のとおりである。Ⅱで諸外国および日

本の留学生受け入れに関する現状を述べ、日本における課

題を提示する。Ⅲで留学生に関する先行研究を紹介し、本

稿の位置づけを示す。Ⅳでクロスセクションデータを用い

た留学生の受け入れ数に関する重回帰分析を行う。Ⅴでは

Ⅳの結果を踏まえて政策を提言する。 

 

Ⅱ 英語教育を取り巻く現状 

 

１ 世界の留学生市場 

 

（１）拡大する留学生数 

グローバル化が急速に進む中で、国際的に活躍できる人

材が求められている。この流れを反映し、留学生への需要

は世界中で加速的に増大してきた（図 1）。各国間の留学

生獲得競争は激化し、留学専門機関による組織的なプロモ

ーション、オフショアプログラム1など教育サービスの提

供方法や技術においてイノベーションが多く生まれてい

                                                   
1海外において予備教育、ツイニング、ダブルディグリーなどを

実施するもの 

る。また、これらの留学生獲得競争に伴う制度や環境の整

備により、留学生数は 1980 年代後半から全世界で飛躍的

に増加した。1988 年から 1998 年の 10 年間で、留学生数

が 94万人から 161万人へと 70％増加している。留学需要

の予測モデル GSM20252は、2000 年時点で 176 万人である

留学生数が 2025 年には約 716 万人に増加すると推計して

いる。 

留学生の受け入れは、日本と諸外国との相互理解や友好

的な関係の構築を促進するものであり、政府も積極的に推

進してきた。その結果、2003 年 5 月におけるわが国の留

学生受け入れ数（在籍者数）は 11万人弱に達し、1983年

に政府が策定した「留学生 10万人計画」が達成された。 

しかし、諸外国と比較すると、日本の受け入れ数はまだ

まだ多いとは言えない。UNESCO Institute for Statistics

によると、2006年時点で、日本の受け入れ数（約 13万人）

は、アメリカ（約 58万人）、イギリス（約 33万人）、フラ

ンス（約 24 万人）などと比較し圧倒的に少ない。増加の

推移を見ても、日本政府が目標とする 30万人には程遠い。

さらに、中国など新興国も留学生獲得に力を入れ始めたた

め競争はより激しくなっており、2005年から 2007年の間

では日本の留学生受け入れ数は減少している。 

 

（２）高等教育機関への集中 

日本学生支援機構の「平成 19 年度外国人留学生在籍状

況調査結果」によると、2007 年 5 月現在日本が受け入れ

ている留学生 118,498 人のうち 31,592 人が大学院に、

62,159 人が大学（学部）・短期大学・高等専門学校に在籍

している。また、世界でもこの傾向は共通して見受けられ

る。Institute of International Education3の『Open Doors 

2007』によると、アメリカの 2006 年度受け入れ留学生

582,984 人のうち 86.2％が大学院・大学（学部）・短期大

学・高等専門学校に相当する教育機関に在籍している4。 

この数字からもわかるように大学・大学院は留学生受け

入れの中枢であり、留学生受け入れ政策において重要な役

割を担っている。 

                                                   
2IDP Education Australia と Anthony Boehm らが開発したもの。

その国の留学需要は留学アクセス率、国内の高等教育需要などか

ら決定されるとしている。 
3国際教育交流を推進するアメリカの非営利機関。国際教育に従

事する教員・スタッフの支援、フルブライト・プログラムの大学

院交流事業、諸外国との教育交流プログラムなどを実施する。 
4Associate’s（準学士）67,855人（11.6％）、Bachelor’s（学

士）170,195人（29.2％）、Graduate（大学院生）264,288人（45.4％） 
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２ 留学生を受け入れる意義 

 

世界各国が留学生受け入れに力を入れるのは、受け入れ

が各国に大きなメリットをもたらすためである。この節で

は、特に日本の視点から、留学生受け入れの意義を述べる。 

 

（１）高等教育機関の国際化・国際競争力の強化・学内

の活性化 

高等教育機関が留学生の受け入れ・派遣を進めることは、

世界的な広い視野に立って高等教育機関の教育・研究の内

容や水準の向上を促す。そして、留学生自身の活力や異文

化との交流、国際的な競争環境の形成は、教育研究の国際

的な通用性・共通性の向上と国際競争力の強化を促進する。

これらは日本の科学技術・産業などの国際競争力の維持・

向上に資するとともに、日本の文化の進展などにも寄与す

るものである。 

さらに、世界各国から優秀な学生が集まる国際的な競争

環境の中で学習や研究に打ち込むことは、日本人学生を真

に国際的に通用するリーダーへと育成することにつなが

る。学内外の研究だけでなく、多くの日本人が留学生との

交流を通じて、多様な価値観・発想・習慣などに触れる機

会を日常的に持つことは、国際的に開かれた活力ある社会

の実現にも寄与する。 

 

（２）外交の円滑化 

留学生の受け入れ・派遣による国籍を超えた交流は、グ

ローバル化が進む社会の中でますます重要となる。諸外国

との間に親密な人的ネットワークを形成し、相互理解の増

進や友好関係の深化を図る上で非常に効果的である。 

特に、日本から帰国した留学生は政治・経済・学術など

様々な分野で相手国との懸け橋として対日理解や友好関

係の促進に貢献することが期待される貴重な人材であり、

この人的ネットワークは日本が安定した国際関係を築く

上での礎となる。 

 

（３）途上国への貢献（先進国としての責任） 

日本学生支援機構の HPによると、2006年 5月現在の留

学生別出身国上位 10カ国は、多い国から順に中国、韓国、

台湾、ベトナム、マレーシア、タイ、アメリカ、インドネ

シア、バングラデシュ、ネパールとなっている。また、中

国、韓国、台湾からの留学生が全留学生に占める割合は

78.7％（前年度 80.1％）に上る。 

留学生の多くは途上国出身であり、このような国から学

生の受け入れることは、諸外国の人材を日本において育成

する知的国際貢献である。高い教育レベルを有している日

本は、途上国への教育支援の責任を負うともいえよう。ま

た、各国の英知を結集し人類共有の知的財産を創造するこ

とや日本で学んだ留学生が母国において指導的立場で活

躍することなどにより、国際社会における日本の存在感を

増大させることができる。 

 

（４）将来的な労働力の確保 

少子高齢化が進む日本では労働力不足が叫ばれている。

厚生労働省によると、仮に各般の雇用施策が実施されず

2006 年の労働力率と同水準で推移した場合、2006 年の労

働力人口と比較して、2017 年で約 440 万人減少、2030 年

で約 1,070 万人減少することが見込まれる。日本に留学し

た学生がそのまま国内で就業し定着すれば、この人口減少

を補う貴重な労働力となる。 

また、近年、日本とアジア諸国などとの経済取引が一層

活発化しており、大企業だけでなく中小企業においても現

地進出が急速に進んでいる。そうした中で、母国語と日本

語の両方に堪能で両国の架け橋となる人材が日本の労働

人口を補完し、世界規模でのビジネスの展開を支えること

は、非常に大きなメリットを生む。 

 

３ 各国の受け入れ状況ならびに政策 

 

留学生の受け入れが盛んな国は、政府による奨学金支給

政策のみならず、高等教育マーケットにおける各教育機関

の積極的な PR 活動、国内における留学生受け入れ環境の

整備などの様々な政策を行っている。 

現在、欧米豪諸国は留学生の受け入れを自国の長期的外

交政策の重要課題として位置付けており、この一貫した目

的実現に向け効果的に政策を実施しようとしている。なか

でも、イギリスとオーストラリアは教育を重要な輸出項目

とし、貿易振興の一環として PR している。この二国は、

海外に公的機関5を設け、途上国で徹底した学生個々人へ

                                                   
5イギリスでは British Council、オーストラリアでは IDPや大使

館がこれにあたる。British Councilは留学生の受け入れ施策の
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の情報提供と支援サービスを実施している。両国とも、政

府のみならず各高等教育機関の教職員が留学生の受け入

れに熱心であることが、受け入れ体制を充実させている。 

以下、主要国の留学生受け入れ政策を紹介する。 

 

（１）代表的な受け入れ上位国の施策 

①アメリカ 

国際理解・協力の強化、国際競争力の向上、留学生がも

たらす経済効果の維持、安全・通商・外交への貢献を目的

とし、2006年現在 582,9844人の留学生を受け入れている。

国務省教育文化局（ECA、Bureau of Educational and 

Cultural Affairs）は、年間 50 万人を超える留学生はア

メリカ経済に 1 年間で 130 億ドルの経済効果と 10 万人の

雇用効果をもたらすと報告している。 

アメリカでは留学生への奨学金制度を十分に整備する

ことはもちろん、留学を希望する学生への情報提供も充実

している。世界中に 450 の米国教育情報センターを持ち、

年間 500万件の問い合わせに応じている。最近渡米した留

学生の約 60％がこのセンターを利用している。また、留

学しやすい環境を作るために短期留学ビザを年間 28 万人

に発給している。加えて、各大学での大学間連携も進んで

いる。大学間連携とは、他大学との単位互換協定の締結、

海外の大学との国際交流協定の締結などである。 

 

②イギリス 

国際交流の促進と大学財政充実のため、2010 年までに

504,000 人の留学生を高等教育に、200,000 人の学生を継

続教育6に受け入れることを目標とし、960 億ポンド（約

20兆円）の経済効果を期待している。 

受け入れ重点地域を設定しているほか、上述した

British Council という準政府機関や UK-COSA7というチャ

リティ団体をもつ。 

 

                                                                                 
立案、国費留学生の選考・受け入れ等業務を実施する準政府機関

であり、世界 110カ国以上に展開されている。 
6ここでは、職業教育、教養成人教育、社会的・文化的・レクリ

エーション的諸活動をさす。 

720％のコストを政府が負担、残りを各大学から会費を徴収し、

各大学の留学生担当者向けの研修や留学生の受け入れに関する

問題を取り扱う機関。個別の留学生に関する事項（宿舎の整備や

留学生からの苦情処理など）は各大学が独自に行う。 

③フランス 

特色として、CNOUS と Edu France の二つの高等教育支

援機関の存在が挙げられる。 

CNOUS（Centre National des Oeuvres Universitaires et 

Scolaires）は高等教育の学生支援を目的とする組織であ

り、国民教育省の所轄で設立された。200 万人の国内高等

教育機関の学生に対する支援（奨学金給付、学生寮や学生

食堂の運営など）のほか、外国人留学生支援やヨーロッパ

の学生の移動性を高める活動に従事している。 

Edu France（フランス政府留学局）は、フランスへの留

学希望者の支援を目的に、大学、グランゼコール8などの

高等教育機関関係者の協力を得て、フランス国民教育省お

よび外務省により設立された機関である。現在世界 49 ヶ

国（80 ヶ所）に点在する事務所を通してフランス留学の

情報提供、ガイダンスの実施、手続き代行などさまざまな

留学支援活動を展開している。 

 

（２）大学の競争力と留学生の獲得 

文部科学省高等教育局学生支援課留学生交流室『平成

19 年度我が国の留学生制度の概要』によると、主要国の

留学生受け入れ数は、アメリカ 582,984 人（2006年）、イ

ギリス 356,080 人（2005 年）、ドイツ 248,357 人（2005

年）、フランス 265,039（2005年）、オーストラリア 228,555

人（2004 年）であり、英語圏に属する国が圧倒的に多く

の留学生を獲得している。また、これらの国には各種の大

学ランキングで高い評価を得ている大学が多く存在する

ことにも注目されたい（表 3）。 

表 3にも如実にあらわれているが、一般的に大学ランキ

ングや英語圏か否かが留学生の受け入れに影響を及ぼす

ことが指摘されている。（本稿でもこうした英語圏や大学

ランキングの影響を重回帰分析により検証した。これに関

しては巻末の補論を参照されたい。） 

なかでも、アメリカの大学は大学ランキングでの紹介数

も留学生受け入れ数も世界で群を抜いており、大学運営に

成功しているといえよう。以下、アメリカの大学の施策に

ついて述べる。 

アメリカの留学生受け入れ数が圧倒的に多い背景には、

世界に誇る多くの大学が存在することが挙げられる。タイ

ムズ誌が発表した 2008 年版世界大学ランキングでは、上

                                                   
8フランス独自の高等専門教育機関 
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位 25校のうち 14校がアメリカの大学である（表 4）。 

寺澤（2003）は、このようにアメリカの大学の国際競争

力が強いことの理由に、競争が徹底された大学システムを

挙げている。各大学には不断に競争力を高めざるを得ない

圧力がかかっている。具体的には、資金の多くを外部に依

存することによる資金獲得への圧力、大学経営陣から独立

した理事会からの経営努力への圧力である。 

このシステムのもとでは、優秀な研究者や学生の確保が

研究成果を生み、対外的な評価の向上や外部資金の獲得に

つながり、それがまたさらに優秀な研究者や学生の確保に

つながっていく、といった好循環が生まれる。サイクル作

りに成功した大学は比較的短い期間に、評価を大幅に上昇

させることも可能となると分析している。また、活発な競

争の前提として、各機関によるランキングが発達しており、

競争の尺度が明示されていることも挙げられている。 

 

４ 日本の取り組み 

 

（１）政策によるアプローチ 

1983 年、拡大する全世界の留学生数が 930,183 人に達

する中、日本の受け入れ数は 10,428 人であった。当時フ

ランスは日本の約 12倍もの 128,350人を受け入れており、

先進諸国との大きな開きを解消するため、日本政府は「留

学生 10 万人計画」を策定した。この計画は、留学生の生

活支援の充実や国内外における日本語教育を推進するも

のであった。このとき、日本国際教育協会9が留学生受け

入れ促進事業を行う機関として中心的な役割を担った。こ

うした一連の政策を受け、計画策定から 20 年後の 2003

年には留学生受け入れ数は 11 万人に達し、「10 万人」と

いう数値目標は達成された。 

しかし、冒頭で述べたように新興国の台頭などを受け各

国間の競争は熾烈さを増し、2005年から 2007年の間では

受け入れ数は減少している。世界の留学生数が引き続き拡

大している現状を鑑みても、さらなる努力の必要がうかが

われる。このような状況の中、日本政府は 2008 年 7 月に

「留学生 30万人計画」10を策定した。 

                                                   
92004年に日本育英会、財団法人内外学生センター、財団法人国

際学友会、財団法人関西国際学友会と合併し、独立行政法人日本

学生支援機構（JASSO）として引き続き留学生関連の事業を行っ

ている。 
102020年を目途に 30万人の留学生受け入れを目指すもの。具体

的には、日本留学への関心を呼び起こす動機づけや情報提供から、

また、高等教育機関自体の抜本的な国際化を図る動きも

出てきている。 

文部科学省所轄の日本学術振興会は、大学の国際化を推

進するべく、2005 年に大学国際戦略本部強化事業、アジ

ア研究教育拠点事業、魅力ある大学院教育イニシアティブ、

アジア科学技術コミュニティ形成戦略を開始し、2006 年

にはグローバル COEプログラム、大学院教育改革支援プロ

グラム、世界トップレベル国際研究拠点形成促進プログラ

ム、若手研究者インターナショナル・トレーニング・プロ

グラム（ITP）を開始するなど、矢継ぎ早に施策を打ち出

している。 

この取り組みからも、日本政府が高等教育機関における

国際競争力を重視していることがうかがわれる。 

 

（２）各大学の取り組み 

前節で、英語圏に属するか否か、すなわち英語で高等教

育を受けられるかどうかということや、大学ランキングで

紹介されるような大学の存在が各国の留学生の獲得に影

響を及ぼすと述べた。日本国内にもこうしたランキングに

名を連ねる大学はいくつもあるが、公用語を英語にすると

いうことは非現実的である。しかし、英語で学位が取得で

きるコースを設け、英語のみで高等教育を受けられる制度

を持つ大学もある。ほかにも、奨学金や授業料免除から住

居などの生活支援まで、大学ごとに様々な取り組みがなさ

れている。 

例えば、国内最多 2,435 人（2007 年 5 月現在）の留学

生を受け入れる早稲田大学は、アジア、ヨーロッパ、北米

に 11 のオフィスや研究所を設置し、外国人教員の受け入

れや国際交流の促進を図っている。医療費・学会参加費・

住宅費の補助やチューター制度の導入など、先駆的な取り

組みが多い。また、早稲田大学に次いで 2,352 人（2007

年 5月現在）の留学生を受け入れる立命館アジア太平洋大

学は、住居の斡旋、カウンセリングルームの設置、奨学金

制度の充実に力を入れているほか、350以上の大学・大学

院と提携している。 

また、文部科学省をはじめ国の諸機関が大学の国際化に

力を入れていることは前述したとおりである。さらに、大

                                                                                 
入試・入学・入国の入り口の改善、大学等の教育機関や社会にお

ける受け入れ体制の整備、卒業・修了後の就職支援等に至る幅広

い施策が、関係省庁において検討されている。 
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学として研究者や学生を誘致するためのファンドを設立

する、研究室単位で外部資金を獲得し留学生の補助にあて

ることで優秀な学生の獲得を狙う、といった取り組みは多

くの大学で独自に行われている。 

このような各大学・大学院の取り組みの差を反映してか、

日本国内でも留学生の受け入れ数には大きなばらつきが

ある。また、大学（学部）に留学生を多く受け入れている

学校と大学院に多く受け入れている学校は、大きく異なる

（表 5）。 

 

５ 問題意識 

 

これまでの現状分析を受け、本節では本稿の目的を簡潔

に述べる。 

概観してきたとおり、優秀な留学生の獲得は国として重

要な課題である。また、前節で述べたように、国内の大学

も留学生獲得のためにさまざまな取り組みを行っている。

しかし、大学ごとで留学生の受け入れ数には大きな開きが

あり、よりよい施策を実行することで、受け入れ人数のさ

らなる拡大を導くことができると考えられる。 

そこで本稿では、どうすれば留学生を多く受け入れるこ

とができるかという問題意識のもと、日本政府ならびに各

大学がどのような取り組みに力を入れるべきか検証する。 

具体的には、各大学の取り組みが留学生の受け入れ数に

どのような影響を及ぼすかを、実証分析により明らかにす

る。また、先述のように学部生と大学院生では受け入れ数

が多い大学が異なるので、学部生と大学院生には重視する

要因に差異があると考えられる。この差異がどのようなも

のかを明らかにするために、実証分析では「大学全体の留

学生受け入れ数」ではなく「大学（学部）の留学生受け入

れ数」と「大学院の留学生受け入れ数」に分けて検証する。 

 

Ⅲ 先行研究 

 

本章では、留学生に関する先行研究を紹介し、本稿の位

置づけを示す。 

 

 

１ これまでの留学生研究 

 

グローバル化が進み、人の国際移動が活発になるにつ

れ、その 1つとして重要視される留学生に関する研究も多

く行われてきた。特に留学生に対する教育カリキュラム、

語学の問題といった、留学生を教育的側面から研究した論

文は多く見受けられる。 

孫・村山（2008）は留学経験を持つ日本人学生にアン

ケートを行うことで、留学の志望動機、志望先の決定要因

を調査している。その結果、留学先が英語を学べる環境か

どうかが大きな決定要因であることを明らかにしている。 

また、江淵（1997）は受け入れ留学生の多い主要国を

対象に、各国の留学政策の理念を整理し、その意義や目的

を述べている。さらに各大学の留学生受け入れに関する施

策を調査することで、日本でも受け入れ拡大の必要性が叫

ばれて久しいにも関わらず、他国と比較して日本の大学は

受け入れ環境整備に大幅な遅れがあることを示している。 

このように留学生に関する多くの論文が執筆されてき

た一方で、留学生に関して経済学的な視点から実証分析を

行った論文は数少ない。 

その 1 つとして、井口・曙（2003）が挙げられる。井

口・曙は、Becker（1976）の「人的資本理論」を用い、留

学に関する収益面だけでなくその支出面も考慮に入れた

費用便益分析を行っている。日中間の労働移動や労働市場

の変化、日本の留学生受け入れ制度の変化が中国から日本

に来る留学生に影響するかどうかを分析したものである。

分析結果から、日中間の留学生の移動数は送り出し国（中

国）の GDP、日中間の為替レートに大きく影響を受けるこ

とが示されている。 

また、丁・松谷・渡邊・今村・楠田（2005）は井口・

曙（2003）を先行研究に、データを留学生送り出し国 23

カ国、留学生受け入れ国 17 カ国に拡張し、より幅広い分

析を行っている。Becker（1976）の「人的資本理論」を応

用し、留学需要決定メカニズムを分析し、受け入れ国の観

光客数や労働市場、最終家計消費支出の変化が留学生の行

動にどのような影響を与えるかを検証している。分析結果

から、留学生の獲得には、受け入れ大学の研究水準や奨学

金などの留学生支援が大きな影響を与えていることが示

されている。 
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２ 本稿の位置づけ 

 

これまでの研究では、留学生の留学先決定要因の分析に

おいて、留学生の留学形態や目的を考慮していない。しか

し、留学生の目的は自国以外の異文化に触れたいといった

ものから、最先端の研究をよりよい環境で行いたいといっ

たものまで様々である。それぞれの持っている性質上の違

いからも全ての留学生を一括りにして扱うことには限界

があると考えられる。そのため、本稿では、自国で中等ま

たは高等教育を受けた後、さらなる高等教育を受けるため

に日本へ留学してきた留学生、つまり、学部留学生と大学

院への留学生に対象を絞っている。 

また、留学に関して実証分析を行った論文は、数が少な

い上、国家単位での留学生の移動を分析したものがほとん

どである。しかし、国家単位の分析では、国によって留学

ビザなどに関する制度が大きく異なり、文化や風習など各

国が固有に持つ要因が大きく異なっているため、留学生の

意思決定を正確に分析しているとは言い難い。そこで、本

稿では日本国内の大学・大学院の受け入れに関する施策と

留学生数の関係を分析することにより、留学生の留学先決

定要因をより詳細に分析した。 

以上のように、本稿は、分析する留学生のターゲットを

絞り各大学・大学院の施策という観点から分析を行ってい

るという点で今までになく、これからの留学生研究の先駆

けとなる論文といえよう。 

 

Ⅳ 実証分析 

 

本章では、各大学・大学院ごとに集計されたクロスセク

ションデータを用い、留学生の受け入れ数に関する重回帰

分析を行う。この分析の目的は、日本政府ならびに各大

学・大学院がどうすれば留学生を多く受け入れることがで

きるかを検証することにある。また、大学院への留学生と

大学（学部）への留学生の選好の差異に留意する必要があ

る。よって、本稿では大学院への留学生と大学（学部）へ

の留学生を分け、それぞれについて分析を行った。 

 

 

１ 分析に用いる実証モデル（大学院） 

 

以下のようなモデルを設定し、最小二乗法（OLS）によ

る重回帰分析を行う。 

 

   ninmimi DXY
 

   （ m 1～4, n 1～5） 

iY ：各大学院の受け入れ留学生数 

 

【競争力】 

1X ：科学研究費補助金金額 

2X ：「国費外国人留学生の優先配置を行う特別プログラ

ム」により配置された国費留学生数 

 

【国際化】 

3X ：外国人教員数 

1D ：英語による学位取得コースの有無 

 

【規模】 

4X ：各大学院の学生数 

 

【生活サポート】 

2D ：授業料 100％免除制度の有無 

3D ：宿舎の所有・紹介制度の有無 

 

【その他の制度】 

4D ：渡日前入学許可制度の有無 

5D ：留学生別科の有無 

 

 ：誤差項 

 

２ 分析に用いる実証モデル（大学（学部）） 

 

以下のようなモデルを設定し、最小二乗法（OLS）によ

る重回帰分析を行う。 

 

   ninmimi DXY
 

（ m 1～4, n 1～5） 
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iY ：各大学（学部）の受け入れ留学生数 

1X ～ 3X , 
1D ～ 5D ：大学院への留学生の分析に用い

る実証モデルと同じ説明変数 

4X ：各大学（学部）の学生数 

 ：誤差項 

 

３ データ概要 

 

（１）被説明変数 

被説明変数は、『大学ランキング 2009』（朝日新聞出版）

に掲載されている全 737校のうち、留学生受け入れを行っ

ておりデータ欠損のない 257の大学（学部）の受け入れ留

学生数と各大学院の受け入れ留学生人数をおいた。 

 

（２）説明変数 

①科学研究費補助金金額（
1X ） 

各大学・大学院がどれほど競争的資金を獲得できている

かということと、留学生受け入れとの関係を検証するため

に、科学研究費補助金金額を説明変数に用いた。科学研究

費補助金とは、他大学の研究者や研究グループとの競争に

よって得られる競争的資金の 1つであり、文部科学省と日

本学術振興会によって交付されている。その目的は、人

文・社会科学から自然科学まであらゆる分野で、独創的・

先駆的な研究を発展させることである。ピア・レビュー11

による評価が高かったものに対し交付される。 

では、本稿で競争的資金の金額を説明変数に用いた理由

を述べる。現状分析においても紹介したように、寺澤

（2003）によれば、アメリカの大学における国際競争力の

源泉は常に競争にさらされていることにある。資金面にお

いては、資金の約 8割を外部資金に頼っており、そして外

部資金12のうち約 9割が競争的資金である。つまり、研究

資金を得るためには、優れた研究を提案・遂行していかね

ばならず、このことが各大学の国際競争力を高める 1つの

要因になっている。そして、この強い国際競争力があるか

らこそ、アメリカは世界から約 60 万人もの留学生を獲得

することができるのである。そこで、本稿では、日本にお

ける競争的資金である科学研究費補助金の金額を説明変

                                                   
11専門分野の近い延べ 6,000人もの研究者による相対評価 
12所属機関等により提供される基盤的経費としての資金ではなく、

政府や民間企業などから獲得する資金のこと 

数に用いることで、大学の研究力と留学生の受け入れ数の

関係を分析した。 

 

②「国費外国人留学生の優先配置を行う特別プログラム」

により配置された国費留学生数（
2X ） 

各大学院が文部科学省の指定する「国費外国人留学生の

優先配置を行う特別プログラム」によって、どれだけ国費

留学生を獲得しているかということと、留学生受け入れと

の関係を検証するために、説明変数として用いた。このプ

ログラムは、各大学院において留学生が所属しているプロ

グラムのうち、文部科学省によって他プログラムと比較し

て国際的に魅力あると認められたものである。この特別プ

ログラムで学ぶ留学生は国費留学生として認定され、政府

からのサポートを得られるようになる。また、これに認定

された全てのプログラムにおいて英語で研究を行うこと

ができる。変数に用いることで、高いレベルの研究を英語

で行っている留学生数と留学生の受け入れ数の関係を分

析した。 

 

③外国人教員数（ 3X ） 

教育の国際化の度合いと留学生の受け入れ数との関係

を分析するために、変数として用いた。 

 

④各大学院の学生数・各大学（学部）の学生数（
4X ） 

大学の規模と留学生の受け入れ数との関係を分析する

ために、変数として用いた。 

 

⑤英語による学位取得コースの有無（
1D ） 

英語による学位取得コースとは、授業が基本的に英語で

行われるため学位取得において日本語が要求されないコ

ースのことである。教育の国際化の度合いと、留学生の受

け入れ数との関係を検証するために、これを変数に用いた。 

 

⑥授業料 100％免除制度の有無（
2D ） 

留学生の費用負担を軽減する生活サポートと、留学生の

受け入れ数との関係を検証するために、これを変数として

用いた。 

 

⑦宿舎の所有・紹介制度の有無（ 3D ） 

留学生に対する生活サポートと、留学生の受け入れ数と
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の関係を検証するために、これを変数として用いた。 

 

⑧渡日前入学許可制度の有無（
4D ） 

渡日前入学許可制度とは、受験者が自国にいながら入学

試験を受けることの出来る制度である。日本政府は、「留

学生 30 万人計画」や文部科学省中央教育審議会の答申書

において、この制度の整備の促進を目標に掲げることを明

示している。この制度の有無と留学生の受け入れ数との関

係を検証するために、これを変数として用いた。 

 

⑨留学生別科の有無（ 5D ） 

留学生別科とは、外国人留学生のみで日本語やその他の

科目を履修するコースのことである。この制度の有無と留

学生の受け入れ数との関係を検証するために、これを変数

として用いた。 

 

４ 結果と考察 

 

以上の分析の結果から考察を行う。大学院への留学生の

結果に関しては、表 6を、大学（学部）への留学生に関し

ては、表７を参照されたい。2つの結果を参考にし、大学

（学部）と大学院の留学生における選好の違いにも言及し

ながら、考察を行っていく。 

 

（１）大学院への留学生数 

分析結果より、科学研究費補助金金額は、大学院の受け

入れ留学生数に正の影響があることがわかる。また、科学

研究費補助金を多く獲得している大学は、他大学よりも研

究力があると判断することが出来る。よって、大学院への

留学生は留学先を選ぶ際に研究力を重視していることが

わかった。 

また、政府が整備を推進している渡日前入学許可制度や

留学生別科の有無は大学院への留学生受け入れには影響

せず、授業料 100％免除制度の有無や住宅補助の有無も影

響しないことがわかった。これらのことから、大学院への

留学生が留学先を選ぶ際に、留学生の簡便を図る様々な制

度があるかどうかや生活サポートが得られるかどうかと

いうことは重視していないとが実証された。 

「国費外国人留学生の優先配置を行う特別プログラム」

により配置された国費留学生数は、大学院の受け入れ留学

生数に対し、正の影響があることがわかった。つまり、留

学生が高いレベルの研究を英語で行っている大学院は、よ

り多くの留学生を獲得することが出来るということが実

証された。また、外国人教員数と英語による学位取得コー

スの有無も大学院の受け入れ留学生数に正の影響をもっ

ている。このことから、大学院の国際化や英語による専門

教育の必要性がうかがえる。 

 

（２）学部への留学生数 

次に、大学（学部）の留学生受け入れ数を被説明変数に

おいた分析結果を見てみると、大学院における分析では影

響がないと判断されたが、渡日前入学許可制度の有無が正

の影響をもっていることがわかった。よって大学（学部）

においてはこのような入試時のサポートが重視されてい

ることが実証された。 

留学生別科の有無も大学院への留学生の分析では影響

がないと判断されたが、大学（学部）への留学生数には正

の影響があることが示された。また、大学院への留学生の

分析では正の影響があった英語による学位取得コースの

有無は、大学（学部）への留学生の分析では影響をもたな

いことがわかった。このことから、大学（学部）への留学

生は英語による高等教育を重視せず、日本語による予備教

育を重視することがわかった。 

また、この分析の中では、大学院への留学生の分析では

正の影響をもっていた科学研究費補助金金額が、負に有意

となっている。このことは、科学研究費補助金を多く獲得

し、研究力が高いとされている大学よりも、そうでない大

学のほうがより多く留学生を獲得しているということを

意味している。このことから、大学（学部）への留学生は

留学先を決定する際、研究力よりも重視している要因があ

ると考えられる。 

 

Ⅴ 政策提言 

 

以上の分析結果をふまえ、本章では留学生獲得に向けた

具体的な政策と、大学・大学院に対する施策を提言する。 
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１ 大学院における英語での高等教育の充実 

 

前章の分析結果より、大学院では、英語による高等教育

の実施が、留学生獲得に効果的であることが実証された。

このことから、留学生受け入れ拡大を目指す大学・大学院

に対して、英語教育の推進を提言する。以下で詳しく見て

いく。  

上述したとおり、研究・教育水準が高度な大学院におい

て、英語教育を実施することは、留学生獲得に大きな意味

を持つ。国際的に高いレベルで学術研究を行う必要性が増

大する中で、世界に通用する高度専門能力を持った人材の

養成が大学教育に強く求められており、そのために英語の

能力は欠かせないものとなっている。 

そこで、本稿では、大学院教育において、完全英語化に

よる学位取得制度を策定することを提言する。ここでいう

｢完全英語化｣というのは、授業から研究論文執筆に至るま

で、全て英語で学習することを意味する。熊本大学大学院

自然科学研究科では「グラシウス（GRASIUS）計画」とい

う大学院教育の完全英語化を実施している。しかし、こう

した取り組みは一例で、授業の一部分のみ英語で行ってい

る大学院は数多くあるものの完全英語化の実施には至っ

ていない。今後、日本の大学院教育を国際的かつ質の高い

ものにしていくためにも、完全英語化による学位取得制度

を策定する必要がある。 

また、大学院での教育英語をより多く取り入れることに

伴い、大学（学部）での英語教育の見直しも必要となる。

これは、大学院での高等教育に備え、英語力の増強が必要

とされるためである。そこで本稿では、大学（学部）にお

ける英語の授業数を増やすこと、また英語の授業では 7～

8名の超少人数で行うことを提言する13。 

 

２ 競争的資金の見直し 

 

前章の分析結果より、研究力のある大学は大学院への

留学生を多く獲得していることがわかった。大学が研究の

質を高める方法として、本稿では、競争的資金の制度をよ

                                                   
13藤沢・小森（2005）は、中期留学経験者と同期間日本で英語を

勉強してきた人との語学力の違いを分析し、そこから日本の英語

教育に足りないものを指摘している。具体的には中期留学経験者

（3～4ヶ月）は飛躍的な語学力アップを体感しているが、日本の

大学に通っていても、留学経験者とほぼ同等の語学力習得が可能

としている。 

り整備し、大学間の競争を誘発させることを提言する。本

稿の実証分析から直接示されるものではないが、競争的資

金へのシフトに伴う競争の誘発は大学院の国際競争力を

高めるものである。そこで具体的な政策として、競争的資

金の増大、さらには競争的資金の評価機関の国際化を提言

する。 

ここで留意したいことは、一部の優秀な大学院のみが

競争に参加するだけでは、日本の国際競争力の強化にはつ

ながらないということである。科学研究費補助金を例に挙

げると、配分されている大学はほぼ毎年同じような顔ぶれ

で、それ以外の大学院になかなか配分されていないという

のが現状である。一部の大学院で科学研究費補助金獲得に

しのぎを削ったとしても、競争力が上がるのはその大学の

みであり、これでは国全体の国際競争力が上がったとはい

えない。競争的資金制度は本来、一部の上位大学に資金を

集め、世界のトップ校と競争させるための政策ではない。

競争的資金が拡充すれば、現在の硬直的な運営交付金では

資金不足だった大学も、十分な研究資金を獲得する機会を

得ることができるため、研究者は今まで以上に研究に力を

入れ、大学間の競争は激しくなるであろう。研究が認めら

れ、研究資金を獲得できれば一気にトップレベルの研究を

行うことも可能になる。このことから、競争的資金は大学

全体の研究レベル向上に結びつくといえる。実際のところ、

研究費当たりの国際的論文数をみると、一部の旧帝大より

も地方の国公立大学のほうが高い値を示しており（図 9）、

研究の効率性という点では、一部の旧帝大よりも高いとい

える。よって、研究の効率性ということも競争的資金の評

価項目に組み入れれば、より幅広い大学院に競争的資金が

いきわたり、国全体としての国際競争力が高まることが期

待される。 

 

（１）競争的資金の増大 

本稿で変数として組み入れた科学研究費補助金のほか

にも、競争的資金は数多く存在する。文部科学省が提供し

ているグローバル COE プログラムや厚生労働省が提供し

ている厚生労働科学研究費補助金などがその例である。件

数で見ても、2000年度の 7省 22制度から 2008年度には 8

府省 43 制度と大幅に増加し、いっそうの多様化が進んで

いる。 

とはいえ、競争的資金を活用して大学間に競争を生み出
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し、研究面でも世界をリードするアメリカと比較すれば、

依然として低い水準にある。2005 年度のアメリカの競争

的資金は 404億ドル（約 4.5兆円14）と、政府研究開発費

1,299 億ドル（約 14.3兆円）の 31.1％を占めるのに対し、

日本は 13.6％である15（図 10）。さらに、日本における競

争的資金は、アメリカと比べて採択率が低く16、交付期間

が短い上に、1件当たりの給付金額が小さい17。これでは、

研究をじっくり育てていく環境が不十分であり、アメリカ

との研究の格差が拡大しているとの指摘もある。 

そこで、科学研究費補助金などの競争的資金を金額、採

択率をともに引き上げ、交付期間を長くする必要がある。

しかし、日本の財政が逼迫している中、資金をどこから捻

出するのか考える必要がある。本稿では資金源として運営

費交付金や私学助成金の一部を競争的資金に回すことを

提言する。運営費交付金は本来光熱費、水量費、事務費、

人件費など、大学の日常運営を支える「義務的経費」にあ

てられるものであるが、運営費交付金を研究の資金源とし

ている大学も数多くあり、削減に対する反対は大きい。し

かし、国を挙げて研究の質を上げ、世界的な「知」の大競

争時代において国際競争力を高めるためには、歳出面にお

ける競争的資金の比率を高め、研究の質の高い大学へより

効率的に多くの資金を投じる必要性がある。事実、科学技

術政策研究所の調査結果によれば、我が国のトップリサー

チャー（世界での論文引用度上位 10％以内の論文の日本

人著者）は、この 10 年間の日本の研究水準や研究環境の

向上に、競争的資金の量的増加が大きく寄与したと評価し

ている。また、これらトップリサーチャーの 6 割以上が、

当該研究成果を生み出すのに競争的資金を使用している。

ただし、ただ増やすだけではなく、正しく競争的資金を配

分するために、評価システムの改善も必要になる。 

 

（２）評価機関の整備・国際化 

競争的資金の拡大に伴い、その資金の給付決定に際して

                                                   
142005年の IMF為替レート（1ドル 110.22 円）で換算。 
154,766億円と、2008 年度科学技術関係予算の 13.6％を占める。

だだ、この科学技術関係予算には国立大学法人運営費交付金や私

学助成が含まれ、米国の政府研究開発費とは範囲が異なることに

も留意が必要。 
16例えば、科学研究費補助金の平成 18年度新規採択率は 23.5％。

なお、欧米では、一般に 30％超は必要と言われている。 
17例えば、科学研究費補助金の平均額は約 300万円、米国 NIH（国

立衛生研究所）は約 4,700万円、同 NSF（国立科学財団）は約 1,500

万円 

の厳正な評価が大前提となる。しかし、現在の評価機関に

は、外国人審査員や英語での応募受付などが一部の制度に

しか導入されていないという国際化の遅れ、審査員の負担

増大と採択結果のフィードバックの不足、運営の不透明性

といった問題が生じている。 

これらの問題点を解決するために、本稿では、Ⅰより多

くの制度への外国人審査員の適用、Ⅱ評価機関の効率化を

提言する。 

 

Ⅰ より多くの制度への外国人審査員の適用 

外国人審査員の適用をより多くの制度に導入すること

で、外国人研究者を審査員として積極的に招聘し、審査員

の人材不足が解消される。それに伴い、評価機関の国際化

が進み、研究の質においてもより国際的な視点で評価でき

る。しかし、例えば科学研究費補助金の審査に携わる委員

は全員日本人の研究者である18。上述したように、評価機

関の国際化を推進するためには、外国人研究者を審査員と

して招く必要がある。日本学術振興会が行っている外国人

招聘研究者の短期（14～60 日）採用者は例年 700 名弱、

長期（61日～10ヶ月）採用者は例年 250 名前後もいる（図

1119）。短期、長期合わせると毎年約 1000 人もの優秀な外

国人研究員が日本へ来ていることから、審査委員の人材不

足や評価機関の国際化が叫ばれている中で、外国人研究者

が審査員として招聘される余地は十分にあるといえる。 

 

Ⅱ 評価機関の効率化 

 評価機関をより効率的に運営するために、本稿では具体

策として「競争的資金の各制度は 1つの制度につき 1つの

独立的な配分機関で運営する」ということを挙げる。 

2003 年度以降、競争的資金の研究評価機関は効率的・

弾力的な制度運用や専門性などの観点から、独立した配分

機関への移行を進めているが、いまだに 6割の制度が文部

科学省で執行されており、これは研究費の交付時期の早期

化、研究費の効率的な使用を妨げている。ゆえに、競争的

資金の評価・配分機能を、文部科学省の各課から、各々の

制度全体を統括する独立配分機関（原則として独立行政法

                                                   
18科学技術研究費の審査委員の選任方法は日本学術振興会学術シ

ステム研究センターの PO（プログラムオフィサー（110人））が

主体となり、審査委員候補者データベース（約 4万人を登録）を

基に、審査委員を選出 
19日本学術振興会ホームページより参照。

http://www.jsps.go.jp/j-inv/main.htm 
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人）に移行し、迅速かつ明確な評価を実現させるために、

1つの制度は 1つの独立的配分機関で評価・配分するシス

テムを完全に構築すべきである。同時に審査員の情報をデ

ータベース化し、審査員を効率よく集めるシステムの構築

にも取り組むべきであろう。 

 

３ 渡日前入学許可制度の完備に向けたインタ

ーユニバーシティ・システムの構築 

 

前章での分析の結果、渡日前入学許可制度を整備してい

る大学は、大学（学部）への留学生を多く受け入れている

ことがわかった。 

日本学生支援機構 HPでは、2008年度入試における渡日

前入学許可実績調査結果（日本留学試験利用）が公表され

ており、それによると延べ 507人の出願者（前年度は延べ

312 人）があり、2007年 9月入学者 2人を含め 120人（前

年度は 72 人）が入学を果たしている。また、国立大学に

も 10 人（昨年度は 2 人）の学生が入学している。このよ

うに、渡日前入学許可制度を利用する留学生が増大してい

ることが分かる。特に文系学部への出願、入学者数が増加

していることが大きい。しかし、渡日前入学許可制度を有

している大学数は、四年制大学だけを見ると、国公立が

16校、私立が 48校と、まだまだ普及しているとは言い難

い。そこで、本稿では、渡日前入学許可制度の完備を提言

する。 

具体的には、まだ渡日前入学許可制度の実施経験のない

大学に対して、国がノウハウを提供することを提言する。

加えて、実施経験のない大学とある大学が統一的に現地の

同じ試験会場で試験を実施することを提言する。そうする

ことで、実施経験のない大学はより実践的に制度を整備す

ることが可能である。このようなシステムを構築すること

で、渡日前入学許可制度を実施する大学を効率的に増やし、

受け入れ留学生数を増やしたいすべての大学が渡日前入

学許可制度を完備することを目標とする。 

 

４ 外国人教員・研究者の獲得 

 

 前章の分析結果より、外国人教員数は学部と大学院の両

方の留学生受け入れ数に正に有意である。このことから、

私たちは外国人教員・研究者の積極的な受け入れのための

具体的な提言を行う。 

教員・研究者に外国人を採用することで、研究において

もよりいっそう国際的な視野を持てるようになり、研究の

質向上が期待できる。さらに、世界的に有名な研究者を招

聘できれば、大学側においても、国際的なプロモーション

につながる。しかし、近年外国人教員受け入れ数はほぼ横

ばいの傾向にあるものの、外国人教員の割合が 3.6％

（2003 年）にすぎず、アメリカの 19.3％（2001 年）、イ

ギリスの 17.6％（2003 年）に比べれば、その数値は依然

として低い。これは外国人教員・研究者に対する支援を組

織立って取り組む大学が少ないことが理由の 1 つに挙げ

られる。外国人教員・研究者の受け入れ促進のための行動

計画を全学的に策定している大学の割合は、全体のわずか

3.3％に留まっており、受け入れ環境改善に対する意識の

低さがうかがえる。  

このような外国人教員・研究者への対応の遅れを改善す

るため、本稿では具体的な方策として「学内の国際化推進」

「生活サポートの充実」の 2点を提言する。 

 

（１）学内の多言語化推進 

日本学術振興会が実施した、外国人特別研究員を対象と

した調査によると、全国の大学における「図書館およびコ

ンピューターセンターでのサービスの多言語化」の実施割

合は 13.5％、「学内文書・諸規程の多言語化」の実施割合

は 7.8％と、低い数値が報告されている。つまり、日本の

各大学にある施設はまだまだ外国人教員・研究者にとって、

利用が困難な状況にある。特に図書館およびコンピュータ

ーセンターなど研究に関わる施設の整備は、研究などに重

要であるため、学内施設の多言語化を推進すべきである。

また、図書館といった施設だけでなく、学内にある案内板

や標識といった普段から目に付くようなものに対しても

多言語化を推進していく必要がある。 

 

（２）住居サポートの充実 

外国人教員・研究者が来日する場合、第一に問題になる

のは生活、特に住環境である。例えば、住居探しにおいて、

外国人教員・研究者にとって賃貸の保証人を見つけること

はきわめて困難であり、負担を増大させている。また、外

国人教員・研究者の宿泊施設の利用状況は、1ヵ月未満の

短期滞在、1ヵ月以上の長期滞在ともに学外一般施設（ホ
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テル・アパートなど）の利用が最も多いのに対し、学内施

設の利用状況は短期滞在で 24.1％、長期滞在で 37.8％と

なっており、学内施設の整備が外国人教員・研究者の受け

入れ数の増大に追いついていないのは明らかである。この

ことから、大学側が外国人教員・研究者に対して学校の寮

を提供する、法人でマンションを賃貸する、保証人のいら

ないシステムの構築などといったサポートを推進すべき

である。今後は既存の宿舎の有効利用、民間宿舎の借上げ

はもちろん、自治体との連携の促進も不可欠であろう。 

 

Ⅵ おわりに 

 

グローバル化が進む中、国境を越えた人の移動はますま

す盛んになっている。それは我々学生に関しても同様であ

り、留学生獲得の政策的重要性は日増しに高まってきた。 

こと少子高齢化の進展が著しい日本が経済成長を続ける

ためには、海外からの人材や投資の取り込みが欠かせない。

政府は 2008 年 8 月に「開国度」を年度内にも数値化する

ことを発表した。これは、日本の経済がどれだけグローバ

ル化に対応しているかを投資、観光、貿易などの分野ごと

に数字で示すという試みである。特に遅れている分野では

数値目標を設け関係省庁に取り組みを強化するよう促す

ことも想定している。この指標の算出には留学生も重要な

要素として反映される予定であり、留学生政策の優先度の

高さがうかがわれる。 

なお、本稿の分析で達成できなかった重要な課題が 2

つある。 

1つ目は、対象を全世界の大学・大学院に広げることで

ある。世界の留学生の選好をより正確に反映するためには、

やはり 1つの国の中だけでなく全世界の大学・大学院を対

象として、本稿のようにミクロの要因を分析することが望

ましいであろう。これには各国での詳細なデータの整備が

不可欠である。本稿の作成にあたっては、OECD 諸国に対

象を絞った国単位の統計ですら十分なデータを入手でき

なかった。 

2つ目は、受け入れた留学生の卒業後の就労に関する要

因を考慮できなかったことである。本稿でも紹介したとお

り、少子高齢化が進む日本において、留学生は将来的な労

働力として期待できる重要な存在である。各大学は留学生

の就職支援への取り組みに着手し始め、政府も就職活動へ

の配慮によるビザの延長や各種統計の整備を進めようと

している。 

今回はデータの制約によりこの 2つを見送ったが、今後

大学や政府の取り組みが進み、より実情に即した研究が行

われることを期待する。 

そして、こうした取り組みの積み重ねが留学生政策、ひ

いては日本の未来を切り拓いていくことを願い、筆をおき

たい。 

 

補論 留学生受け入れに関するクロスカン

トリー分析 

 

本節では、受け入れる国のどのような要因が留学生獲得

につながるかを実証的に分析する。対象としたのは、OECD

加盟国中データが入手できた 25カ国20である。 

 

（１）実証モデル 

以下のようなモデルを設定し、最小二乗法（OLS）によ

る回帰分析を行う。 

 

   iEnglishnini DXY
 

（ n 1～3, i 1～25） 

iY ：各国の上級研究プログラム課程の留学生数 

1X ：上海交通大学の「 Academic Ranking of World 

Universities - 2005」に選ばれた大学数 

2X ：受け入れ旅行観光客数  

3X ：高等教育に投じられる生徒 1人当たりの年間政府支

出 

EnglishD ：英語圏か否か 

 ：誤差項 

                                                   
20Australia, Belgium, Canada, Czech Republic, Denmark, 

Finland, France, Germany, Greece, Hungary, Ireland, Italy, 

Japan, Korea, Netherlands, New Zealand, Norway, Poland, 

Portugal, Slovak Republic, Spain, Sweden, Switzerland, 

United Kingdom, United States 
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（２）データ概要 

ここでは、各国の受け入れ留学生数とその要因について

実証分析を行う際に使用するデータについて述べる。なお、

年度は 2005年に統一して用いている。 

 

２－１ 被説明変数 

被説明変数は UNESCO Institute for Statistics から、

分析に必要なデータが完備されていた 25 カ国の受け入れ

留学生数をおいた。 

 

２－２ 説明変数 

（１）上海交通大学の「 Academic Ranking of World 

Universities - 2005」に選ばれた大学数（
1X ） 

上海交通大学が毎年実施する「Academic Ranking of 

World Universities」の TOP500 に入った各国の大学の数

を用いる。選ばれる大学の数が多いほど、その国の大学教

育の質が高いと考えられる。 

ランキングは、各種受賞や研究成果、論文の引用、規模を

考慮した学術成果などから算出したスコアに基づいてい

る。 

（２）受け入れ旅行観光客数（
2X ） 

海外からの旅行観光客の数を、『OECD Factbook 2008』

から用いた。海外からの旅行観光客の数は、文化など高等

教育以外のその国固有の魅力を示すと考えられる。 

（３）高等教育に投じられる生徒 1人当たりの年間政府支

出（ 3X ） 

OECD の HP上で公開されている『Education at a Glance 

2008』より、各国が 1年間に高等教育に投じる生徒 1人当

たりの支出額を変数に用いた。この額面のほとんどは高等

教育機関の中核をなす教育・研究への投資であり、この値

が大きいほど高等教育機関は充実していると考えられる。 

（４）英語圏か否か（ EnglishD ） 

外務省の HP を参考に、国内で主に使用される言語が英

語かどうかを変数に用いた。これを変数に用いることで、

高等教育が行われる言語と留学生の受け入れの関係を実

証した。 

 

（３）結果と考察 

以上の分析の結果から考察を行う。結果は表 12 を参照

されたい。 

大学ランキング選出数と英語圏か否かを示すダミー変

数に関しては、受け入れ留学生数に正に有意に働いている

ことがわかる。留学生は質の高い高等教育機関を多く持ち、

英語で教育を受けられる国を選好するということがいえ

る。 

一方で、受け入れ旅行観光客数、高等教育への 1人当た

り年間支出は影響していない。 
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図表 

図 1 日本の留学生受け入れ数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：独立行政法人日本学生支援機構「平成 19年度外国人留学生在籍状況調査結果」 

 

図 2 各国の受け入れ留学生数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：IIE「OPEN DOORS」、ユネスコ文化統計年鑑、HESA「STUDENTS in Higher Education Institutions」、 

ドイツ連邦調査庁「Bildung im Zahlenspiegel」、フランス国民教育省、 

AEI 「Overseas Student Statistics」、日本学生支援機構 
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表 3 ランキング TOP500の国別ランクイン数 

 Country Top 20 Top 100 Top 200 Top 300 Top 400 Top 500 

1 USA 17 54 88 117 140 166 

2 UK 2 11 23 33 37 42 

3 Japan 1 6 9 12 18 33 

4 Germany  6 14 22 36 41 

5 Canada  4 7 17 19 22 

6 France  4 7 12 18 23 

7 Sweden  4 4 9 10 11 

8 Switzerland  3 6 7 7 8 

9 Netherlands  2 9 9 12 12 

10 Australia  2 7 9 11 17 

11 Israel  1 4 5 6 7 

12 Denmark  1 3 4 4 4 

13 Norway  1 1 2 3 4 

14 Finland  1 1 1 3 5 

15 Russia  1 1 1 2 2 

16 Italy   5 8 14 20 

17 Belgium   4 6 7 7 

18 China   2 11 16 25 

19 Spain   1 4 6 9 

20 South Korea   1 3 6 8 

21 Austria   1 2 4 7 

22 Brazil   1 2 3 5 

23 Singapore   1 1 2 2 

24 Argentina   1 1 1 1 

25 Mexico   1 1 1 1 

26 New Zealand    1 3 5 

27 South Africa    1 2 4 

28 Ireland    1 2 3 

29 Greece    1 2 2 

30 Czech    1 1 1 

31 Hungary     2 2 

32 Poland     2 2 

33 India     2 2 

34 Chile      2 

35 Portugal      2 

36 Egypt      1 

37 Slovenia      1 

38 Turkey      1 

 Total 20 101 202 304 402 510 

出典：上海交通大学「Academic Ranking of World Universities 2007」 
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表 4 タイムズ誌大学ランキング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Times Higher Education「The Top 200 World Universities」（2008） 

 

表 5 留学生受け入れ数ランキング 

順位 
大学院への留学生数 

ランキング 

学部への留学生数 

ランキング 

学部    

留学生数 

大学院   

留学生数 

1 東京大学 立命館アジア太平洋大学 2085 1687 

2 早稲田大学 国士舘大学 1087 1171 

3 筑波大学 大阪産業大学 1028 816 

4 京都大学 拓殖大学 948 815 

5 九州大学 帝京大学 888 756 

6 東北大学 早稲田大学 729 749 

7 名古屋大学 敬愛大学 690 709 

8 神戸大学 流通経済大学 669 650 

9 大阪大学 日本大学 658 643 

10 東京工業大学 東京国際大学 562 605 

11 北海道大学 立命館大学 544 537 

12 広島大学 明治大学 438 503 
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13 千葉大学 大東文化大学 432 467 

14 横浜国立大学 明海大学 431 402 

15 岡山大学 九州共立大学 417 366 

16 立命館大学 帝塚山大学 405 344 

17 慶応義塾大学 東洋大学 384 325 

18 一橋大学 麗澤大学 381 323 

19 東京農工大学 大阪国際大学 368 296 

20 日本大学 九州産業大学 365 240 

21 岐阜大学 静岡産業大学 360 231 

22 埼玉大学 北陸大学 351 224 

23 大阪産業大学 愛知大学 350 210 

24 立命館アジア太平洋大学 龍谷大学 349 202 

25 新潟大学 亜細亜大学 347 192 

26 山口大学 関西学院大学 340 187 

27 金沢大学 慶応義塾大学 335 185 

28 鹿児島大学 九州国際大学 326 179 

29 東京外国語大学 文化女子大学 326 177 

30 電気通信大学 桜美林大学 313 173 

31 大阪市立大学 杏林大学 304 173 

32 徳島大学 中央大学 301 167 

33 愛媛大学 千葉商科大学 299 165 

34 佐賀大学 関西大学 298 164 

35 桜美林大学 別府大学 296 164 

36 富山大学 日本橋学館大学 286 163 

37 東京学芸大学 聖トマス大学 283 162 

38 東京医科歯科大学 東京工業大学 282 161 

39 中央大学 鈴鹿国際大学 279 160 

40 明治大学 朝日大学 274 159 

41 熊本大学 愛知学院大学 270 155 

42 国士舘大学 駒澤大学 269 152 

43 お茶の水女子大学 岡山商科大学 259 150 

44 首都大学東京 浜松大学 256 148 

45 拓殖大学 東海大学 247 144 

46 東京海洋大学 専修大学 235 141 

47 帝京大学 横浜国立大学 233 141 

48 鳥取大学 長崎国際大学 233 139 

49 長岡技術科学大学 東京大学 232 129 

50 信州大学 日本文理大学 231 127 

出典：『大学ランキング 2009年度版』（朝日新聞出版） 
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表 7 分析結果 

（被説明変数：大学院への受け入れ留学生数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（被説明変数：学部への留学生数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 8 基本統計量 
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図 9 研究費当たりの国際論文数の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：三重大学 HP 

 

図 10 競争的資金額と科学技術関係予算に占める競争的資金比率の日米比較 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総合科学技術会議「競争的資金の拡充と制度改革の推進について」 

 

図 11 期間別受入れ研究者数（短期・長期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：文部科学省「国際研究交流の概要」（2004年度） 
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表 12 補論 分析結果（被説明変数：各国の留学生受け入れ数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 13 補論 基本統計量 
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0.20641.3060451.4331531.871762受け入れ旅行観光客数

0.04222.17052230533.966274.5英語圏ダミー

0.00024.508463629.37052837.494世界大学ランキング内大学数

0.9267-0.0931735865.28-3341.73定数項

p値t値標準誤差係数説明変数
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0.04222.17052230533.966274.5英語圏ダミー

0.00024.508463629.37052837.494世界大学ランキング内大学数

0.9267-0.0931735865.28-3341.73定数項

p値t値標準誤差係数説明変数
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2481071

0
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高等教育に投じられる
生徒一人当たりの年間政府支出

7.8784132.2358221.93E+10139065.516075901581996688982.64各国の留学生受け入れ数

標準誤差尖度歪度分散標準偏差最小値最大値中央値平均
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高等教育に投じられる
生徒一人当たりの年間政府支出

7.8784132.2358221.93E+10139065.516075901581996688982.64各国の留学生受け入れ数

標準誤差尖度歪度分散標準偏差最小値最大値中央値平均
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私的録音補償金制度対象範囲拡大の是非 

～DRMに関する実証分析を通じて～ 

 

池浦 拓・岡山 康太・加藤 達也 

黒川 あゆみ・小坂 泰子 

 

 

要旨 

 

近年の音楽録音機器・媒体における技術進歩に伴って、従来のアナログ機器に対し、デジタル機器では高品質での録

音が可能となる等、私的複製の規模が拡大してきたため、著作者やレコード会社に経済的な損失を与えているとの主張

がなされるようになった。その経済的不利益を補償するために、デジタル機器を用いて録音を行う場合には、権利者に

対して補償金を支払うこととする「私的録音補償金制度」が 1993年から実施された。 

 しかし現在、補償金の課金対象外となっている iPod 等のハードディスク内蔵型録音機器が市場における主流となっ

てきたため、私的録音補償金の徴収額が減少し、権利者が適正な対価を得られていないとして、JASRAC 等が課金対象

をハードディスク内蔵型録音機器にも拡大するよう求めている。これに対し、録音機器・媒体のメーカー、消費者等は、

売上減少が予想される等の反対意見を主張している。これら双方の主張により、文化庁主導の下、2006 年にハードデ

ィスク内蔵型録音機器にも補償金の課金対象を拡大すべきか否かという議論がなされ始めたが、現在でも結論には達し

ていない。 

そこで、本稿では権利者、メーカー、消費者等、各々の視点からではなく、音楽市場の社会厚生を最大化するという

観点から補償金制度拡大の是非を検討する。またその上で、今後の更なる音楽市場の発展に向け政策を提言したところ

に本稿の大きな特徴がある。 

まず、Kinokuni（2004）の理論分析の結果を用いる。Kinokuni（2004）では、ソフトウェアを生産する企業が DRM（コ

ピーコントロール CD を始めとするデジタル著作権管理）を行える場合と、そうでない場合について、それぞれ音楽市

場における社会厚生を算出し、それを最大化する補償金率を求めている。その結果、社会厚生を最大化する補償金率は、

DRM が行える場合は正である可能性があり、DRMが行えない場合では 0となっている。 

次に、田中（2004）を先行研究とし、コピーコントロールが、その CD の売上に対し影響を与えているのかを回帰分

析によって検証した。その結果、DRMは CDの売上を増加させるとは言えないという結果になった。 

以上の分析結果をまとめると、補償金の課金対象範囲をハードディスク内蔵型録音機器まで拡大させるべきでないという

結論が導かれる。さらに、我々は音楽市場における社会厚生を最大化するための政策として、私的録音補償金制度廃止と

フィンガープリント技術の普及促進を提言した。

                                                   
本稿の作成にあたっては、山内直人教授（大阪大学）をはじめ、多くの方々から有益かつ熱心なコメントを頂戴した。ここに記して感

謝の意を表したい。しかしながら、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰するものである。 
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Ⅰ はじめに 

 

近年の音楽産業における技術発展に伴い、私達の音楽

を楽しむ形態は日々変化を遂げている。最も大きな変化

としては、レコード等のアナログ機器を経て、1980 年

代に CD、MD 等のデジタル音楽機器が急速に広がったこ

とが挙げられる。このデジタル技術の発展によって特に

恩恵を受けたのは、消費者の私的複製行為である。従来

のアナログ録音方式は、雑音等外部からの影響を受けや

すく、楽曲を保存、複製する際に劣化が生じてしまって

いた。これに対し、デジタル方式での録音では、手軽に

高品質を保ったままの保存、複製が CD を正規に購入す

るよりはるかに安価に行えるようになった。 

その結果、大量に私的複製がなされるようになり、著

作者が著作物に対して持つ権利が侵害されるという主

張がなされるようになった。これを受けて文化庁主導の

下、著作権法の見直しがなされ、1992 年の著作権法一

部改正により、デジタル方式での私的複製には対価とし

ての補償金を支払う義務が課され、同時に「私的録音補

償金制度」が始まった。しかし近年、これまで補償金の

課金対象外であったハードディスク内蔵型録音機器1

（iPod2等）の普及によって、補償金の対象範囲が見直

され始めている。政府は「著作権分科会私的録音録画小

委員会」を設け、ハードディスク内蔵型録音機器への補

償金課金対象拡大の是非を議論している。だが、音楽市

場に存在する著作者、消費者、各レコード会社やメーカ

ー等の複数にわたる経済主体が異なった利害関係にあ

ることから議論は非常に複雑なものとなり、解決を迎え

ないまま数年を経ている。 

そこで本稿では、この私的録音補償金制度拡大の是非

を検証するため、音楽市場に存在する各経済主体の損益

を包括的に捉えたアプローチが必要ではないかと考え

た。音楽市場の社会厚生を最大化するという経済学的な

見地から分析を試み、そこから得られた結果を基に、今

                                                   
1小型ハードディスクを使用したデジタル方式の音楽ファイルを

再生する音響機器で、携帯電話会社の音楽配信サービスやインタ

ーネットの音楽販売サイトからの購入や、CD等から直接取り込ん

だ音楽ファイルを再生するのに用いられる。他に同様の機能を持

つものとして、フラッシュメモリ内蔵型録音機器もある。 
2アップル社によって開発・製造及び販売されているハードディ

スク内蔵型録音機器である。日本では最大の販売シェアを誇る。 

後の問題解決に向けた政策を提言する。 

なお、本稿の構成は以下の通りである。まず、Ⅱでは

私的録音補償金制度の現状を説明し、Ⅲで我々の問題意

識について述べる。Ⅳでは先行研究 Kinokuni（2004）

の理論を紹介し、その結果を踏まえ、Ⅴにおいて、私的

複製を制限する DRM が音楽 CD の売上に与える影響を実

証分析にて検証する。実証分析の先行研究としては田中

（2004）を用いた。ⅥではⅤにて得た分析結果を踏まえ、

私的録音補償金制度、ひいては音楽産業のあり方につい

て政策を提言する。Ⅶにおいて、分析における問題点や

今後の課題を述べ、結びとする。 

 

Ⅱ 現状 

 

１ 私的録音補償金制度の概要 

 

 私的録音補償金制度とは、消費者の私的複製によって

生じるとされる権利者の不利益を補填するために設け

られた制度である。sarah（私的録音補償金管理協会3）

のホームページによると、「従来自由かつ無償であった

私的な録音について、権利者の被る経済的不利益を補償

するため、政令で指定されたデジタル方式の機器・記録

媒体を用いて行う場合には、録音自体は自由としつつ、

権利者（作曲家や作詞家等の著作権者、歌手や演奏家、

俳優等の実演家、レコード製作者）に対して補償金を支

払うこととするもの4」とされている。著作権法の一部

改正により、新たに 1993 年 6 月 1 日から実施された。

現在、私的録音補償金課金の対象となっているのは、

DAT5、DCC6、MD7、オーディオ用 CD-R8、オーディオ用 CD-RW9

の 5種類の録音媒体とその録音機器であり、補償金は購

入時の販売価格に予め盛り込まれている。補償金率は文

                                                   
31993年 3月に現文部科学、経済産業両大臣からの許可を受け設

立された社団法人。補償金制度のうち、私的録音に関する事業を

請け負う。補償金額の算出等の他に、共通目的事業、その他著作

権制度に関する調査研究等も行う。 
4sarah HPより（http://www.sarah.or.jp） 
5デジタル・オーディオ・テープの略 
6デジタル・オーディオ・カセットの略 
7ミニ・ディスクの略 
8コンパクト・ディスク・レコーダブルの略 
9コンパクト・ディスク・リライタブルの略 
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化審議会の諮問を経て文化庁長官が許可するもので、録

音媒体では基準価格10の 3％11、録音機器の場合は基準価

格12の 2％とされ、その録音機器を用いて録音すること

ができる媒体の数によって上限金額が決定される13。こ

れらの補償金は、sarah が各社メーカーや JEITA（電子

情報技術産業教協会14）から補償金を一括徴収し、JASRAC

（日本音楽著作権協会15）、芸団協（日本芸能実演家団体

協議会16）、RIAJ（日本レコード協会17）という 3団体を

通じ、それぞれ著作権者、実演家、レコード製作者へと

配分する（図 1）。また、補償金は著作者へと還元され

る他、各著作物の私的録音状況の正確な補足が困難なこ

とを理由に、全ての著作者への間接的な分配を実現する

ため、徴収額の 2割は共通目的事業基金18に当てられる。 

 

２ 私的録音補償金制度成立の経緯 

 

 次に、この私的録音補償金制度が成立に至った経緯に

ついて述べる。著作物を複製する権利は、著作権法第

21 条19において著作者のみの専有な権利とされている

ため、複製する際には著作者の許諾が必要となる。ただ

し、家庭内等の限られた範囲内で個人的に使用するため

の複製に限っては、同法第 30 条20にて認められている。

よって、従来、音楽を家庭内で録音し、楽しむことは無

償であった。かつて私的複製は、手間がかかる上オリジ

                                                   
10カタログに表示された価格の 50％のことである。 
11TDK の音楽用 CD-R（20枚組 1,773円）の場合、1枚に付き約 2.7

円が補償金として織り込まれている。 
12カタログに表示された価格の 65％のことである。 
13録音可能媒体種類数が 1つであれば 1,000 円、2つであれば

1,500円となる。 
142000年、日本電子工業振興協会と日本電子機械工業会の統合に

より設立された社団法人。電子情報技術産業の統合的な発展に資

し、日本経済の発展と文化興隆への寄与を目的とした団体 
151939年設立。主な業務として、著作権管理や、著作物使用料の

分配、私的録音補償金の権利者への分配等がある。 
161965年に芸術文化の発展に寄与することを目的に設立した、俳

優、歌手、舞踊家、舞台監督等の実演家の団体で構成された民間

の公益法人。芸能に関する調査研究、情報発信、研修等を主な事

業とする。 
171942年に文化庁所管の公益法人として設立。レコード製作者の

権利擁護、レコードの適正利用の円滑化を図り、日本の音楽文化

の発展を目的とする。 
18著作権保護のための啓蒙活動や、著作権制度に関する国際協力

事業等。この事業に関しては情報開示が不十分であるという指摘

もなされている。 
19著作権法第 21条。著作者は、その著作物を複製する権利を専有

する。 
20著作権法第 30条。著作権の目的となっている著作物は、個人的

に又は家庭内その他これに準ずる限られた範囲内において使用

することを目的とするときは、次に掲げる場合を除き、その使用

する者が複製することができる。 

ナルの CD に比べて音質の落ちるようなアナログ録音方

式（カセットテープ等）が主流であったが、近年のデジ

タル技術の発展により、手軽に高品質を保つ複製、保存

が可能となった。私的複製は人々にとってごく一般的な

音楽利用形態の 1 つとなったのである。しかし、1990

年代のパーソナルコンピューターやデジタルオーディ

オ機器を用いたデジタル録音方式の台頭により、私的複

製を行う人々は爆発的に増加し21、個々人については零

細であっても、全体としてみれば私的複製が無視できな

い程の規模となってきている。ここに、音楽業界におけ

るオリジナル CD の売上低迷（図 2）も相まって、私的

複製が著作者の本来受けるべき利益を阻害していると

の主張がなされるようになった22 23。そこで、1991 年

12 月、著作権審議会第 10 小委員会24が補償金制度導入

を提言する報告書をまとめて公表し、その後文化庁の検

討を経て、著作権法第 30条の一部改定25をもって、著作

者が被る経済的不利益を補填するための制度として私

的録音補償金制度が始まった。デジタル方式の録音機器

を用いて行う私的録音に関しては、その複製の対価とし

て、相当の補償金を著作者に支払う義務が課されるよう

になったのである。 

 

３ 私的録音補償金の対象範囲拡大に関する議

論 

 

 このように現在、私的録音補償金制度は運用されてい

るが、現行の制度には多くの問題26も生じている。その

                                                   
21デジタル録音行為を行っている人の割合は、1997年度は約

24.7％、2001年度は約 39.6％、2005年度は約 45.5％と推移して

いる。文化審議会著作権分科会報告書より 
22音楽 CD売上低迷要因については、人々の娯楽形態が多様化した

ためであり、私的複製は関係ない等様々な主張がある。 
23同様に、音楽 CD売上低迷要因の 1つとして、CD購入よりも安

価に楽曲を楽しめるという性質から、日本独自の音楽産業である

レンタル CD産業の存在も主張される。 
241987年、私的録音、録画に関する事項を調査審議する目的で文

化庁が設置 
25著作権法第 30条第 2項：私的使用を目的として、デジタル方式

の録音又は録画の機能を有する機器（放送の業務のための特別の

性能その他の私的使用に通常供されない特別の性能を有するも

の及び録音機能付きの電話機その他の本来の機能に附属する機

能として録音又は録画の機能を有するものを除く。）であつて政

令で定めるものにより、当該機器によるデジタル方式の録音又は

録画の用に供される記録媒体であって政令で定めるものに録音

又は録画を行う者は、相当な額の補償金を著作権者に支払わなけ

ればならない。 
26問題点はこの章で述べたものの他に、補償金分配の不透明性や

制度の認知不足等も挙げられる。 
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中でも最大の問題のひとつが、現行の制度が近年の音楽

市場の急速な変化に対応できていないという点である。 

近年、iPod をはじめとする「ハードディスク内蔵型

録音機器」が爆発的に売上を伸ばしている（図 3)。そ

れらは CD-R や MD と比べて多くの楽曲27を保存すること

が可能であること等、従来の録音媒体に比べ圧倒的な性

能を持つため、音楽業界における中心的な位置を占めつ

つある。またそれに伴って、近年 MDや CD-R等の録音媒

体の売上げが減少傾向にある28。しかし、ハードディス

ク内蔵型録音機器は、録音機器、再生機器、録音媒体の

それぞれの機能を兼ね備えているにも関わらず、現行の

制度においては補償金が課せられていない。そのため、

私的録音補償金全体の徴収額は年々減少傾向にある（図

4）。JASRAC 等の権利者側は補償金の減少が権利者の楽

曲制作に対するインセンティブに悪影響を及ぼす可能

性があると主張している。 

このような問題点が生じ、ハードディスク内蔵型録音

機器にも補償金の課金範囲を拡大すべきか否かという

議論が現在なされている。文化庁主導のもと、2006年 4

月に第一回著作権分科会私的録音録画小委員会が開か

れた。以後、幾度も会議は重ねられ、2008 年 5 月に行

われた会合29において、文化庁は「将来的には補償金制

度の縮小、廃止を目指すことを前提に、当面は暫定的に

ハードディスク内蔵型録音機器を補償金制度の対象と

する」方針を盛り込んだ妥協案を提示した。しかし、同

年 7 月に行われた会合においては、案に賛成の JASRAC

等の権利者側、反対のメーカー、消費者側ともに各々の

利益を主張し合い、一歩も譲らない姿勢を見せている。

その結果文化庁自体の制度方針も定まらず、補償金対象

範囲の拡大に対する結論は出ていない。 

 

４ 補償金対象範囲拡大の問題点 

 

 ハードディスク内蔵型録音機器が補償金課金対象に

                                                   
27CD-Rの最大の記憶容量は 890MB。一方、これまで売り出された

iPodの中で最大の記憶容量を持つものは 2007年に発表された

iPod classic で 160GBである。曲単位に換算すると、CD-Rの最

大保存曲数は一般的な曲の場合は約 200曲で、iPod classicでは

35,000 曲以上となる。（一般的な楽曲の mp3での容量を 4.5MBと

して計算した。） 
28JRIA（社団法人日本記録メディア工業会）の調査による。 
29対象機器や補償金率等を査定する独立評価機関についても審議

がなされた。 

取り込まれていないことで補償金徴収額が減少してい

るとの主張がある一方で、対象範囲拡大によっても新し

い問題が生じるという懸念がある。複製者やメーカーの

損失、ハードディスク内蔵型録音機器への法律の解釈、

課金不平等の問題等をめぐる主張である。これらの問題

の詳細を以下の（１）から（４）で述べる。 

 

（１）複製者、メーカーが被る損失 

ハードディスク内蔵型録音機器補償金によって、複製

者は録音機器の購入コストが上昇し、またハードディス

ク内蔵型録音機器を製造するメーカーにとっては売上

が減少することが予想される。 

 

（２）オンライン配信技術・市場拡大の阻害 

インターネットを経由して楽曲等を提供する音楽配

信の市場は、近年のハードディスク内蔵型録音機器の普

及とともに成長を遂げており、次世代のコンテンツビジ

ネスのカギを握る重要な市場であると考えられている。

もし、補償金が iPod 等のハードディスク内蔵型録音機

器に課され、それらの売上が減少すれば、音楽市場にお

いて重要性を増している音楽配信の拡大にも水を差す

ことになる。 

 

（３）著作権法解釈の問題 

先にも述べたように、ハードディスク内蔵型録音機器

は録音機器、再生機器、録音媒体のそれぞれと同等以上

の機能を兼ね備えている。つまり、ハードディスク内蔵

型録音機器はその 3 種の機能を有していることから音

楽機器・媒体において従来なかった特殊な位置づけにあ

ると言える。また、現行の著作権法では補償金は「録音

のための機能のみ有するもの」に限って課される。これ

まで、オーディオプレーヤーやコンポーネント30といっ

た録音以外の機能を有するものは「本来の機能に附属す

る機能として録音機能を有するもの」と捉えられ、補償

金の対象外であった。今回問題となっているハードディ

スク内蔵型録音機器も、音楽を再生する機能や音楽以外

のデータを保存する機能等を有するため、今まででは

                                                   
30通称コンポ。チューナー、アンプ、CD プレーヤー、スピーカー

等が、それぞれ独立した機器で、個人が自由に選んで組み合わせ

ることができるもの 
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「本来の機能に附属する機能として録音機能を有する

もの」に分類することができる。そのため、法的には「補

償金は課されない」のだが、こうした機器の大部分が音

楽を楽しむために使用されている現状から「録音のため

の機能のみ有するもの」へとシフトしていると解釈され

れば「補償金を課すべき」と主張することもできるので

ある。 

 

（４）課金不平等の問題 

また一方で、課金不平等という問題もある。ハードデ

ィスク内蔵型録音機器を著作物の録音以外を目的とし

て使用する人も存在する。例えば、自身が撮影した写真、

文書データ等の保存や、自身のオリジナル楽曲を楽しむ

ための使用する場合等がそれに当たる。このような人々

は、著作物の複製を行っていないにも関わらず補償金が

課されることになり、不当に多くの金額を支払っている

という問題が生じる。この指摘に対して、sarah や

JASRAC は返還金制度の存在を主張している。返還金制

度とは不当に徴収された補償金を消費者へと返還する

制度である。しかし、実際に返還請求がなされたのは

2005 年の 1 件のみであり、この制度はほとんど利用さ

れていない。これには、制度自体の認知度不足や手続き

の煩雑さ、また実際に返還される金額よりも手続きにか

かる費用のほうが大きい31という理由が挙げられる。こ

のように、課金不平等の問題に対して返還金制度が十分

に機能しているとは言えない。 

これら（１）から（４）の問題に加え、権利者の主張

する問題を含めた上で、JASRAC等の権利者側、JEITA等

のメーカー側、消費者側の 3者を交えた議論が長らく交

わされているが、未だ補償金対象範囲拡大に関する合意

形成はなされていない。 

 

５ 複製規制技術の発展について 

 

 現在、SCMS（Serial Copy Management System）32やコ

ピーコントロール CD（以下、CCCD）に代表される、音

声・映像ファイルに複製制限をかけ管理する「デジタル

                                                   
31この 2005年の例で、かかった費用は郵送費 80円であった。こ

れは返還金制度によって返還された金額の 8円を上回る。 
32デジタルオーディオ機器に盛り込まれた、不正コピー防止機能

の 1つ 

著作権管理 (Digital Rights Management： DRM)33」技

術が存在する。今日、音楽や映像等多くの著作物はデジ

タルデータとして生産され扱われるのに対し、DRMはそ

れらデジタルデータの同一データを複製できない34よう

に設計されたシステムである。音楽、映像データの流

通・再生に制限を加え、著作者の承諾を得ない違法な配

布・交換等をコントロールし、著作権を保護することを

目的とし、先にも述べたようなデジタル化に伴う高品質

で手軽な私的複製への対抗策として、注目を集めてきた。

一般的なのは、楽曲情報のパソコン等への取り込みを不

可能にする CCCD で、各レコード会社が独自に開発35し、

採用するかどうかを決定する。日本では 2002 年にエイ

ベックス・グループが他に先駆けて導入し、その後 SME

等36が追随した。しかし、CCCDは音質の低下や、オーデ

ィオ機器によっては正常に再生出来ないという問題点

も主張されている。その結果、2004年にすべての CDを

コピーコントロールにしていたエイベックス・グループ

は、CCCD を作品ごとに取り入れる運用弾力化を発表、

その後も CCCD の完全撤廃を公表するレコード会社が相

次いだ。また技術発展が目覚しい今日では、これらの規

制技術と、それを破る技術とがいたちごっこの様相を呈

している。これらの技術開発には多大な費用がかかるこ

とからメーカーが被る負担は増加する。また、録音に制

限がかかることで消費者が気軽に音楽を楽しめなくな

り、音楽 CD の正規購入にも悪影響を与える可能性が示

唆されており、音楽市場を衰退させるのではないかとい

う懸念もされている。 

そのため、JEITA は私的録音補償金制度そのものを、

技術進歩から生じる音楽環境の変化に応じて見直す必

要性があると主張している。いたずらに規制を掛けるの

ではなく、DRM等の複製規制技術を用いて、消費者の著

作物利用回数に応じてその都度課金し、個別の消費者か

ら直接権利者に著作権料を支払うシステムの提案であ

                                                   
33メモリーカード等の記録媒体に内蔵されたり、音声、映像ファ

イルの転送ソフトに組み込まれたりと、実装形態は様々である。 
34厳密に言うと複製は可能であるが、その複製されたものを再生

や閲覧すること不可能になる。 
35これにより、様々な種類のコピーコントロール CD が存在する。

SONY DADC 社の key2audioや、ビクターエンタテイメント開発の

エンコード K2等 
36SMEとは、ソニーミュージックエンターテイメントの略。他に、

代表的なものとして EMIミュージック・ジャパン、ワーナーミュ

ージック・ジャパン等が挙げられる。 
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る。また一方で、第 3節で述べたように、文化庁が「将

来的には補償金制度の縮小、廃止を前提に、当面は暫定

的にハードディスク内蔵型録音機器を補償金制度の対

象とする」方針を盛り込んだ妥協案を提示したが、その

縮小後の対策として、DRMを適用し私的複製を制限する

ことを検討している。このように、DRMと補償金の問題

は密接に関係していると言える。 

 

Ⅲ 問題意識 

 

このように、私的録音補償金制度のハードディスク内

蔵型録音機器への拡大に対する問題は、音楽市場におけ

る様々な主体の利害に直接影響を及ぼすため、非常に複

雑な問題となっている。 

また、このハードディスク内蔵型録音機器に対する補

償金対象範囲の拡大の是非について検証された論文は

本稿以外に見当たらない。 

そこで私たちは、この私的録音補償金制度の対象範囲

拡大に関する議論に対して、付随して検討される DRM導

入等も含めた、包括的な視点からの取り組みが必要では

ないかと考えた。権利者、オリジナル CD の消費者、複

製者、メーカーといった現在の音楽市場における各経済

主体の利益を総合的に考慮した、社会厚生の最大化とい

う観点から、文化庁が推し進める補償金対象範囲拡大の

是非を検討したい。 

 

Ⅳ 先行研究・理論 

 

 ここでは、本稿で用いる理論のレビューをする。私的

録音補償金制度について書かれた論文は数少なく、その

上、補償金制度と密接な関わりを持つ DRMについても考

慮して分析を行ったものは Kinokuni（2004）以外に見

当たらない。よって本稿では、Kinokuni（2004）の理論

を簡単に紹介し、その結果を利用する。 

Kinokuni（2004）では、音楽市場における社会厚生を

最大化し得る補償金率を理論的に導出している。本稿で

はその結果を利用し、Ⅴで行う DRMに関する実証分析の

結果と合わせて、私的録音補償金の望ましいあり方を検

証する。 

 まず Kinokuni（2004）の理論では、いくつかの仮定37

をおいた上で、コピープロテクト（DRM）が行われる場

合と、そうでない場合について、それぞれ社会厚生を算

出している。 

まず、ソフトウェアを生産する企業がコピープロテク

ト（DRM）を行えず、私的複製を防げない場合は、社会

厚生は最大化する補償金率は 0となる。 

逆に、ソフトウェアを生産する企業がコピープロテク

ト（DRM）を行うことができ、私的複製を防げる場合、

社会厚生は最大化する補償金率は 0 以上となる可能性

がある。 

以上から、ソフトウェアを生産する企業が DRMを行え

ない場合は補償金を課す必要がなく、逆に DRMが行える

場合は補償金を課すべきである可能性があるという結

論が得られる。 

この理論の結果から、最適な補償金のあり方を探るた

めには、ソフトウェアを生産する企業、つまりレコード

会社が DRMを行うインセンティブがあるかどうか、つま

り DRM が CD の売上に対して影響を与えているかどうか

の検証を行う必要性が出てくる。そこでⅤでは、DRMが

CD の売上に影響を与えているかを実証分析によって検

証する。 

 

Ⅴ 実証分析 

 

 以上の理論分析より、レコード会社が DRMを導入する

インセンティブがない場合は、補償金率が 0の時に社会

厚生が最大化され、そうでない場合は補償金率が 0以上

になる可能性があることが分かった。つまり、ハードデ

ィスク内蔵型録音機器に対しての補償金は DRM を導入

するかどうかによるということになる。そこで、DRMが

CD の売上に対しどのような影響を及ぼすかについて実

                                                   
37ソフトウェアを生産する企業、ハードウェアを生産する企業、

録音媒体を生産する企業の 3社のみが存在する市場を想定してい

ること等。詳しくは Kinokuni（2004）を参照されたい。 
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証分析を行い、補償金率の議論の前に DRMを導入するイ

ンセンティブがあるかどうかについて検証することと

した。 

先にも述べたように、DRMとは、私的複製を制限する

ために開発された技術であり、実際、文化庁でも過去に

著作権を保護する一手段として DRM 導入の検討がなさ

れたことがある。DRM を導入する前提として、「消費者

の私的録音、複製行為が権利者の利益を阻害している」

という権利者側の主張がある。この前提の上で、消費者

の私的複製を制限することによって、消費者にオリジナ

ル CD 購入を促し、著作物に対する正当な対価を権利者

へと配分するという名目で、DRMが導入されている。つ

まり DRM が導入されることで、私的複製が減少し、CD

の売上が増加することが期待されている。さらに、その

結果、権利者の利益が増加することが予想される。そこ

で我々は、DRM の必要性を検討するに当たり、DRM が本

来の目的を果たしているかどうか、つまり DRM が CD の

売上増加をもたらしているかどうかを実証分析によっ

て検証していく。DRM が CD の売上増加をもたらすので

あれば、DRMは権利者やメーカーの利潤を増加させるた

め、DRMを導入するインセンティブが生じるが、逆にそ

うでないならば、消費者の不満を高める DRMは導入する

必要はないと考える。 

 

１ 分析モデルと変数の説明 

 

 前節の問題意識から、DRM が CD の売上を増加させて

いるかどうか実証分析にて検証する。 

分析するにあたり、DRM が CD 等の著作物の複製の実態

数をどれだけ減少させて、そしてその結果、権利者の利

益をどれほど増加させているかを把握するのは困難で

ある。しかし、DRMのかけられた CDとそうでない CDを

比較することにより、DRMの効果を検証できるのではな

いかと考えた。現在発売されている CD には、複製可能

な CD と私的複製を制限する CCCD が存在する。CCCD が

本来の目的を達成しているのであれば、私的複製が減少

するので、DRMがかかっていない通常の CDより CCCDの

ほうが売上は大きくなると考えられる。 

そのため、以下のように分析を行った。 

 

（１）分析モデル 

 CCCDが CDの売上に対し影響を与えるかどうかの先行

研究に関しては田中（2004）がある。 

田中（2004）では説明変数にアーティストの人気を示す

指標、プロモーションの程度を示す指標、ジャンルを示

す指標を用いて推定式を設定し、CCCD を採用すること

が CD 売上の増加に影響を与えるかどうかを分析してい

る。 

本稿では先行研究に倣い、上記の説明変数にさらに

CD の特性を示す指標を新たに加えた上で、推定式を設

定し、CCCDが導入される 2002年 3月以前と以後のデー

タ（2001 年 4月～2005年 3月まで）を用い CCCDを採用

することが CD 売上を増加させているかどうか分析する。

以下に推定式を示す。 

 

（推定式） 

 

 

 

 

被説明変数  ：週ごとの CDの売上枚数（対数表示） 

説明変数  ：各種説明変数 

（CCCD ダミー、価格、経過日数、前作売上枚数（対数

表示）、楽曲数、発売日からの経過日数、発売日からの

経過日数の 2乗、前作存在ダミー、初回限定ダミー、紅

白ダミー、演歌ダミー、邦楽ダミー、ベスト盤ダミー38、

オムニバスダミー39、両 A 面ダミー40、タイアップダミ

ー41） 

  ：定数項 

  ：各変数における係数 

  ：誤差項 

 

サンプルとして、実際に CCCD が市場に導入される 1

年前の 2001年 4月から 2005年 3月までの毎週のオリコ

ンチャートにおけるシングル・アルバムトップ 20 に関

                                                   
38ベスト盤ダミーはアルバムにおいての分析のみに説明変数とし

て用いた。 
39オムニバスダミーはアルバムにおいての分析のみに説明変数と

して用いた。 
40両 A面ダミーはシングルにおいての分析のみに説明変数として

用いた。 
41タイアップダミーはシングルにおいての分析のみに説明変数と

して用いた。 
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するデータを用い回帰分析を行う。これによって CCCD

が採用される 2002 年 3 月以前のサンプルも含めた上で

のクロスセクション分析で検討できる。 

結果としてサンプル数はシングルが 3977、アルバムで

は 401942となった。又、分析に際し、E-Views6.0を用い

て、OLSによる回帰分析を行った。 

データ出典に関してはオリコン、Amazon、セブンアン

ドワイ-CD、NHKの HPを用いた。 

 

（２）被説明変数 

2001 年 3月から 2005年 4月までの毎週のシングル・

アルバムのトップ 20（オリコン調べ）の売上枚数を自

然対数値で用いる。実際値ではなく自然対数値を用いた

のは、実際値では不均一分散が生じる可能性があり、比

較的均一な分散を確保するためである。 

 

（３）説明変数 

① アーティストの人気を示す変数 

 先行研究田中（2004）の中に、アーティストの人気指

標を示す変数が見受けられる。本稿でも推定式の妥当性

を高めるためにアーティストの人気指標を表す変数と

して、紅白出場ダミー、前作存在ダミー（前作 CD があ

れば 1とする）、前作の CDの売上の自然対数値、前作か

らの経過月数を用いる。NHK紅白歌合戦にはその年に活

躍したアーティストが出場しており人気に繋がると考

えられ、紅白出場経験は正に有意と期待される。また新

たに CDを発売する際、その CD以前に前作を発売してお

り、それが好調な売上であった場合は、そうでない時と

比較し CD の売上に対し正に有意と期待される。つまり

前作の売上が好調であれば、次の CD 売上もある程度の

売上が見込まれ、正に有意となると考えられる。 

 

② プロモーションの程度を示す変数 

 ①と同様に先行研究に倣い、CD にかけた宣伝費の代

理変数として、CMや TV番組、映画といったメディアと

タイアップをしているかどうかのタイアップダミーを

設定した。 

                                                   
42シングルとアルバムでサンプル数が違うのはデータ制約上の問

題であるが、両者共に十分量のサンプル数を満たしていると考

える。 

また CD の発売の際に多くの特典等を付けた初回限定

版・特別版の CD もさまざまなプロモーションがかかっ

ていると考え、初回限定版ダミーを設定した。 

このように CD に対し強くプロモーションをかける際、

タイアップや限定版等の措置が取られ易くなり、TV 等

での露出が多くなり、認知度も高まり、消費者の購買意

欲を高める可能性が増える。その結果として、売上に対

し正に有意となることが期待される。 

 

③ ジャンルの特性を示す変数 

 CD の売上にはポップス、演歌、洋楽、オムニバス等

のジャンルよって差異があると考えられるので、ジャン

ル別に演歌、邦楽、オムニバスのダミーを設定した。CD

の購買層を考慮すると、演歌等の CD は負に有意になる

と期待される。 

またオムニバスダミーは本分析のアルバムにおける

分析のみにおいて用いた。 

 

④ CDの特性を示す変数 

 現在シングル CD においては、両 A 面シングルという

ものが存在する。これらはアーティストや、レーベル側

の戦略で両方の曲にタイアップ等がつく場合が多く、人

気が確保される可能性が高いので、売上に対し正に有意

になることが期待される。 

同様に、アルバムにおいては、ベスト盤であることで

売上に対し正に有意となることが期待されるので、ベス

ト盤ダミーを設定した。これらの CD の特性を示す変数

を本稿での分析のオリジナリティとする。 

 

２ 分析結果と考察 

 

 以上のモデルにおいて分析したところ、分析結果は表

5、643のようになった。以下では、モデルについて考察

を行った後、CCCD についての考察を行い、音楽市場の

社会厚生を最大化する観点から結論へと至る。 

 

（１）分析モデルの考察 

 まず、推定が妥当かどうかを確認するために、CCCD

ダミー以外の説明変数の効果を考察する。 

                                                   
43基本統計量は表 7、8のようになった。 
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シングルにおいては、前作売上枚数、タイアップダミ

ーの説明変数が正に有意に働いた。これは、前作売上枚

数の多いアーティスト、つまり人気が高いアーティスト

の CD は、消費者に期待感を生ませ、次の作品の売上も

多くなるためと考えられる。また予想のとおりタイアッ

プされている CDの方がされていない CDよりも売上枚数

が伸びることが実証された。 

またアルバムにおいてはベスト盤ダミーと邦楽ダミ

ーが正に有意となった。ベスト盤は先行発売のシングル

を収録しており、そのアーティストの代表曲を多く収録

することで、人気を確保でき、消費者に期待感を与え、

売上が増加していると考えられる。日本では邦楽は洋楽

よりも人気が高いため正に有意となったと考えられる。 

 次に、CD 発売日からの経過時間の説明変数と演歌ダ

ミーが負に有意に働いた。これは、発売されて間もない

週の CD は売上が多く、次第に売上が減っていくという

ことを表している。また演歌の CD はポップスよりも人

気が落ちること、そして CD の主な購買層が演歌をあま

り聴かない若年層であることから負に有意となったと

考えられる。したがって、全体的には妥当な推定式と考

える。決定係数はシングルでは 0.14 程度で、アルバム

では 0.07程度であり、高くない数字だが、CDという財

は需要の不確実性が高いので、このような水準になった

と考えられる。 

 

（２）CCCDダミーの考察 

 ここで、この分析の中心となる CCCD ダミーを考察し

ていく。 

シングルでは CCCD ダミーが 1％有意で負に働いた。

これは、コピーコントロールのかかっていない CD の方

が、CCCD よりも売上が多いということを示している。

係数は-0.222778となっており、これは、コピーコント

ロールをつけると、CD の売上が週ごとに約 2 割減少す

るということを示している。つまり CCCD は CDの売上を

伸ばすどころか、逆に CD の売上を減少させる結果とな

った。 

またアルバムにおいて CCCD ダミーは、有意ではなか

った。つまり CCCDをかけても CD売上が増加するとは言

えない結果となり、CCCD 導入の目的を達成できていな

いと言える。 

また 2004年にエイベックス・グループが CCCDの導入

を原則撤廃し、同年 SME、ワーナーミュージックも完全

撤廃した。そして現在 CCCD を採用するレコード会社は

ほとんどなく、つまりレコード会社は CCCD を採用して

も売上上昇の効果はないと実感したのではないかと考

えられる。つまり、これらの事実は我々の実証分析結果

と整合していると考えられる。 

しかし、上記の CCCD が売上に対し影響を与えないと

いう考察に対し、以下 3つの反論が予想される。 

 

① コピーコントロールを破るツールの存在 

 現在コピーコントロールを破り CCCD でも私的複製す

ることを可能にするフリーソフト（Exact Audio Copy）

が容易に手に入る。そのため、コピーコントロールその

ものに実効性がなく、もし完全なコピーコントロールが

かかっていれば CD の売上は増えていたのではないかと

いう意見がある。その影響を考慮するためフリーソフト

が流通する 2003 年までのデータを下に同様の分析を行

った（表 9、10）。結果やはり CCCDダミーはシングルで

は負に有意、アルバムでは有意ではない結果となった。

つまり売上を増加させないのは、コピーコントロールそ

のものに実効性がなかったためではないと考えられる。 

 

② CDの売上が年々減少している影響 

 近年音楽配信の普及等により CD そのものの売上自体

が年々減少傾向にあると言われている。この分析におい

ても音楽配信が飛躍的に広まる 2005 年のデータが含ま

れている。つまり CCCDであるから CDの売上が減ったの

ではなく、CDそのものの売上が減少したため CCCDの売

上も減少し、結果負に有意に働いたのではないかという

可能性が残る。 

そのため、音楽配信が普及する以前で CCCD の撤廃が

なされ始めた 2004年 10月以前のデータで分析を行った

（表 11、12）。その結果、CCCDはシングルでは負に有意、

アルバムでは有意とならなかった。つまり、CD 全体の

売上が減少傾向であることを考慮に入れても CCCD であ

ることは売上を増加させないと言える。 

 

③ CCCD の音質の低下や CCCDに起因する故障 

 CCCD はレコード会社側の独自の技術であり、その目
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的上技術詳細は公表されない。そのため、それに適合す

るオーディオ機器でない限り、再生に関し再生不能や機

器の故障、また音質の低下といった問題が存在する。つ

まりそのような問題が売上を減少させたのであり、その

ような問題がないコピーコントロールであるならば、売

上を増加させるのではないかとも考えられる。 

しかし、実際 CCCD による音質の低下や再生不能の問

題は高価なオーディオ機器でないと発生しない程度で、

多くの消費者が用いる機器では問題ないとされている。

多くの消費者にとって再生や音響に関する問題は大き

くはなかったと考える。 

 

（３）考察のまとめ 

 これまで、消費者の私的録音行為は CD の売上を減ら

すと考えられてきた。つまり、消費者の私的録音行為を

DRM によって制限することで、消費者のオリジナル CD

購入が促され、コピーコントロールをかけられた CD の

ほうが売上が大きくなると考えられていた。しかし、本

稿の分析結果はシングルにおいては、DRMをかけても CD

の売上を増やすどころか逆に減らすということを示し

ている。この結果、CCCD に代表される DRM は開発に多

大なコストがかかるだけでなく、本来の生産意図をも達

成できないものである。そして権利者、メーカーにとっ

て不利益になるだけでなく、さらに消費者の利便性も損

ねるため、どの利害関係者にもメリットは見受けられな

いものであると考えられる。 

以上の実証分析の考察から DRM は権利者やメーカー

の利潤を増加させるものではないため、市場に導入する

インセンティブはないという結論に達した。さらに、前

章の理論分析結果から、その場合においては、補償金率

が 0の時に社会厚生が最大化されることになる。そこで、

我々の問題意識に対する結論としては、私的録音補償金

制度はハードディスク内蔵型録音機器にまで拡大する

必要はないということになる。さらに Kinokuni（2004）

の理論はハードディスク内蔵型録音機器に限ったもの

ではないので、以上の分析結果から、補償金制度そのも

のに関して廃止という方針も導き出せる。 

これらを踏まえて、以下の章で詳細な政策提言を行う。 

 

Ⅵ 政策提言 

 

本章においては、まず第 1節、第 2節にて分析結果を

踏まえた私的録音補償金制度に対する政策を提言し、予

想される反論を挙げ、それに対する見解を述べる。第 3

節は著作者の楽曲制作へのインセンティブに焦点を当

て、それを高めるための政策を提言する。 

 

１ 私的録音補償金制度の廃止 

 

 Ⅳ、Ⅴの分析結果から、私的録音補償金制度は不要で

あるという結論が得られた。したがって私的録音補償金

制度を廃止させるために、我々は政策提言として、著作

権法第 30 条第 2 項（デジタル方式の録音・録画に対す

る補償金支払いの義務）をはじめとする私的録音補償金

制度に関する法を改定することを主張する。 

 以下、著作権法の具体的な改定案を述べる。著作権法

第 30 条第 2 項の原文は「私的使用を目的として、デジ

タル方式の録音又は録画の機能を有する機器（放送の業

務のための特別の性能その他の私的使用に通常供され

ない特別の性能を有するもの及び録音機能付きの電話

機その他の本来の機能に附属する機能として録音又は

録画の機能を有するものを除く。）であつて政令で定め

るものにより、当該機器によるデジタル方式の録音又は

録画の用に供される記録媒体であって政令で定めるも

のに録音又は録画を行う者は、相当な額の補償金を著作

権者に支払わなければならない44。」となっている。しか

し、我々の分析によって補償金は不要であるという結論

に達したため、著作権法において私的複製を制限する必

要は無く、原則自由と認めた上で、私的録音補償金制度

にかかわる文言45を全て廃するように改定するものとす

る。 

 この変更によって、補償金課金対象範囲は拡大されな

い。さらに、現状で補償金制度の対象としている MD や

CD-Rに関しても補償金を廃止していくこととする。 

 また、DRM については、分析結果より CD の売上を増

                                                   
44著作権法より引用 
45著作権法 104条第 2項から第 10項における私的録音補償金につ

いての内容 
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加させないためレコード会社においては採択されず、こ

の技術は自然に利用されなくなっていくものと考えら

れる。 

さらに、上記の提言により補償金と DRMが存在しない

状況となるために、自由に私的複製が行えるようになり

ハードディスク内蔵型録音機器の利便性が向上し、消費

者がより音楽を利用しやすい環境へと変化していくと

予想される。 

 

２ 予想される反論―著作者の楽曲制作のイン

センティブに関して 

 

 しかし、上記の提言を実行するに当たり、私的録音補

償金制度拡大に賛成であった JASRAC 等の権利者側の団

体からは、制度廃止によって補償金からの収入が減り、

権利者へ配分される額が減少することで、著作者の楽曲

制作に対するインセンティブに悪影響をもたらすとい

う反論があがると予想される。実際、我々の理論は補償

金によって見込まれる、インセンティブへの影響をはじ

めとする長期的な効果を考慮していない。 

ただし、補償金は著作者のインセンティブを向上させ

ているとは考えにくい。その理由は、配分される補償金

の差が著作者によって大きく開いており、額自体もあま

り大きなものではないためである。億単位での印税を得

ているような人気の著作者でも、補償金は数百万円しか

得ることができず、一方で大多数の著作者がもらえる額

は 1円46となっている。 

これは、多くの補償金が著作者ではなく、共通目的事

業や日本芸能実演家団体協議会等に割かれていること

が一因となっている。こうした事情から、私的録音補償

金制度は著作者の楽曲制作のインセンティブを高めて

いるとは考えにくいのである。 

 

 

３ 著作者の楽曲制作のインセンティブを向上

させるためのアプローチ―音楽著作権管理事業

の現状から 

 

 先にも述べたように、私的録音補償金の徴収額が減れ

                                                   
46JASRAC より引用 

ば著作者の楽曲制作のインセンティブが減少するとい

う主張がなされている。だが、著作者の収入の大半は配

分された補償金ではなく、印税である。著作者のインセ

ンティブを減少させないためには、現在の印税収入につ

いても見直す必要があると考える。この節では、現在の

著作者の印税収入についての問題点と改善策を提言す

る。 

 

（１）著作者が楽曲を制作してから印税を受け取るまで

の枠組み 

 著作者が楽曲を制作して CD が売り出され、最終的に

印税が入るまでの流れには、著作者、音楽出版社47、レ

コード会社、音楽著作権管理事業を手がける団体・企業

（代表例として、ここでは JASRACを挙げる。）の 4者が

登場する。著作者が楽曲を制作し、そこから対価を得る

ための一般的な枠組み48は以下のようになっている。ま

た理解を促すため、図 13を参照されたい。 

１.まず、著作者は音楽出版社と著作権契約を交わし、

この著作権を音楽出版社に譲渡する。この譲渡によって

音楽出版社は著作権者となる。この契約に基づいて、最

終的に音楽出版社が著作者に印税を分配する。 

２.次に、著作権者となった音楽出版社は CD化するため

の本格的なレコーディングを行い、完成したマスターテ

ープ49をレコード会社に譲渡する。レコード会社はマス

ターテープから CDを大量生産して、完成した CDを市場

で販売する。 

ちなみに、レコーディングには費用が多くかかるため、

音楽出版社はレコード会社から CD 売上の一部を原盤印

税として受け取る。 

３.その一方で、音楽出版社は著作者に印税を支払える

よう、JASRAC に著作権を信託譲渡し、その代わりに著

作権使用料の徴収を代行してもらう。 

４.レコード会社は JASRAC から使用許諾を受ける（CD

化して製造販売することを認めてもらう）。 

                                                   
47音楽出版社は①レコード会社の関連会社、②芸能プロダクショ

ンの関連会社、③放送局や広告会社等の関連会社の 3つに系統が

分けられる。①の例としてはソニー・ミュージックパブリッシン

グ、②はジャニーズ出版・ミュージックマインド、③は日本テレ

ビ音楽等が挙げられる。 
48『夢の印税生活』安藤和宏（リットーミュージック）、knowledge 

village「知ろう知的財産権」アドバイザー：永井健太郎

http://www.kv-jp.com/column/180.phpを参考にした。 
49量産プレスのための原盤のこと 
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５.レコード会社は、著作権使用料として CD売上の 6％

50を JASRACに支払う。 

６.JASRACは、そのレコード会社から徴収した金額から

著作権使用料を徴収する手数料として、7％の金額を差

し引いて、残りを音楽出版社に送金する。 

７.最後に、音楽出版社は著作者との契約（分配比率）

に基づいて、著作者の取り分を印税として支払う。 

ここでは簡略化するため、CD の売上に関する印税に

ついてのみ説明した。だが、JASRAC は、ここで記した

レコード会社だけでなく、放送局、カラオケ店、レンタ

ルビデオ店、音楽配信企業等、様々な企業に対して楽曲

の使用許諾を行う。その場合は上記の流れの中のレコー

ド会社の代わりに放送局やカラオケ店等が位置するこ

とになる。音楽はさまざまなビジネスに利用されており、

個々の音楽出版社がカラオケ店や放送局等から著作権

使用料を徴収するのは難しい。それに代わって、JASRAC

がそれぞれから著作権使用料を徴収している。 

 

（２）音楽著作権管理事業における JASRAC の事実上の

独占状態について 

JASRACは 1939年に公益を目的とする社団法人として

設立され、60年以上にわたって、「著作権に関する仲介

業務に関する法律」51により音楽著作権管理事業を独占

していた。しかし、音楽産業の変化に伴って、著作権使

用料や管理手数料を JASRAC が画一的に設定していいの

かということ、また著作権者が著作権管理団体を自由に

選択できないということ等の問題点が指摘されるよう

になった。このような問題点を解決するために、1994

年から仲介業務法に代わる法律の検討が行われ、2001

年に著作権等管理事業法が施行された。これによって、

民間企業が音楽著作権管理事業に参入できるようにな

り、音楽出版社自身が著作権管理を行うことも可能とな

った。これによって複数の企業52が参入したが、現在も

JASRAC の事実上の独占は続いている。2004年において、

音楽著作権管理事業者の徴収額全体の 99。18％を

JASRAC が占めている（図 14）。 

民間企業が音楽著作権管理事業に参入できるように

                                                   
506％という数値は JASRACが設定したもの 
511939年に施行された。 
52代表的な企業としては株式会社ジャパン・ライツ・クリアラン

ス（JRC）、株式会社イー・ライセンス等が挙げられる。 

なったにも関わらず、新規参入企業のシェアが一向に増

えない背景には、主に 2つの問題が挙げられる。①放送

局との包括的利用許諾契約についてと②JASRAC の管理

楽曲数の多さについてである。この 2つについて以下で

説明する。 

 

① 放送局との包括的利用許諾契約について 

包括利用許諾契約とは、JASRAC が放送局と結んでい

る契約で、放送事業収入の 1.5％を支払えば JASRAC の

管理楽曲全てを何度でも自由に使うことを認めるとい

う内容の契約である。この契約なら楽曲を TV 番組等で

使用する際、1曲 1曲について許諾を取って使用料を支

払うという手間が省けるが、放送局が JASRAC 以外の音

楽著作権管理事業者の管理楽曲を使いたい場合、使用料

を別途支払わなくてはならなくなる。JASRAC の楽曲を

使用するだけなら既に支払っている料金（収入の 1.5％）

で済むところを、新規参入事業者の楽曲を使う場合は余

計に費用がかかる。この JASRAC との包括利用許諾契約

によって放送局が新規参入事業者の管理楽曲の利用を

避けるようになれば、これは競争阻害要因になり得る。

実際に株式会社ジャパン・ライツ・クリアランス等の新

規参入企業は放送の使用料徴収の事業には参入せず、CD

への録音に対する使用料とインタラクティブ配信53に対

する使用料の徴収のみしか行っていない。 

公正取引委員会はこのような状態が私的独占にあた

るのではないかという疑いを持ち、2008 年 4月、JASRAC

に立ち入り調査を行った54。 

 

② JASRAC の管理楽曲数の多さ 

 JASRACは過去 60年間にわたって音楽著作権管理事業

を独占してきたため、管理楽曲数は他社に比べ非常に多

い。JASRAC の管理楽曲数は 2008年 4月現在、約 242万

曲55に上る。一方、業界の中でも比較的規模の大きい 2

社の管理楽曲数をみると、株式会社イー・ライセンスは

                                                   
53インターネット上で行われる音楽配信のこと 
54調査が行われたが、未だ特別な措置は採られていない。 
55国内楽曲が約 107万曲、外国楽曲が約 135万曲。これは利用実

績のある楽曲を登録したデータベース上の楽曲数である。実際の

保有楽曲数は国内楽曲、外国楽曲合わせて約 735万曲である。

（JASRAC HP 「JASRACの概要」より。

http://www.jasrac.or.jp/profile/outline/index.html） 
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20170 曲56、株式会社ジャパン・ライツ・クリアランス

は 5915 曲57であり、JASRAC と比べて随分少ない。この

JASRAC が持つ管理楽曲数の多さが徴収額のシェアの大

きさの要因となっており、新規参入の障壁となっている

のではないかと考える。 

 

 JASRAC は音楽著作権管理事業者であり、（１）で述べ

た、著作者が楽曲を制作してから印税を受け取るまでの

システムの中に組み込まれている。JASRAC の現在の実

質的な独占状態が改善され、他の音楽著作権管理事業者

と適切な競争を行うようになれば、管理手数料等の料金

設定が見直される可能性は高くなるだろう。また、音楽

出版社は、管理手数料を抑え、より多くの著作権使用料

を支払う58管理事業者を選ぶことができるようになる。

そうすれば、著作者の印税収入も増える可能性があるだ

ろう。 

 現在は音楽著作権管理事業者の選択肢が少なく、多く

の著作権者は JASRAC が画一的に定めた額を受け取って

いる。この状況は著作権者や著作者が JASRAC に対し弱

い立場にあると言えるのではないだろうか。このような

状況が改善されれば、著作者の利益も確保され、楽曲制

作のインセンティブを維持することができると考えら

れる。そのため、次の項で上記①、②の問題点に対処し、

より音楽著作権管理事業者間に競争を促す具体的な政

策を提言する。 

 

（３）音楽著作権管理事業者間に競争を促す具体的な政

策について－包括的許諾契約の廃止、フィンガープリン

ト技術の普及促進 

我々は具体的な政策提言として、包括的利用許諾契約

の廃止、またそのためにフィンガープリント技術普及の

促進を挙げる。 

（２）の①で問題点として述べた包括的利用許諾契約

がなされるようになったのは、放送局が CD、レコード

によって放送した大量の曲目を全て報告することが物

                                                   
562008年 11月現在（株式会社イー・ライセンス HP「作品検索」

より。https://ssl.elicense.co.jp/piece_search/search） 
572008年 9月 30日現在（株式会社ジャパン・ライツ・クリアラ

ンス HP「作品検索」より。 

http://www.japanrights.com/search/search.html?te-uniqueke

y=11d9cac1930） 
58Ⅵ章第 3節（１）6のステップにて 

理的に困難で、使用した曲数だけ使用料を払うというこ

とが難しかったためであった。だが、現在では JASRAC

はすべての放送局に対し全曲報告を要請するようにな

った。このようになった背景を以下で説明する。 

これまで包括的利用許諾契約を結んでしまえば、放送

局は放送した全ての曲目について報告する必要はなか

った59。このため、放送から得られた著作権使用料の著

作権者への分配は不透明であるという指摘がなされて

きた。この指摘に対応すべく、現在、JASRAC はより精

緻に分配するためにすべての放送局に対し全曲報告を

要請するようになった。既に NHKと一部の民間放送は全

曲報告に完全移行している。また、2009 年度中には在

京テレビキー局 5 社から全曲報告が始まる予定である。

さらに、現在まだ対応できていない放送局についてもフ

ィンガープリント技術といった最新の技術を活用する

等して、放送した全ての曲について電子的に報告できる

態勢を整えている。フィンガープリント技術とは「CD、

レコードに収録された楽曲をパターン化した上でデー

タベースに登録し、放送されている楽曲のパターンと照

合し特定する技術」60のことである。 

 つまり、今後、全曲報告が全ての放送局によってなさ

れれば、包括的許諾契約を廃止し、使用した楽曲に見合

った使用料を JASRAC に支払うということが可能になる。

また、包括的許諾契約が廃止されれば、これまで、放送

における使用料徴収の事業には参入をしていなかった

音楽著作権管理事業者にとって参入が以前より容易に

なる。 

 ここで、我々は包括的許諾契約の廃止に向けて、フィ

ンガープリント技術普及の促進を提言する。この普及を

政府が補助し促進することで、いち早く全ての放送局が

全曲報告に移行することができる。その後、包括的許諾

契約を廃止させる。 

 また、放送だけでなく、動画サイトと音楽著作権管理

事業者の契約についても提言をする。2008 年、動画サ

イトを運営している YouTube等も、複数の音楽著作権管

                                                   
59これまでは、サンプリング報告という方法で報告がされていた。

これは統計学に基づき、一部のサンプルによって全体を推定する

もので、放送の視聴率調査等で一般的に行われているものである。

JASRAC は、民放各社から 13週（四半期）のうち 1週分の全曲報

告をサンプルとして報告を受けている。 
60JASRAC HP「放送」より。

http://www.jasrac.or.jp/bunpai/broadcast/detail1.html 
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理事業者と包括的許諾契約を締結した61。動画サイトは

放送と比較して、再生回数やアップロードされた曲数を

カウントするのは容易である。そのため、包括的許諾契

約を廃止し、再生回数やアップロードされた楽曲に見合

った使用料を音楽著作権管理事業者に支払う契約を締

結すべきである。これによって、動画サイトの著作権使

用料を徴収する事業への新規参入を容易にすることが

できる。さらに著作者への分配をより正確に行うことが

できるようになる。 

 

（４）管理楽曲数における JASRACの競争優位性の改善 

 前述で述べた JASRAC の管理楽曲数が多いという問題

点については、それを分散させる等、政策で直接的に解

決するのは難しいと考えた。 

（３）で述べた提言によって音楽著作権管理事業者間

に競争を促すことが出来れば、JASRAC 以外の事業者の

徴収額や新規参入も増加する。それによって、今後発表

される楽曲については JASRAC ばかりではなく他の事業

者が管理することも増え、著作権使用料の徴収額の差も

以前より解消されるであろう。なぜならば、JASRAC が

管理する楽曲数は他の事業者のそれと比較して大変多

いが、JASRAC設立当時から約 70年にわたって蓄積して

きたものであり、現在は利用される頻度の低い古い楽曲

も多いのではないかと考えられるためである。 

以上より、JASRAC と他の音楽著作権管理事業者との

競争が活発になれば、音楽出版社は、より多くの著作権

使用料を支払う管理事業者を選ぶことができるように

なる。そうすれば、著作者の印税収入も増え、楽曲制作

のインセンティブが向上するのではないかと考えられ

る。 

 

Ⅶ おわりに 

 

現在、私的録音補償金制度の拡大の是非について、さ

まざまな利害関係者が各立場からそれぞれの言い分を

                                                   
612008年 3月 27日に初めて、株式会社ジャパン・ライツ・クリ

アランスが YouTubeと包括的許諾契約を締結し、それに続き、株

式会社イー・ライセンスも締結、さらには 10月 23日、JASRAC

も YouTubeと包括的許諾契約を締結した。また「ニコニコ動画」

を展開するニワンゴも複数の音楽著作権管理事業者と包括的許

諾契約を締結している。 

主張している。そして我々は、個々の立場に立って是非

を主張するのではなく、音楽市場の社会厚生を最大化す

るような総合的な視点から制度拡大の是非を考えた。今

後、本稿のように包括的な視点から制度を捉え、より適

切な音楽市場となるよう政策を講じることが一層必要

とされるだろう。 

ここで本稿における理論、分析の課題を述べておく。

理論では、モデルの簡略化のため独占市場を想定する等、

実際の音楽市場とは異なるモデルを用いている。また、

短期の分析であるため、権利者のインセンティブといっ

た長期的な問題をモデルに組み込めてはいない。また実

証分析においても、データ制約上、同じ作品でコピーコ

ントロールのかかっている CDとかかっていない CDでの

売上の差を見ることはできていない。そのため CCCD に

おける完全に正確な効果を分析できているとはいえな

い。そして、サンプルとしてオリコンの上位 20 位を用

いているため、セレクションバイアスの可能性を孕むこ

とは完全には否定できない。また、CD という財の需要

の不確実性があるにしても、分析における決定係数が低

いことも今後の課題として残る。よって今後、より現実

に即した理論モデルの構築、そして分析を行うことが望

ましいと考える。最後に、本稿が今後議論される私的録

音補償金制度の拡大問題についての解決の一助となる

ことを願って締めくくることとしたい。 
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図表 

図 1 私的録音補償金の徴収から分配までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私的録音補償金管理協会 sarah HP（http://www.sarah.or.jp/info/info11.html）より作成 

 

図 2 音楽 CDの生産数量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本レコード協会 HP（http://www.riaj.or.jp/data/cd_all/cd_all_q.html）より作成 
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図 3 ハードディスク内蔵型録音機器販売台数指数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「BCNランキング標準パネル」04-05年 月次より作成 

 

図 4 私的録音補償金徴収額の推移 
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私的録音補償金管理協会 sarah HP（http://www.sarah.or.jp/info/info11.html）より作成 
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表 5 シングル CDにおける実証分析結果 

変数 係数 ｔ値 p値 

定数項 9.958321 12.17520 0.0000 

CCCD ダミー -0.222778 -5.169843 0.0000 

両 A面ダミー -0.053767 -0.991471 0.3216 

演歌ダミー -0.666122 -5.644552 0.0000 

邦楽ダミー -0.060757 -0.076163 0.9393 

前作売上枚数（自然対数値） 0.137446 10.67730 0.0000 

マキシシングルダミー 0.122497 0.991434 0.3216 

価格 -1.70E-06 -0.015874 0.9873 

紅白出場ダミー -0.002363 -0.068739 0.9452 

初回限定版ダミー -0.048367 -1.117122 0.2641 

楽曲数 0.017388 1.337466 0.1812 

タイアップダミー 0.076456 2.032293 0.0422 

発売日からの経過日数 -0.006230 -13.38145 0.0000 

前作からの経過日数の 2乗 -9.93E-09 -0.408615 0.6829 

前作からの経過日数 1.04E-06 0.010051 0.9920 

前作存在ダミー -0.027565 -0.802302 0.4225 

サンプル数 3977 

 自由度修正済み決定係数 0.136284 

  
 

表 6 アルバムにおける実証分析結果 

変数 係数 ｔ値 p値 

ベスト盤ダミー 0.136495 2.369133 0.0179 

定数項 10.05496 58.07069 0.0000 

CCCD ダミー 0.031502 0.429690 0.6675 

邦楽ダミー 0.217755 2.517632 0.0119 

前作売上枚数（自然対数値） 0.103522 6.859209 0.0000 

楽曲数 0.004552 0.765326 0.4442 

オムニバスダミー -0.671193 -1.702633 0.0888 

価格 -1.15E-05 -0.232451 0.8162 

紅白出場ダミー 0.006018 0.124087 0.9013 

初回限定版ダミー -0.025007 -0.333876 0.7385 

発売日からの経過日数 -0.003170 -8.684129 0.0000 

前作からの経過日数 -7.93E-06 -0.049563 0.9605 

前作存在ダミー 0.080462 0.867715 0.3857 

前作からの経過日数の 2乗 -2.27E-08 -0.308790 0.7575 

サンプル数 4019 

自由度修正済み決定係数 0.069946 
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表 7 基本統計量（シングル CD） 

 平均 中央値 標準偏差 分散 歪度 尖度 範囲 最小 最大 

CD売上枚数 

（自然対数値） 
10.05055 9.938758 0.798877 0.638204 0.807164 3.621449 4.97917 8.374938 13.3541 

CCCDダミー 0.172787 0 0.37811 0.142967 1.731 3.99636 1 0 1 

両 A面ダミー 0.09434 0 0.292337 0.085461 2.775638 8.704167 1 0 1 

演歌ダミー 0.01559 0 0.123897 0.01535 7.82055 62.161 1 0 1 

邦楽ダミー 0.996731 1 0.057087 0.003259 -17.40478 303.9264 1 0 1 

前作売上枚数 

（自然対数値） 
2.60094 2.674149 1.280293 1.63915 -0.469705 3.100379 7.85321 -2.30258 5.55063 

マキシシング

ルダミー 
0.985915 1 0.117854 0.01389 -8.247077 69.01429 1 0 1 

価格 1137.359 1100 168.7277 28469.03675 0.498286 10.06689 2325 300 2625 

紅白ダミー 0.393208 0 0.488524 0.238656 0.43726 1.191196 1 0 1 

初回限定版 

ダミー 
0.155181 0 0.362123 0.131133 1.904671 4.62777 1 0 1 

楽曲数 3.755533 4 1.340832 1.79783 1.874487 10.66903 16 1 17 

タイアップ 

ダミー 
0.7043 1 0.456414 0.208314 -0.895351 1.801653 1 0 1 

発売日からの

経過日数 
31.88433 18 40.88334 1671.44749 4.717568 31.48446 412 3 415 

前作からの経

過日数の 2乗 
110616.1 15876 1154710 13333551841 32.39726 1317.217 50239695 49 50239744 

前作からの 

経過日数 
26.28118 14.5 30.88158 953.671983 2.538045 13.67441 257.3 0.1 257.4 

前作存在 

ダミー 
0.965251 1 0.489912 0.240014 24.61096 809.5506 17 0 17 
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表 8 基本統計量（アルバム） 

 平均 中央値 
標準 

偏差 
分散 歪度 尖度 範囲 最小 最大 

CD売上枚数 

（自然対数値） 
10.31216 10.1101 0.87422 0.764273 1.137965 5.071993 10.1110 4.804021 14.9150 

ベスト盤 

ダミー 
0.155362 0 0.36229 0.131257 1.902771 4.620536 1 0 1 

CCCDダミー 0.111222 0 0.31444 0.098876 2.47309 7.116172 1 0 1 

邦楽ダミー 0.723054 1 0.44754 0.200297 -0.99691 1.993834 1 0 1 

前作売上枚数 

（自然対数値） 
3.25548 3.52046 1.52467 2.324643 -0.60640 3.099077 7.84384 -1.20397 6.63987 

楽曲数 15.95112 14 10.5801 111.94020 11.92037 235.3682 266 0 266 

オムニバス 

ダミー 
0.121235 0 0.32644 0.106564 2.320866 6.38642 1 0 1 

価格 2894.263 3059 946.420 895712.52 17.40243 434.54 28800 1000 29800 

紅白ダミー 0.233449 0 0.42307 0.178995 1.260209 2.588128 1 0 1 

初回限定版 

ダミー 
0.13192 0 0.33844 0.114546 2.175387 5.732308 1 0 1 

発売日からの 

経過日数 
35.91588 18 56.4048 3181.5037 10.91071 274.3571 1837 2 1839 

前作からの 

経過日数 
405.0163 347 320.531 102740.44 3.21948 20.78907 2750 6 2756 

前作存在 

ダミー 
0.839754 1 0.42393 0.179723 4.412289 137.874 11 0 11 

前作からの経

過日数の 2乗 
266164.6 120409 668666 447115289422 8.502389 87.98873 7595536 0 7595536 
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表 9 2001年 4月から 2003年 12月までのシングルにおける分析結果 

変数 係数 ｔ値 p値 

定数項 10.11019 12.43015 0.0000 

CCCD ダミー -0.310866 -5.655269 0.0000 

両 A面ダミー 0.007890 0.116917 0.9069 

演歌ダミー -0.825701 -4.755067 0.0000 

邦楽ダミー -0.041646 -0.053091 0.9577 

前作売上枚数（自然対数値） 0.118338 7.864175 0.0000 

マキシシングルダミー 0.139491 0.949942 0.3423 

価格 3.60E-05 0.276258 0.7824 

紅白出場ダミー 0.035062 0.865863 0.3867 

初回限定版ダミー -0.036588 -0.582458 0.5603 

楽曲数 0.016111 1.116243 0.2645 

タイアップダミー 0.081997 1.887905 0.0592 

発売日からの経過日数 -0.009897 -13.02193 0.0000 

前作からの経過日数の 2乗 5.52E-08 0.887534 0.3749 

前作からの経過日数 -0.000180 -1.034478 0.3011 

前作存在ダミー -0.035850 -1.058518 0.2900 

サンプル数 2719 

自由度修正済決定係数 0.153845 

 

表 10 2001年 4月から 2003年 12月までのアルバムにおける分析結果 

変数 係数 ｔ値 p値 

ベスト盤ダミー 0.136056 1.934647 0.0533 

定数項 10.04642 51.37153 0.0000 

CCCD ダミー -0.019089 -0.191651 0.8480 

邦楽ダミー 0.369347 3.497099 0.0005 

前作売上枚数（自然対数値） 0.113544 6.097442 0.0000 

楽曲数 0.006696 0.937072 0.3489 

価格 -6.26E-05 -1.066803 0.2863 

紅白出場ダミー 0.001665 0.028195 0.9775 

初回限定版ダミー -0.169637 -1.757290 0.0791 

発売日からの経過日数 -0.004831 -9.038656 0.0000 

前作からの経過日数 0.000292 1.397779 0.1624 

前作存在ダミー 0.057729 0.619951 0.5354 

前作からの経過日数の 2乗 -1.17E-07 -1.345610 0.1787 

サンプル数 2739 

自由度修正済決定係数 0.095449 
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表 11 2001年 4月から 2004年 10月までのシングルでの分析結果 

変数 係数 ｔ値 p値 

定数項 9.896883 12.10412 0.0000 

CCCD ダミー -0.263344 -5.758505 0.0000 

両 A面ダミー -0.036134 -0.610238 0.5418 

演歌ダミー -0.697031 -5.119468 0.0000 

邦楽ダミー -0.017374 -0.021863 0.9826 

前作売上枚数（自然対数値） 0.134823 9.837791 0.0000 

マキシシングルダミー 0.163063 1.238633 0.2156 

価格 -1.39E-05 -0.120666 0.9040 

紅白出場ダミー 0.003407 0.093440 0.9256 

初回限定版ダミー -0.024670 -0.509314 0.6106 

楽曲数 0.024158 1.788221 0.0739 

タイアップダミー 0.060601 1.517809 0.1292 

発売日からの経過日数 -0.006245 -12.50692 0.0000 

前作からの経過日数の 2乗 -1.02E-08 -0.177662 0.8590 

前作からの経過日数 1.70E-05 0.110171 0.9123 

前作存在ダミー -0.027640 -0.806770 0.4199 

サンプル数 3420 

自由度修正済決定係数 0.138555 

 

表 12 2001年 4月から 2004年 10月までのアルバムでの分析結果 

変数 係数 ｔ値 p値 

ベスト盤ダミー 0.174771 2.826958 0.0048 

定数項 10.07513 54.20588 0.0000 

CCCD ダミー 0.051283 0.674576 0.5000 

邦楽ダミー 0.274750 2.981819 0.0029 

前作売上枚数（自然対数値） 0.103429 4.599498 0.0000 

楽曲数 0.005346 0.808511 0.4189 

オムニバスダミー -0.731634 -1.712520 0.0870 

価格 -5.29E-05 -0.976198 0.3291 

紅白出場ダミー 0.042693 0.806216 0.4202 

初回限定版ダミー -0.086339 -1.040718 0.2982 

発売日からの経過日数 -0.005096 -10.03073 0.0000 

前作からの経過日数 0.000331 1.876702 0.0607 

前作存在ダミー 0.060344 0.654643 0.5128 

前作からの経過日数の 2乗 -1.31E-07 -1.694950 0.0903 

サンプル数 3433 

自由度修正済決定係数 0.096057 
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図 13 CD売上による印税が著作者に入るまでのフロー 
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安藤和宏（1999）『夢の印税生活』（リットーミュージック）、 

Knowledge village「知ろう知的財産権」（http://www.kv-jp.om/column/2006/10/post_188.php）より作成 

 

図 14 著作権使用料金の割合 
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文化審議会著作権分科会過去の著作物等の保護と利用に関する小委員会第 5回議事録・ 

配布資料（http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/bunka/gijiroku/021/07071007/001/001.htm）より作成
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自治体のごみ処理政策に関する実証分析 

～包括的リサイクルシステムの構築～ 

 

加納 千名津・齋藤 厳輝・阪上 洋一 

杉山 知大・鈴村 梓・首藤 直樹 

 

 

要旨 

 

我が国では、2000 年の循環型社会形成推進基本法の制定を始めとし、従来の大量生産・大量消費・大量廃棄のワンウ

ェイ型社会からの脱却、循環型社会への移行の必要性が強く叫ばれてきた。しかし、数々の法整備にも関わらず、未だ最

終処分場の逼迫など、我が国が抱える問題は少なくない。廃棄物処理問題に関しては、国として包括的な対応による解決

を図るのではなく、自治体単位で様々な対策が行われることが一般的である。そこで、本稿では自治体のごみ回収制度の

違いによる排出抑制、再資源化効果に着目する。前述の問題解決のため、排出抑制を実現した上での再資源化促進が必須

であるという考えの下、我々は自治体の廃棄物処理制度の見直しが必要ではないかという問題意識を持った。 

そこで、自治体の回収制度がごみ排出量、再資源化量に与える影響を WLSによって分析し、排出抑制、再資源化促進に

寄与する要因を明らかとする。分別数や有料制度といった変数に加え、住民のリサイクルに対する取り組みを表す集団回

収率を用いたこと、さらには有料制実施交差項ダミーを用い、有料制度の組み合わせによる効果も含めた包括的な分析を

行うことに本稿の特徴がある。 

 分析結果から、集団回収制度は排出抑制、再資源化に正の影響を与えており、有効な施策であることが実証された。

また、有料制度の組み合わせでは生活系ごみに関して、［従量総合］×［従量資源］では排出量を増大させてしまう一

方、事業系ごみに対して同様の有料制度を導入した場合、排出抑制、再資源化ともに効果的であることが実証された。

この結果に基づき、循環型社会形成に向けて、①エコ・マイレージ制度の導入、②回収制度マニュアルの配布という 2

つの政策を提言した。

                                                   
本稿の作成にあたっては、山内直人教授（大阪大学）をはじめ、多くの方々から有益かつ熱心なコメントを頂戴した。ここに記して感

謝の意を表したい。しかしながら、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰するものである。 



 

 66 

Ⅰ はじめに 

 

産業社会の出現により、我が国では大量生産・大量消

費・大量廃棄型のライフスタイルが定着し、環境資源は無

限のものと想定した生産や消費が行われてきた。確かに、

産業社会の発展に伴い我々の生活は便利で豊かなものと

なったが、地球上の資源は有限であり、また、日本は国土

面積が小さいという地理的要因から、このワンウェイ型社

会は、資源の将来的な枯渇の可能性や、廃棄物の最終処分

場の逼迫などの問題を引き起こした。 

そこで、日本では循環型社会への移行が急務となり、リ

サイクルだけでなく、リデュース、リユースの取り組みを

加えた、「3R原則」を一体化して促進させると同時に、国

民のライフスタイルを根本的に変革していくことが必要

となった。そして、「循環型社会形成推進基本法（2000年

制定）」を始めとし、循環型社会に移行するための法体制

も順次整えられてきた。 

その結果、リサイクル率は年々上昇傾向にあり、2006

年では全国平均 19.6％を達成したが、世界各国と比較す

ると、日本のリサイクル率が高水準にあるとは言い難い。

例えば、積極的にリサイクル活動に取り組むスウェーデン

ではリサイクル率 90％、同じアジアの中で見ても韓国で

は一般廃棄物1のリサイクル率 49％を達成している。この

ように我が国においてリサイクルが促進されない背景に

は、国を挙げて行なってきた焼却政策がある。大量の廃棄

物処理に対し、古くから多額の税金を焼却炉建設に投じて

きたため、現在では我が国の焼却技術は世界トップレベル

の水準2を誇り、一般廃棄物の約 80％が焼却処分されてい

る。このような焼却技術への過度の依存が、循環型社会形

成の障害となっている。 

こうした国としての包括的な廃棄物処理政策の問題を

受け、各自治体はごみの有料化や、分別回収などの取り組

みにより、問題解決を図ってきた。一般的に廃棄物回収は

各自治体に委任されているため、回収制度は自治体ごとに

                                                   
1一般廃棄物は産業廃棄物に比べてリサイクル率が低いことや、

市民生活により密接な関係を持つことから、本稿では一般廃棄物

（し尿を除く）に焦点を当て、以下議論を進めていく。 
2日本は数多くの焼却施設を有しており、2000年では 1715基を持

ち、当時の世界の焼却施設数の約 3分の 2を占めた。施設数は徐々

に減少傾向にはあり、2005年には 1319基となったものの、24時

間稼動する全連続式焼却施設が年々増加している。 

様々である。ここで注目すべき点が、回収制度の違いによ

り、リデュース、リサイクルの達成に差異が見られること

である。この点から、回収制度の見直しにより、更なる排

出抑制、再資源化が期待できるのではないか、と我々は考

えた。 

そこで、本稿では自治体の回収制度による、ごみ排出抑

制効果と再資源化効果に着目し、どのような施策がごみ排

出量の削減、再資源化量の増加に寄与するかを加重最小二

乗法（WLS）によって分析する。 

なお、本稿の構成は以下の通りとなる。 

Ⅱ章では、一般廃棄物処理に関する現状を述べ、その問

題点を挙げる。Ⅲ章では、先行研究を紹介した上で、本稿

の位置付けを述べる。Ⅳ章では、WLSを用いて、排出量と

再資源化量に影響を与える要因について実証分析を行う。

Ⅴ章では、Ⅳ章で得た分析結果を踏まえ、考察を行う。Ⅵ

章では、循環型社会形成に向けた政策を提言する。Ⅶ章で

は、分析における問題点や今後の課題を述べ、結びとする。 

 

Ⅱ 現状 

 

１ ワンウェイ型社会から循環型社会へ 

 

（１）法制度の整備 

20 世紀は、大量生産・大量消費・大量廃棄のワンウェ

イ型社会であった。しかし、廃棄物の最終処分場の逼迫、

資源の将来的な枯渇の可能性などの問題に直面したため、

諸外国ではリサイクル法制の整備を進め、循環型社会への

転換を図ってきた。 

 我が国でも早急なる循環型社会への移行の必要性を受

け、3R原則の提唱や法体制の整備が順次行われてきた。

3R原則とは、①リデュース（廃棄物の発生抑制）、②リユ

ース（再利用）、③リサイクル（再資源化）の優先順位で

廃棄物処理が推進されることが望ましいという概念であ

る。法の整備に関しては、2000年に「循環型社会形成推

進基本法」が制定された。これは、環境基本法第四条の「環

境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築」とい

う理念に則り、循環型社会の形成について原則を定めたも

のである。この法律の第二条によれば、「循環型社会」と
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は、①製品などの廃棄物化が抑制され、②製品などが循環

資源となった際、循環的な利用が促進され、③循環的な利

用がされない循環資源においては適正な処分が確保され、

④天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低

減される社会のことを指す。また、第十二条では、国民は

製品の継続的使用、再生品の使用、分別回収への協力など

によって、廃棄物の排出抑制やリサイクルの促進に努める

と共に、国や地方公共団体の施策に協力する責務があると

述べられている。しかし、リサイクルを推し進めることが

一概に良いとは言えない。3R原則は、エネルギー削減効

率の高い順にリデュース、リユース、リサイクルとなって

いる。リサイクルを行うことにもエネルギーが必要となる

ため、よりエネルギー削減効率の高いリデュースが優先的

に行われ、その上でリサイクルを行うことが必要とされる。 

 「循環型社会形成推進基本法」だけでなく、同年には、

廃棄物処理法3の改正や、食品リサイクル法4の成立など、

廃棄物処理関連法が多数、改正・制定されたため、2000

年は「循環型社会元年」と呼ばれている。3R 原則は、循

環型社会形成の大前提となっており、この中でもリサイク

ルに関するものとして、容器包装リサイクル法5（1995 年

制定、2006 年改正）や家電リサイクル法6（1998 年制定、

2001 年改正）などの各種リサイクル法が制定、施行され

た。現在我が国の循環型社会法制は、「循環型社会形成推

進基本法」を頂点とし、同法の下に各種リサイクル法と廃

棄物処理法が位置付けられている。 

 

（２）リサイクル率の推移 

前項にて、循環型社会形成へ向け、リサイクルに関する

法制度が整備されてきたことを述べたが、ここでは一般廃

棄物のリサイクルの現状を検討する。リサイクルについて

                                                   
3「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（1970年制定）。廃棄物

の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、

再生、処分などの処理をし、並びに生活環境を清潔にすることに

より、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とし

たもの 
4「食品循環資源の再生利用などの促進に関する法律」。食品循環

資源の再生利用・熱回収及び食品廃棄物などの発生の抑制・減量

に関し基本事項を定め、食品に係る資源の有効な利用の確保及び

食品に係る廃棄物の排出の抑制を促したもの 
5「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」。

容器包装廃棄物の排出抑制及び分別収集により、一般廃棄物の減

量及び再生資源の充分な利用を促したもの 
6「特定家庭用機器再商品化法」。家電の製造業者、小売業者に対

し、廃棄物となった家電の回収及び廃棄物から再使用可能な部品、

材料を再商品化による廃棄物の減量及び再生資源の十分な利用

を促したもの 

は、その効率性を表す指標であるリサイクル率7から、現

状を見ることができる。リサイクル率とは、排出された廃

棄物のうち、どれだけ再資源化されたかという比率を示す

ものである。この値の推移は図 4 によって確認できるが、

2006 年度には全国平均値がおよそ 19.6％となっている。

リサイクル率が増加していることから、国民のリサイクル

に対する意識は年々高まってきていると言える。 

 以上のように、法整備により、リサイクルに関しては一

定の成果が見られてきた。しかし、リデュースに関しては、

依然として課題が残されている。この問題について次節に

て検討を行う。 

 

２ 総排出量の推移と最終処分場の逼迫 

 

 本節では、一般廃棄物の総排出量の推移と、最終処分場

の逼迫に関する現状を述べ、リデュースの必要性に関して

検討する。 

 

（１）一般廃棄物の総排出量の推移 

 一般廃棄物の総排出量については、図 1から分かるよう

に、2000 年までは年々増加し、一時は約 5500万トンにま

で達した。先に述べた 2000 年の法整備により、その後は

徐々に減少しているものの、2006年ではまだ 1994年の値

を上回っており、最も排出量の多かった 2000 年と比較し

て約 300万トン、10年前との比較では約 90万トンの減少

に留まっている。また、総排出量を一人一日当たりに換算

すると、最も排出量の多かった 2000年に比べ、2006年で

は約 70グラムの減少に留まっており、10年前と比べると

約 35 グラムという僅かな減少となっている。このことか

ら、総排出量は過去 10年間でほぼ横ばいに推移しており、

現状において、効果的なリデュースが達成されているとは

言い難い。 

前節で述べたように循環型社会に向け、リデュースの上

でのリサイクルが求められている。これは、大量廃棄・大

量リサイクルでは循環型社会の目的に合致しないためで

ある。そのため、単純にリサイクル率の向上で満足するの

ではなく、今後、更なる排出削減が求められる。 

 

                                                   
7（直接資源化量＋中間処理後再生利用量＋集団回収量）÷（総

処理量＋集団回収量）×100で定義される。 
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（２）最終処分場の逼迫による問題点 

前述の問題以外に、リデュースの必要性を強調する理由

として、最終処分場の逼迫という現状が挙げられる。廃棄

物は通常、回収された後、再資源化できるものだけを取り

除く中間処理8が行われ、その後、残渣9を埋め立てる最終

処分が行われる。そして、埋立地となるのが最終処分場で

ある。図 2からも分かるように、最終処分場の残余容量は

着実に減少しており、このことが問題視されている。残余

容量を一人当たりに換算すると、図 3より 2005年では一

人当たり約 1㎥となっており、差し迫った状況にあるとい

うことが明白である。 

また、残余年数10に関しては、2004 年の時点で 13.2年

となっている。図 2では、残余容量は年々減少しているも

のの、残余年数は僅かに増加しており、一見矛盾が生じて

いるようにも見える。しかし、これは処分場の増設による

一時的な増加に過ぎず、廃棄物の総排出量が減少している

ためではない11。日本は国土面積が狭く、山地が多いとい

う地理的性質から、最終処分場の更なる増設は困難である。

現に、関東ブロックや中部ブロックなどでは最終処分場を

充分に確保することができず、域外に廃棄物が流出してい

るという現状がある。しかし、これでは循環型社会形成推

進基本法における、廃棄物の排出者責任にそぐわない。加

えて、他地域の廃棄物流入に対し、住民から不満の声が上

がるなどの問題がある。以上の問題から、廃棄物の総排出

量を減らすことが必要不可欠である。 

 

３ 自治体の取り組み 

 

第一節では、リサイクル率の現状について触れ、2006

年では 19.6％を達成していることを示した。だがこの値

は全国平均であり、実際には各自治体間でリサイクル率に

大きな差異が見られる。例を挙げると、リサイクル率の高

い自治体では、48.6％（神奈川県鎌倉市）、43.0％（東京

都調布市）、一方低い自治体では、12.4％（大阪府大阪市）、

                                                   
8廃棄物が最終処分される前に行われる焼却、脱水、乾燥、中和、

破砕などの処理 
9廃棄物を中間処理した後に残るもの 
10新規の最終処分場が整備されず、当該年度の最終処分量により

埋立が行われた場合に、埋立処分が可能な期間（年）のこと 
11処分場の設置だけでなく、最終処分量の減少による残余年数の

増加であること、航空測量の精度向上により正確な容量が得られ

たことも、残余年数増加の一因である。 

13％（兵庫県神戸市）となっている12。同じ国内でもこの

ような差異が見られるのは、自治体ごとの施策の違いによ

るところが大きいと考えられる。 そこで本節では、自治

体ごとに、具体的にどのような取り組みの違いが見られる

のかを検討する。 

 

（１）各種回収制度の現状 

 一般廃棄物の回収に関しては、自治体ごとに様々な制度

が導入されている。回収方式には、大別して各戸回収とス

テーション回収の 2つの方式がある。まず、各戸回収とは、

一軒ごとにごみを回収するというものである。ステーショ

ン回収とは、決められた回収場所（ステーション）に住民

がごみを出し、それを回収するというものである。自治体

によっては、この 2つを併用して行うところもある。 

 また、処理費用の内部化、ごみ削減に対するインセンテ

ィブを住民に与えるという目的から、近年ごみの有料化を

実施する自治体が増加している。図 6 から分かるように、

生活系、事業系ごみ共に 7割以上の自治体がごみの有料化

を実施している。有料制度には主に、従量制、定額制、超

過量制の 3つの課金方式があり、各制度の自治体での実施

状況を見ると、従量制をとる自治体が生活系ごみでは 7

割以上を占め、事業系ごみにおいては約 9割となっている

（図 7）。従量制とは、ごみの排出量に応じて処理手数料

を支払うもので、ごみ袋の有料化がそれに当たる。各自が

地域指定のごみ袋を購入し、ごみを出す際にはその袋を使

用する。定額制は、排出量に関わらず、ごみの排出に対し

て一定の課金がなされる。超過量制は、ある一定量までの

排出に関しては課金されないが、それを超えると課金され

るというものである。具体的には、一世帯の構成人数に応

じて、一年間に一世帯当たり一定量のごみ袋（またはごみ

回収チケット）が配布され、超過分は追加のごみ袋や回収

チケットを購入することで補う。 

 

（２）自治体の取り組みの現状 

 ここでは、自治体の取り組みの違いを具体的に検討する。 

 自治体によって、ごみの分別数は様々で、表５から確認

できるように 2 種類のところから 26 種類以上もの分別数

                                                   
12鎌倉市、調布市については 2005年、大阪市、神戸市については

それぞれ 2004年、2003年の値 
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をとるところまである13。前節の例で、リサイクル率の高

い都市として鎌倉市を挙げたが、同市では分別数は 19 種

類となっており、回収制度の面ではステーション回収、そ

して事業系ごみのみ従量制をとっている。一方、リサイク

ル率の低い大阪市では、分別数は 4種類、混合ごみの各戸

回収を行っており、一部で超過量制をとっている。このよ

うに自治体によってごみの回収制度は異なり、それがリサ

イクル率に大きな差異をもたらしていると考えられる。 

 

（３）地域独自の取り組み 

廃棄物の回収は自治体の取り組みに限るものではない。

自治体の行う分別回収とは別に、集団回収制度というもの

がある。これは、登録した地域団体が自主的に資源ごみを

回収し、資源回収業者に引き渡す制度である。ここでいう

地域団体とは、自治会、婦人会、PTA などの非営利目的団

体を指し、これらの団体には回収量に応じて各自治体から

報奨金が交付される。各自治体では集団回収を推奨し、こ

れを行う団体を募集しているが、その実施状況は自治体ご

とに異なる。 

 

４ 現状から問題意識へ 

 

このような最終処分場の逼迫、循環型社会への移行の必

要性という点から、リデュースを実現した上でのリサイク

ルの実施が重要である。しかし、現状では時系列で見たご

み総排出量にほぼ変化がなく、リデュースが効果的に実現

されているとは言い難い。 

また、自治体によってリサイクル率の差異が大きいこと

を指摘したが、このことから施策がごみ排出量や再資源化

量に与える影響は大きいと考えられる。 

以上から、我々は最終処分場逼迫の問題を解決し、循環

型社会形成を推進する上で、さらなる排出削減を行い、そ

の上でリサイクルを進める必要があるのではないか、また、

自治体の回収制度の見直しを図ることで、それを達成でき

るのではないかという問題意識を持った。 

そこで本稿では、ごみ排出量と再資源化量に与える要因

を分析し、どのような施策がごみ排出抑制、再資源化促進

に寄与するのかを明らかにする。そしてその結果をもとに

循環型社会形成に向け、よりよいリサイクル政策を考案す

                                                   
13最も分別数の多い例として、徳島県上勝町の 34種類がある。 

る。 

 

Ⅲ 先行研究 

 

１ 先行研究のレビュー 

 

現在、ごみ排出量削減とリサイクル促進のポリシーミッ

クスを議論する研究は多く存在し、経済分析を行っている

ものも少なくない。代表的なものとして碓井（2003）、苗

（2006）、中村・川瀬（2007）などが挙げられる。 

 碓井（2003）は 3230 の全国市町村データを用いて、一

人一日当たりごみ総排出量と一人一日当たりリサイクル

量の 2つを被説明変数とする回帰分析を行っている。総排

出量とリサイクル量の 2 つをそれぞれ同じ説明変数で回

帰することで、ごみの発生抑制効果とリサイクル効果を分

けて詳細に分析している。また、独自に収集した従量制有

料化指定袋の価格を説明変数に加えているため、従量制有

料化指定袋価格を 1％上昇させることで、ごみの総排出量

を 0.082％減少させ、リサイクル量を 0.073％上昇させる

という結果を得ている。しかし、これは容器包装リサイク

ル法施行以前のデータを使用しており、現在も同様の結果

を得られるとは考え難い。 

 苗（2006）では首都圏の 248市町村のデータを用い、人

口密度・所得の地域要因と、廃棄物の収集頻度・分別数・

有料制度実施の政策要因が、リサイクル率に与える影響に

対し仮説を立て、分析している。廃棄物を廃棄主体別（生

活系・事業系）、種類別（総合類・資源類）に分類するこ

とにより、それぞれの回収政策の効果を比較している。そ

の結果、資源類廃棄物の回収頻度の増加、分別数の増加な

どが再資源化に有効であるという結果を得ている。しかし、

この分析ではリサイクル率を被説明変数においているた

め、ごみの排出削減とリサイクル量増加の、どちらに影響

が出ているのかが検討できない。 

 中村・川瀬（2007）では、有料化ごみ袋 10 リットル当

たりの価格のほか、有料制度の組み合わせによる相乗効

果・相反効果について分析するため、有料制実施の交差項

ダミーを説明変数に追加している。これにより、ごみ袋価

格を 10 円上昇させることによって 1.6％のごみ減量効果
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を期待できるが、［従量総合］×［従量資源］、［定額総合］

×［従量資源］などの組み合わせはごみの排出量を増加さ

せるという結果を得ている。ただし、この分析は家庭から

排出されるごみのみを対象としており、事業系廃棄物は分

析の対象外としている。 

 

２ 本稿の位置付け 

 

以上のような先行研究に対し、本稿ではまずⅡ章でも取

り上げている集団回収制度に着目した。我々は集団回収量

をリサイクル活動に対する住民の取り組み、意識の高さを

表す代理指標と捉え、これを用いることによって住民の意

識が、自治体全体としてのごみ排出量抑制や再資源化促進

に寄与するかどうかを測ることが出来るのではないかと

考えた。本稿では、これを集団回収率として新たに説明変

数に加え分析を行なう。また、有料制実施交差項ダミーを

用い、有料制度組み合わせによる効果を分析する。中村・

川瀬（2007）に対する本稿のオリジナリティとして、事業

系ごみに対する有料制度の組み合わせも含めた包括的な

効果の分析を行う。加えて、前述の各先行研究の問題点を

解決するため、データの更新と説明変数の精査・整理を行

ない、各施策とごみ排出量・再資源化量の関係を明らかに

する。 

なお、本稿では苗（2006）と同様、一般廃棄物を総合類

廃棄物と資源類廃棄物に分類して扱った。資源類廃棄物と

は、指定されるビン、カン、新聞古紙、ペットポトルなど

の廃棄物を指し、それ以外の可燃、不燃、粗大ごみなどの

廃棄物は総合類廃棄物とする。 

 

Ⅳ 分析 

 

本章では、被説明変数を一人一日当たりごみ排出量、一

人一日当たり再資源化量とし、自治体の地域的特性や政策

的特性を説明変数とした回帰分析を行う。地域的特性によ

る影響をコントロールした上で、一般廃棄物の回収制度が、

ごみ排出量と再資源化量に及ぼす影響を明らかとする。 

以下、各変数の説明やデータの出典について述べ、分析

と結果の考察を行う。 

１ 変数選択について  

 

本稿では、碓井（2003）に基づいて、被説明変数に一人

一日当たりごみ排出量、一人一日当たり再資源化量を用い

た。説明変数に関しては、各自治体の地域的特性として、

人口密度、一人当たり課税対象所得、第 3次産業就業者比

率、昼夜間人口比率、平均世帯人数、一人当たり事業所数

を採用した。また、政策的特性として、直接埋立率、分別

数、人口千人当たり処理従事職員数、収集頻度、従量制ダ

ミー、定額制ダミー、超過量制ダミー、各戸回収ダミー、

ステーション回収ダミー、併用回収ダミーを採用し、さら

に集団回収率や、中村・川瀬（2007）に倣い、有料制実施

の交差項ダミーを加えた。 

集団回収率に関しては、2005 年度より、環境省が定義

するごみ総排出量に集団回収量が含まれるようになった

ことから、説明変数に加えることとした。従来のごみ排出

量の定義は、「計画収集量14＋直接搬入量15＋自家処理量16」

であったが、自家処理量が総排出量の 0.2％程度17とわず

かな量であるため排出量から除外され、代わって量の把握

がされている集団回収量18が含まれることとなった。集団

回収率を説明変数として用いることで、リサイクル活動に

対する住民の取り組み、意識の高さが、自治体全体として

のごみ排出量抑制や、再資源化促進に寄与するかどうかを

測ることが出来ると考えた。 

有料制実施の交差項ダミーに関しては、各自治体は生活

系ごみ、事業系ごみ、さらにはその中での総合類廃棄物、

資源類廃棄物のそれぞれに対し、有料制を導入するかどう

かを選択し、また有料制を導入した場合は、その課金方式

を選択する。そのように排出主体、廃棄物の種類ごとに、

適切な制度を組み合わせることで、自治体はごみ減量や、

リサイクルの促進を図っている。有料制実施の交差項ダミ

ーを用いることで、各有料制度の組み合わせによる効果を

分析できると考え、説明変数として加えた。なお、中村・

                                                   
14一般廃棄物のうち、市町村が収集するごみの量。生活系のごみ

以外に事業系のごみ（許可業者収集や直接搬入など）も含まれる。 
15市町村の処理施設に排出者などが直接持ち込むごみの量 
16計画収集区域内で、市町村などにより計画収集される以外の家

庭系一般廃棄物で、ごみを自家肥料、又は飼料として用いるか、

直接農家などに依頼して処分させ、または自ら処分しているも

のである。自家処理量を正確に把握することは不可能なため、

多くの自治体においては推定値を公表している。 
17平成 17年度実績。約 10万トン 
18平成 17年度で約 200万トン 
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川瀬（2007）では生活系ごみのみを対象としていたが、本

稿では事業系ごみに対する有料制度組み合わせによる効

果も分析対象とする。 

 

２ 変数の定義と効果の予測  

 

 本節では、主な変数の定義と意味について簡単に触れ、

ごみ排出量と、再資源化量に及ぼす効果の予測を行う。 

 

（１）被説明変数 

①一人一日当たりごみ排出量 

総排出量（＝計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量）を

一人一日当たりに換算したもの。 

②一人一日当たり再資源化量 

再資源化量（＝総排出量×再資源化率）を一人一日当た

りに換算したものを用いる。自治体によって資源ごみの定

義が異なるため、資源ごみ回収量ではなく、最終的に廃棄

物が再資源化された量である再資源化量19を用いた。 

 

（２）地域的特性 

①人口密度 

都市部と過疎地域でのごみ排出行動の差異を検討する。

人口が密集していない地域ほど、不法投棄や自家処理が増

加することが考えられる。それらのごみは総排出量に計上

されないため、排出量は減少すると予想される。また、都

市部においては、スペースの確保が困難であることから、

ごみ排出抑制、再資源化促進に対しともに不利となること

が予想される。 

②一人当たり課税対象所得 

各自治体内の住民の所得水準を表す。自治体内の住民全

ての所得データが公表されていないため、自治体の課税対

象所得を人口で除することで、自治体内の住民の平均所得

の代理変数として用いる。所得水準が上がることで、消費

が増大し、それに伴ってごみ排出量は増大するものと予想

される。また、ごみ排出量の増加に伴い、資源ごみの排出

量が増加することから、再資源化量も増加すると考えられ

る。 

 

                                                   
19資源ごみから有価物として再資源化された量を表しているので、

資源ごみ回収量よりも量は少ない。 

③平均世帯人数 

一世帯を構成する家族人数を表す。人口を世帯数で除し

た各自治体の平均値である。世帯人数が増えることで、家

族で消費財を共有することにより、一人当たりのごみ排出

量は減少すると予想される。また、家族で協力してリサイ

クルに取り組むことが出来るため、再資源化量は増加する

と考えられる。 

④一人当たり事業所数 

自治体内の事業所数が多いほど、事業系ごみの混入率が

増加するため、総排出量は増加すると予想される。 

⑤昼夜間人口比率 

夜間の人口に対する昼間の人口の割合を表す。比率が高

いほど、昼間に他地域からの人口流入が多く、それに伴い

ごみの排出量が増加することが考えられる。また再資源化

量は減少すると予想される。 

 

（３）政策的特性 

  ①直接埋立率20 

総排出量のうちで、中間処理されずに、直接埋立処分さ

れた比率。値が高いほど、最終処分場に余裕があることが

考えられる。そのため、住民に対するごみ削減、リサイク

ルへの呼びかけが希薄になることから、排出抑制、再資源

化には負の効果があると予想される。 

②集団回収率 

総排出量のうち、集団回収量が占める割合。地域団体に

よる集団回収が促進されることで、より効果的な分別回収

が行われ、住民間のリサイクルに対する意識向上にも寄与

することが考えられるため、ごみ排出量は抑制され、再資

源化量は増大することが予想される。 

③人口千人当たり21処理従事職員数 

処理従事職員数が増えることで、処理業務が円滑に行わ

れるようになり、再資源化に効果的であると予想される。 

④分別数 

より細かな分別数を設定し、住民にごみ分別を促すこと

により、ごみ排出抑制、再資源化促進に効果的であると考

えられる。 

 

                                                   
20（直接最終処分量）÷（ごみの総処理量）×100 
21人口で割ることで一人当たりに換算すると、値が非常に小さな

ものとなるため、分析の都合上、千人当たりの値を用いた。 
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⑤収集頻度22 

ごみ収集を頻繁に行うことで、ごみを多く排出してもす

ぐに回収されるため、ごみ排出抑制には効果的でないと予

想できる。同様の理由から、資源ごみの排出量が増加する

ことにより、再資源化量は増加すると考えられる。 

⑥回収方式ダミー23 

各戸回収ダミーに関して、各戸回収が行われている場合

は 1、行われていなければ 0とする。ステーション回収ダ

ミー、併用回収ダミーに関しても同様とする。住民間で相

互に監視機能が働くステーション回収では、排出抑制、再

資源化促進に共に効果的であると予想される。一方で、各

戸回収では監視機能が働かないため、効果は得られないと

考えられる。また、併用回収の効果の予測は困難なため、

分析にて明らかとする。 

⑦有料制度ダミー 

従量制ダミーに関して、ごみ回収の際に従量課金が行わ

れていれば 1、行われていなければ 0とする。定額制ダミ

ー、超過量制ダミーに関しても同様とする。排出量に応じ

て料金が課金される従量制では、ごみ排出抑制に効果があ

ると予想される。 

⑧有料制実施交差項ダミー 

生活系ごみに関して、総合類廃棄物と資源類廃棄物に対

する、有料制度の課金方式の組み合わせを、有料制度ダミ

ーの交差項を用いて表す。事業系に関しても同様とする。

制度の組み合わせによる効果を分析する。 

 

３ データの出典について 

 

本稿の分析には、全国 1814市町村の平成 17年度クロス

セクションデータを用いる。人口密度、一人当たり課税対

象所得、第 3次産業就業者比率、昼夜間人口比率、平均世

帯人数のデータは、総務省統計局『平成 17 年国勢調査』

から、その他のデータは環境省『一般廃棄物処理事業実態

調査平成 17 年度実績』24より得た。なお、データの記述

                                                   
22事業系ごみの収集は不定期で行っている自治体が多いため、本

稿では頻度の把握が可能である生活系ごみの収集頻度を対象

とした。また、対象となる廃棄物の収集頻度の合計値を週単位

に換算したものを用いた。 
23総合類廃棄物には粗大ごみも対象となるが、粗大ごみの収集は

各戸回収で行われることが主であり、自治体間に差異が表れ

ないため、回収方式ダミーの作成に関して粗大ごみは対象外

としている。 
24最新データは平成 18年度版となっているが、総務省データとの

統計量は表 8に記載している。 

 

４ 実証分析 

 

本節では、自治体の地域的特性による影響をコントロー

ルした上で、各回収制度が、一人一日当たりごみ排出量と

一人一日当たり再資源化量に与える影響を分析する。苗

（2006）では、被説明変数にリサイクル率を用いた 1本の

分析式による推定をおこなっているが、排出抑制の上での

再資源化促進に効果的な制度、施策を明らかにするため、

本稿では碓井（2003）と同様に、以下の 2本の分析式によ

る推定を行った。 

なお、被説明変数の一人一日当たりごみ排出量、一人一

日当たり再資源化量、説明変数の平均世帯人数、一人当た

り課税対象所得はいずれも各自治体の平均値であるため、

各自治体の誤差項に不均一分散が生じている恐れがある。

そのため、White検定を行った結果、不均一分散が生じて

いることが判明した。不均一分散がある場合は、通常の最

小二乗法（OLS）が使用できないため、本稿の分析におい

ては、人口でウェイト付けした加重最小二乗法（WLS）に

よって推定を行った。 

また、分析結果のパラメータが、それぞれの被説明変数

に対する弾力性を表すよう、被説明変数と、人口密度、一

人当たり課税対象所得、平均世帯人数、一人当たり事業所

数、人口千人当たり処理従事職員数を対数変換して用いて

いる。 

 

分析①：総排出量モデル 

   iiii DXGlog   

分析②：再資源化量モデル 

   iiii DXRlog   

 

G ：一人一日当たりごみ排出量（kg） 

R：一人一日当たり再資源化量（kg） 

 ：定数項 

 ：誤差項 

                                                                                 
整合性をとるため、平成 17年度のデータを用いた。 
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1X ：人口密度（対数値）（人/平方キロメートル） 

2X ：一人当たり課税対象所得（対数値）（百万円） 

3X ：平均世帯人数（対数値）（人） 

4X ：一人当たり事業所数（対数値）（件） 

5X ：第 3次産業就業者比率（％） 

6X ：昼夜間人口比率（％） 

7X ：直接埋立率（％） 

8X ：集団回収率（％） 

9X ：人口千人当たり処理従事職員数（対数値）（人） 

10X ：分別数（種類） 

11X ：収集頻度［総合類］（回/週） 

12X ：収集頻度［資源類］（回/週） 

 

1D ～ 10D ：回収方式ダミー 

各戸回収ダミー、ステーション回収ダミー、併用回収ダ

ミーのそれぞれに対して、［生活系総合類］、［生活系資源

類］、［事業系総合類］、［事業系資源類］を設定する。ただ

し、各戸回収ダミーに関しては、生活系ごみと事業系ごみ

の間に強い相関関係が見られたため、多重共線性の問題を

回避し、［事業系総合類］、［事業系資源類］のみを用いた。 

 

11D ～
22D ：有料制度ダミー 

従量制、定額制、超過量制のそれぞれに対して、［生活

系総合類］、［生活系資源類］、［事業系総合類］、［事業系資

源類］を設定する。 

 

23D ～ 36D ：有料実施交差項ダミー 

生活系ごみに関して、［従量総合］×［従量資源］、［従

量総合］×［定額資源］、［従量総合］×［超過量資源］、

［定額総合］×［従量資源］、［定額総合］×［定額資源］、

［定額総合］×［超過量資源］、［超過量総合］×［従量資

源］、 ［超過量総合］×［定額資源］、［超過量総合］×［超

過量資源］の 9つの組み合わせを設定し、事業系ごみに関

しても同様の組み合わせを設定する。 

ただし、生活系の［超過量総合］×［従量資源］、事業

系の［超過量総合］×［定額資源］の組み合わせに関して

は、該当する自治体が存在しなかったため、説明変数には

加えていない。また、多重共線性の問題を回避するため、

事業系の［超過量総合］×［従量資源］、［超過量総合］×

［超過資源］の組み合わせも同様に説明変数から除外して

いる。 

分析①では一人一日当たりごみ排出量を、分析②では一

人一日当たり再資源化量を被説明変数とする。このモデル

において、E-Views6を用いて WLSで回帰分析を行った。 

自由度修正済み決定係数はそれぞれ 0.774942、

0.492683 である。また、これらのモデルにおいて、「すべ

ての係数の値が 0である」という帰無仮説を立て F検定を

行ったところ、有意水準 1％で棄却された。詳細な分析結

果に関しては表 9、10を参照されたい。 

 

Ⅴ 分析結果の考察 

 

本章では、Ⅳ章で行った 2つのモデルによる分析結果の

考察を行う。 

 

１ 総排出量モデルの考察 

 

（１）地域的特性 

自治体の地域的特性を表す変数に関して、主な結果につ

いて検討する。一人当たり課税対象所得は 1％有意水準で

正の影響を与えている。所得が 1％増加するとごみの排出

量は 0.2％増加する。このことから、所得が増加すること

で消費が増加するため、排出量も増加した事が推測される。

平均世帯人数は 1％有意水準で負に影響を与えている。世

帯人数が 1％増加すると排出量は 0.45％減少する。世帯人

数が複数であれば、ごみとなる消費財を共有するため、一

人当たりの排出量が抑制されたと考えられる。 

 

（２）政策的特性 

政策的特性に関して、処理従事職員数は 10％有意水準

で正に影響を与えていた。これはごみ排出量が多い自治体

ほど、処理事業に多くの人材を配置しているためと考えら

れる。分別数は 1％有意水準で負に影響を与えた。分別数

が 1 種類増えると、ごみの排出量は 0.03％減少する。さ

らに集団回収率も 1％有意水準で負の影響を与えており、

集団回収率が 1％上昇すると 3.2％のごみ排出が減少する。

このことから分別数の増加と集団回収率の向上は、ごみ排

出抑制に有効だと考えられる。また、収集頻度に関しては、
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総合類では有意な結果は得られず、資源類では収集頻度が

増えると、ごみ排出量が増加する結果となった。収集が頻

繁に行われた場合、ごみを大量に排出してもすぐに回収し

てもらえるため、排出抑制のインセンティブが働かないこ

とから、このような結果が得られたものと推測される。 

次に、有料制度では、従量制［事業系資源類］と定額制

［生活系資源類］が、1％有意水準で正の影響を与えた。

従って、これらの有料制度はごみ排出抑制に効果が見られ

なかった。しかし、従量制の生活系資源類と事業系総合類、

及び定額制の事業系資源類に関しては、1％有意水準、定

額制の事業系総合類は 10％有意水準で負の影響を与えた。

このことから、これらの有料制度はごみ排出抑制に寄与す

ることが分かる。一方、超過量制に関しては有意な結果は

得られなかった。以上より、有料制度に関して、従量制と

定額制の一部には排出抑制効果が見られたものの、超過量

制に関しては、排出抑制効果は見られなかった。 

そして、これらの有料制度の組み合わせであるが、生活

系の［定額総合］×［定額資源］と事業系の［従量総合］

×［従量資源］が 1％有意水準で負の影響を与えた。しか

し、生活系でも［従量総合］×［従量資源］、［従量総合］

×［定額資源］、事業系の［従量総合］×［定額資源］、［定

額総合］×［従量資源］の組み合わせは正に影響を与えて

おり、これらの組み合わせは逆にごみ排出量を増加させて

しまう結果となった。回収方式は、ステーション回収の生

活系資源類と事業系資源類、併用回収の生活系資源類と事

業系総合類がそれぞれ、有意水準 10％、5％、1％、10％

で負に影響を与えていた。この結果からこれらの回収方式

はごみ排出抑制に効果が見られた。 

 

２ 再資源化量モデル 

 

（１）地域的特性 

地域的特性に関して、主な結果を述べる。平均世帯人数

は１％有意水準で負に影響を与えた。これは世帯人数が複

数の場合、資源化し得る消費財を共有するため資源ごみ排

出が減少したことによる結果であると推測される。同様

に、一人当たり事業所数も１％有意水準で負の影響を与え

た。これは事業活動において、リサイクルに掛かるコスト

増大を懸念したことによる結果と考えられる。 

 

（２）政策的特性 

政策的特性に関して、まず分別数は 1％有意水準で正に

影響を与えていた。分別数を 1 種類増やすことによって

0.03％再資源化量が増加する。また、集団回収率も 1％有

意水準で正に影響を与え、集団回収率が 1％上がると再資

源化量が 4.2％増加する。ここから、分別回収、集団回収

制度は再資源化促進に効果があると言える。収集頻度は、

総合類は 1％有意水準で負に影響を与えた。しかし、資源

類では逆に 1％有意水準で正に影響を与えた。これは、総

合類の収集頻度が多いと、資源ごみも総合類と一緒に出す

人が増加するため再資源化量は減少し、逆に資源類の頻度

が多いと、資源ごみとしてきちんと分別排出するインセン

ティブになるので、再資源化量が増加したと考えられる。 

また、有料制度では定額制の［生活系資源類］以外は正

に有意に働かず、再資源化量には効果が見られなかった。

次に、回収方式であるが、各戸回収は再資源化量向上には

効果が見られず、ステーション回収の中でも［生活系総合

類］と［事業系資源類］は 1％有意水準で正に影響した。

これはステーション回収では住民間に相互監視機能が働

くため、きちんと分別し、リサイクルしやすいようにごみ

を細かく分別して出すためだと推測される。 

次に有料制度の組み合わせであるが、事業系の［従量総

合］×［定額資源］以外は再資源化量向上に有意に効かな

かった。このことから、有料制度はリサイクル向上に対す

る直接的なインセンティブになっていないと考えられる。 

 

３ 考察のまとめ 

 

以上、2つのモデルによる分析結果を総括すると、分別

数を 1 種類増やすことで 0.03％ごみ排出量を抑制し、ま

た、再資源化量も増加させる。細かくごみを分別回収する

ことは、リデュース、リサイクルともに効果的であると言

える。また、集団回収率は 1％増加することで 3.2％の排

出削減効果と、4.2％の再資源化効果があった。これはリ

デュース、リサイクルに大きく貢献している結果と言え

る。処理従事職員数に関しては、1％増加すると 0.1％再

資源化を抑制させ、0.02％ごみ排出量が増加することが分

かった。これは前節の効果予測に反する興味深い結果であ

り、処理事業における人材配置が非効率に行われている可

能性がこの結果をもたらしたと推測される。次に有料制度
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であるが、有料制度全体を見て、排出量に関しては一定の

削減効果が見られたが、資源化には直接的な効果を及ぼさ

ないことが分かった。また、超過量制に関してはその両面

で効果が見られなかった。 

回収方式は事業系資源類のみステーション回収でごみ

排出抑制、資源化量増加の効果が見られたが、他の回収方

式では、リデュースとリサイクルを同時に促進する効果は

見られなかった。また、収集頻度の多寡は排出抑制、資源

化促進に直接的な効果を及ぼさなかった。最後に有料化の

組み合わせであるが、生活系の組み合わせでは［従量総合］

×［従量資源］でごみ排出量を増加させてしまうことが分

かった。［定額総合］×［定額資源］の組み合わせでは 0.3％

のごみ排出抑制効果があった。しかし、この組み合わせは

再資源化量を減少させてしまうため、本稿の目的である、

ごみ排出を抑制した上での再資源化量増加には一致しな

い。事業系の組み合わせでは［従量総合］×［従量資源］

の組み合わせで 0.9％のごみ排出抑制効果がある。さらに

この組み合わせでは再資源化量も増加し、本稿の目的とも

合致する。 

これらの考察を踏まえた上で政策提言に移る。 

 

Ⅵ 政策提言 

 

分析結果より、①集団回収の促進がごみの排出量の減

少・リサイクル量の増加に大きく貢献していること、②ご

みの有料化政策、及びその組み合わせには、再資源化量を

増加させるような効果はなく、また排出量に対しても一部

を除きクリティカルな効果がないことが実証された。 

 Ⅱ章第 2節でも述べたが、多くの自治体では有料制度を

採用している。これは排出者である住民に対し、金銭的な

コストを課すことで、排出抑制と再資源化にインセンティ

ブを与えることを目的としたものである。一方で、集団回

収制度は、住民の自主的な回収努力に対する見返りとして、

報奨金を支払うことで、住民にインセンティブを与えてい

る。この 2つの制度は住民に排出抑制、再資源化を促すと

いう意味では共通であるが、そのインセンティブ構造は互

いに相反するものである。このことから、分析結果は有料

化、つまりコスト意識による排出抑制、再資源化促進には

限界があり、その一方で、集団回収制度のような利得付与

によるインセンティブを与えることが効果的であること

を示唆している。 

 以上を踏まえ、本稿では循環型社会形成に向け、以下の

2つの政策提言を行う。 

 

１ エコ・マイレージ制度の導入 

 

 本稿においては、集団回収率を住民のリサイクルに対す

る取り組みや意識の高さを表す指標と捉え、集団回収の促

進が排出抑制、再資源化促進に大きく寄与するという分析

結果を示した。この結果から、既存の集団回収制度の枠組

み以上に広く住民を巻き込んだ制度の確立が必要である

と考え、エコ・マイレージ制度の導入を提言する。 

 Ⅱ章でも述べたが、集団回収制度とは地域団体が資源類

廃棄物を回収し、資源回収業者に引き渡す制度である。集

団回収の取り組みについては、現在のところ容器包装リサ

イクル法などの法律で位置付けられているものではない。

つまり既存の仕組みに一定の大枠はあるものの、各地方自

治体が独自にシステムを作って取り組んでいるのが現状

である。また、報奨金は１kgあたり 3～6円というのが一

般的であるが、住民への周知は主に各地方自治体のホーム

ページを媒体としており、そもそもホームページの有無や

その精度によって情報へのアクセスのしやすさは様々で

あるため、認知度は地域によって異なる。また、報奨金還

元の対象となるのは、団体単位となるため、個人への直接

的な還元はなく、団体に属さない住民に対しては、資源回

収のインセンティブを与えるものではない。 

 以上から、より広く住民を巻き込んだ制度の確立には、

①制度自体の認知度向上、②個人単位でのインセンティブ

付与が重要となる。この 2点を達成すべく、エコ・マイレ

ージの制度設計を行う。 

 

（１）エコ・マイレージの概要 

まず「エコ・マイレージ」は、住民の自主的な資源回収

への貢献を最終的にはスーパーなど各企業のポイントと

して利用できるような枠組みの総称とし、その枠組みへ企

業が加盟するという形をとる（図 11参照）。企業は加盟の

際に、資源ごみ回収ボックスの設置を義務付けられ、エ

コ・マイレージポイントと自社のポイントとの交換レート



 

 76 

を定める。住民はそれをもとに、資源回収の際に得たエ

コ・マイレージポイントをどの企業のポイントとして利用

するかを選択する。従来、各自治体より支払われていた報

奨金はエコ・マイレージの管理団体を通して、還元額に応

じて各企業へ分配する形をとる。 

集団回収制度との最大の違いは、還元の対象となる主体

が団体ではなく、個人単位となることである。団体形成が

困難な住民にも資源ごみ回収へのインセンティブを与え、

制度に関わる住民層を拡大することで、更なるリサイクル

の促進を図る。 

また、集団回収制度では、住民は回収した資源ごみをリ

サイクル業者に回収してもらい、自治体に実績報告を行う

作業が必要とされる。これに対しエコ・マイレージ制度で

は、エコ・マイレージ管理団体が加盟企業に設置した回収

ボックスに住民が資源ごみを出し、これをリサイクル業者

が回収するシステムをとるため、実績報告書類の作成作業

を省くことができる。加えて住民にとって身近な場所を回

収拠点とすることで、制度の認知度向上を図るとともに、

住民にとってアクセスしやすい環境を整備する。 

 

（２）参加企業へのインセンティブ 

このエコ・マイレージに加盟することは、今日盛んに叫

ばれている CSR 活動の一環になり得るという意味で企業

イメージのアップにつながる。例えば、スーパーならば既

存の広告チラシなどに表記し、環境意識が高いことをアピ

ールすることができる。近年では環境意識の高い消費者は

増加傾向にあり、製造者や売り手が環境に配慮しているか

どうかが実際の購買に影響することも少なくない。そうい

った中で企業イメージを高め、結果的に新たな顧客開拓に

もつなげることができる。また、自社ポイントとマイレー

ジポイントとの交換レートが高ければ、より住民の来店者

の増大も見込め、販売機会が拡大する。 

 

（３）住民のメリット 

集団回収制度では、還元対象が団体であり、個人への直

接的な還元は行われていなかった。対象が個人となること

で、地域団体に属さない住民にも、回収の対価としてのマ

イレージポイントが還元され、住民全体としての効用の増

大が見込まれる。 

また、還元先を自由に選ぶことのできるエコ・マイレー

ジポイントが支給されるため、全国の加盟企業、店舗でポ

イントを使用することが出来る。その際、還元先には当然

レートの高い企業のポイントが選ばれる。そもそも小売・

サービス業界でポイント制度が取り入れられているのは、

①頻繁に利用する利用者の囲い込み、②顧客の購買情報を

POS システム25を通じて把握する、③その場で値引きする

のではなくポイント還元という形をとって支出を先送り

させ、ポイントの有効期限切れなどで結果的に支出を削減

できる、と大きく 3点の理由が挙げられ、もちろんポイン

ト制度の利用者数、発行されているポイントの合計額や利

用頻度は高ければ高いほどよい。よって、企業サイドとし

てもエコ・マイレージから自社ポイントへの還元を増やし

たいのは自明であり、加盟企業同士の競争によって自然と

交換レートも上がることが予想される。その結果、住民は

報奨金を得た場合より多くの効用を得ることができる。 

 

（４）集団回収制度との連携 

 ここまで、エコ・マイレージ制度の最大の特徴として、

対象が個人であることを主張してきたが、既存の集団回収

制度のメリットである、団体内での相互協力による効果も

決して無視できない。それに関しては次の対応を行う。 

 基本的なエコ・マイレージポイントの還元対象は住民個

人とし、地域団体による集団回収が行われた場合には、個

人での資源回収により多くのポイントを団体に属する各

個人に還元する。これにより、団体を形成するインセンテ

ィブを与え、地域団体による集団回収も従来通り促進でき

ると考えた。 

 なぜ、わざわざ現行の集団回収のシステムに加えて、管

理団体や企業を複雑に巻き込んで住民へ還元するシステ

ムを構築するのか。それは企業を巻き込むことそのものに

も意味があるからである。集団回収率の向上が排出量抑制

にも効果が見られたことから、住民の自主的な取り組みを

推進する制度を整備することにより、住民の環境意識の向

上が期待できる。このエコ・マイレージの枠組みに巻き込

まれる企業にも同様のことが言えるはずで、当初は目先の

メリットを重視して加盟したとしても、実際にこの事業に

関わる社員から徐々に意識向上を狙うことができる。また

                                                   
25店舗で商品を販売するごとに商品の販売情報を記録し、集計結

果を在庫管理やマーケティング材料として用いるシステムのこ

と 
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本節の第 2項で述べたように、加盟企業がエコ・マイレー

ジへの加盟をアピールすることで、エコ・マイレージ自体

の認知度の向上も期待できる。 

 

２ 回収制度マニュアルの配布 

 

前章の分析結果から、分別数の増加や集団回収率の向上

は、ごみ排出量の抑制や、再資源化量の増加に寄与し、リ

デュース・リサイクルともに効果的な施策であるが、一方

で、処理従事職員数の増加はごみ排出量を増加させ、再資

源化量の抑制に繋がってしまうなど、様々な政策的特性に

よる影響が明らかとなった。 

 しかし、現状でも述べたが、我が国では自治体によって

回収政策に大きな差異があり、各自治体がそれぞれ循環型

社会の目的に即した回収政策を用いているとは言い難い。

その要因として、自治体が上記の分析結果を踏まえ、施策

を実行しようとしても、そのための十分な知識やノウハウ

を持っていないことが考えられる。そこで、本稿では、環

境省に対し、廃棄物に関する現状や回収政策などを綴った

マニュアルを毎年各自治体に配布することを提言する。 

 マニュアルの内容として、第一に、廃棄物処理の実態や

各自治体におけるリサイクル率の達成度、最終処分場の残

余年数などを表記し、各自治体にごみ処理やリサイクルの

現状に関して正しく認知させることを挙げる。このことに

より、各自治体は、全国のごみ処理状況を把握した上での

施策を実行することができる。また、他の自治体の施策や

リサイクル率を認識すること、そして認知されることは、

競争原理に基づき、より循環型社会形成に沿った施策を行

なうインセンティブに繋がる。 

 第二に、政策的特性による影響を表記する。本稿の仮説

とは結果を異とした、処理従事職員数の増加がごみ排出量

の増加、再資源化量の抑制に寄与することなどを自治体に

認知させることで、より適切な処理従事職員の配置などの

見直しを促す。また、分析で明らかとなった分別数の増加

や集団回収率の向上が、リデュースとリサイクルともに効

果的であることを周知させ、これらの施策を推進する。ま

た、回収方式や有料化の組み合わせに関しては、事業系資

源類のステーション回収や事業系の［従量総合］×［従量

資源］が、ごみ排出量抑制、再資源化量増加の効果がある

ことなど、具体的にどのような回収政策が効果的であるの

かについて詳細に述べ、推進すると同時に、ごみ排出量を

増加させてしまう施策や、効果の見られない施策について

も述べ、改善を求める。 

 以上のようなマニュアルを環境省が毎年配布すること

によって、各自治体はごみ処理に関する現状を正しく詳細

に把握し、循環型社会形成に即した施策を行なうノウハウ

を身に付けることができ、それにより、ごみ排出量の抑制、

再資源化促進に繋がると本稿では考えた。 

 

Ⅶ おわりに 

 

循環型社会形成に向け、現行の国による廃棄物処理政策

は、リサイクル率の改善など、一定の成果を提示してきた。

しかし、排出抑制の上での再資源化促進という、本来の循

環型社会の前提を満たすまでには至っていない。国による

包括的な対策では限界があることから、我々は自治体単位

での対策が問題解決の鍵を握ると考えた。そこで本稿では、

自治体の廃棄物回収制度の効果に着目し、排出抑制、再資

源化効果をもたらす要因を WLS による分析にて明らかと

した。そして分析結果に基づき、循環型社会形成に向けた

政策提言を行った。 

しかし、本稿における今回の研究には、まだ不備な点も

存在する。分析において分別数を増やすことによりごみ排

出抑制効果、再資源化量効果が見られた。だが、分別数を

どの水準まで増やせばいいのか、という点ではまだ議論の

余地が残っている。分別数による効果は線形に増大するの

ではなく、その増加率は分別数の増加により逓減するため、

効果を最大化する点が存在すると考えられる。既存の研究

の中には、この最大値を分析したものも存在するが、単純

な二次関数モデルによる説明を行ったに過ぎず、結果の信

頼性に問題がある。また、分析に使用したデータに関して、

時間的制約などの問題により、有料制度の価格データが入

手できなかったことが挙げられる。有料制度に関して、本

稿ではダミー変数を用いて、有料制度を実施しているか否

かについてのみ効果の分析を行ったが、今後、従量制ごみ

袋価格や、定額性における課金額、さらには超過量制にお

いて課金対象となる基準値をモデルに組み込んだ、詳細な

分析を行う必要がある。今後、廃棄物処理に関する研究の
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発展のため、環境省には市町村の有料制度に関する価格デ

ータを含めた、さらなるデータ整備、開示を求む。 

最後に、分析に基づいて行った政策提言は完全なもので

はないかもしれないが、今後、本稿の研究が国及び自治体

による、循環型社会形成に向けた廃棄物処理の方針決定の

一助となることを願い、結びとする。 
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図表 

図 1 廃棄物総排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省「日本の廃棄物処理（H18）」 

 

図 2 最終処分場の残余容量と残余年数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省「日本の廃棄物処理（H18）」 
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図 3 一人当たり残余容量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省「日本の廃棄物処理（H18）」 

 

図 4 一般廃棄物のリサイクル率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省「日本の廃棄物処理（H18）」 

 

表 5 ごみの分別数 

 

 

出典：環境省「日本の廃棄物処理（H18）」 
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図 6 ごみ有料化の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省「日本の廃棄物処理（H17）」 

 

図 7 ごみ有料化制度の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省「日本の廃棄物処理（H17）」 
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表 8 記述統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 9 分析結果① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.7538891.4450561.940920142.52.931153収集頻度［資源類］

11.370871.4677090.854244082.52.596939収集頻度［総合類］

2.8878320.4078314.6544632261111.50469分別数

265.906412.897231.317650.00010733.45630.2294690.559022人口千人当たり処理従事職員数

8.0974931.7020050.05160100.4928890.0207790.040827集団回収率

27.066054.5427840.1154710100.043054直接埋立率

75.143064.33810311.7330463.87062313.824795.7269595.1556昼夜間人口比率

201.211312.5212426732.0120.4929950754459.914584787第3次産業就業者比率

13.495811.5935590.0201450.0034340.2487180.0454920.045953一人当たり事業所数

3.2818180.2064340.4094841.3987374.4156122.8564032.891067平均世帯人数

4.0292570.6533240.3108830.4265752.8620821.1130831.14452一人当たり課税対象所得

14.457563.1760641818.65312.5408113356.86550.36531201.828人口密度

268.059211.949820.1739770.0112154.6747390.1848330.209807一人一日当たり再資源化量

66.510785.2646550.3573540.1483296.876980.9492870.968429一人一日当たり総排出量

尖度歪度
標準偏
差

最小値最大値中央値平均

5.7538891.4450561.940920142.52.931153収集頻度［資源類］

11.370871.4677090.854244082.52.596939収集頻度［総合類］

2.8878320.4078314.6544632261111.50469分別数

265.906412.897231.317650.00010733.45630.2294690.559022人口千人当たり処理従事職員数

8.0974931.7020050.05160100.4928890.0207790.040827集団回収率

27.066054.5427840.1154710100.043054直接埋立率

75.143064.33810311.7330463.87062313.824795.7269595.1556昼夜間人口比率

201.211312.5212426732.0120.4929950754459.914584787第3次産業就業者比率

13.495811.5935590.0201450.0034340.2487180.0454920.045953一人当たり事業所数

3.2818180.2064340.4094841.3987374.4156122.8564032.891067平均世帯人数

4.0292570.6533240.3108830.4265752.8620821.1130831.14452一人当たり課税対象所得

14.457563.1760641818.65312.5408113356.86550.36531201.828人口密度

268.059211.949820.1739770.0112154.6747390.1848330.209807一人一日当たり再資源化量

66.510785.2646550.3573540.1483296.876980.9492870.968429一人一日当たり総排出量

尖度歪度
標準偏
差

最小値最大値中央値平均

0.8818-0.14875-0.21438超過量制[事業系資源類]

0.65830.4423850.178251超過量制[事業系総合類]

0.9424-0.07226-0.43366超過量制[生活系資源類]

0.3371-0.96017-0.16453超過量制[生活系総合類]

0.003-2.97761-0.3508定額制[事業系資源類]

0.0915-1.68875-0.1382定額制[事業系総合類]

0.00183.1330910.249692定額制[生活系資源類]

0.94680.0667580.004373定額制[生活系総合類]

08.1663791.02499従量制[事業系資源類]

0.0001-3.8736-0.21168従量制[事業系総合類]

0-30.9819-1.63899従量制[生活系資源類]

0.6388-0.46952-0.01943従量制[生活系総合類]

04.8192780.02141収集頻度[資源類]

0.10771.6096450.013652収集頻度[総合類]

0.06161.8703090.018471人口千人当たり処理従事職員数

0-20.9554-0.03629分別数

0-8.8514-3.2829集団回収率

0.15161.434480.107099直接埋立率

0.56610.5739520.000602昼夜間人口比率

0.61520.5027028.05E-06第3次産業就業者比率

0.0004-3.5357-0.04704一人当たり事業所数

0-7.52217-0.45777平均世帯人数

05.827050.218839一人当たり課税対象所得

0.0286-2.19063-0.02431人口密度

0.00892.618120.387206定数項

P値t値係数変数

0.8818-0.14875-0.21438超過量制[事業系資源類]

0.65830.4423850.178251超過量制[事業系総合類]

0.9424-0.07226-0.43366超過量制[生活系資源類]

0.3371-0.96017-0.16453超過量制[生活系総合類]

0.003-2.97761-0.3508定額制[事業系資源類]

0.0915-1.68875-0.1382定額制[事業系総合類]

0.00183.1330910.249692定額制[生活系資源類]

0.94680.0667580.004373定額制[生活系総合類]

08.1663791.02499従量制[事業系資源類]

0.0001-3.8736-0.21168従量制[事業系総合類]

0-30.9819-1.63899従量制[生活系資源類]

0.6388-0.46952-0.01943従量制[生活系総合類]

04.8192780.02141収集頻度[資源類]

0.10771.6096450.013652収集頻度[総合類]

0.06161.8703090.018471人口千人当たり処理従事職員数

0-20.9554-0.03629分別数

0-8.8514-3.2829集団回収率

0.15161.434480.107099直接埋立率

0.56610.5739520.000602昼夜間人口比率

0.61520.5027028.05E-06第3次産業就業者比率

0.0004-3.5357-0.04704一人当たり事業所数

0-7.52217-0.45777平均世帯人数

05.827050.218839一人当たり課税対象所得

0.0286-2.19063-0.02431人口密度

0.00892.618120.387206定数項

P値t値係数変数

0.774942自由度修正済み決定係数

0.8898-0.13856-1.14213定額[事業系総合類]×超過量[事業系資源類]

0.5644-0.57643-0.078定額[事業系総合類]×定額[事業系資源類]

06.4074350.697357定額[事業系総合類]×従量[事業系資源類]

0.96220.0473410.087306従量[事業系総合類]×超過量[事業系資源類]

0.03232.1421720.329339従量[事業系総合類]×定額[事業系資源類]

0-6.7855-0.91633従量[事業系総合類]×従量[事業系資源類]

0.92940.0886690.527769超過量[生活系総合類]×超過量[生活系資源類]

0.97410.0324460.306531超過量[生活系総合類]×定額[生活系資源類]

0.94980.0630030.389566定額[生活系総合類]×超過量[生活系資源類]

0.0034-2.92928-0.28295定額[生活系総合類]×定額[生活系資源類]

0.3865-0.86628-0.13003定額[生活系総合類]×従量[生活系資源類]

0.95660.0543950.320277従量[生活系総合類]×超過量[生活系資源類]

0.06371.8557660.352114従量[生活系総合類]×定額[生活系資源類]

021.917841.534992従量[生活系総合類]×従量[生活系資源類]

010.607451.161006併用回収[事業系資源類]

0.0592-1.88843-0.19664併用回収[事業系総合類]

0.0002-3.73105-0.40775併用回収[生活系資源類]

05.1703030.492342併用回収[生活系総合類]

0.0153-2.42827-0.11362ステーション回収[事業系資源類]

04.8296460.257434ステーション回収[事業系総合類]

0.0617-1.86963-0.06195ステーション回収[生活系資源類]

04.1555490.127323ステーション回収[生活系総合類]

0.1578-1.41332-0.08688各戸回収[事業系資源類]

0.00014.0298660.254083各戸回収[事業系総合類]

0.774942自由度修正済み決定係数

0.8898-0.13856-1.14213定額[事業系総合類]×超過量[事業系資源類]

0.5644-0.57643-0.078定額[事業系総合類]×定額[事業系資源類]

06.4074350.697357定額[事業系総合類]×従量[事業系資源類]

0.96220.0473410.087306従量[事業系総合類]×超過量[事業系資源類]

0.03232.1421720.329339従量[事業系総合類]×定額[事業系資源類]

0-6.7855-0.91633従量[事業系総合類]×従量[事業系資源類]

0.92940.0886690.527769超過量[生活系総合類]×超過量[生活系資源類]

0.97410.0324460.306531超過量[生活系総合類]×定額[生活系資源類]

0.94980.0630030.389566定額[生活系総合類]×超過量[生活系資源類]

0.0034-2.92928-0.28295定額[生活系総合類]×定額[生活系資源類]

0.3865-0.86628-0.13003定額[生活系総合類]×従量[生活系資源類]

0.95660.0543950.320277従量[生活系総合類]×超過量[生活系資源類]

0.06371.8557660.352114従量[生活系総合類]×定額[生活系資源類]

021.917841.534992従量[生活系総合類]×従量[生活系資源類]

010.607451.161006併用回収[事業系資源類]

0.0592-1.88843-0.19664併用回収[事業系総合類]

0.0002-3.73105-0.40775併用回収[生活系資源類]

05.1703030.492342併用回収[生活系総合類]

0.0153-2.42827-0.11362ステーション回収[事業系資源類]

04.8296460.257434ステーション回収[事業系総合類]

0.0617-1.86963-0.06195ステーション回収[生活系資源類]

04.1555490.127323ステーション回収[生活系総合類]

0.1578-1.41332-0.08688各戸回収[事業系資源類]

0.00014.0298660.254083各戸回収[事業系総合類]
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表 10 分析結果② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 エコ・マイレージの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.8372-0.20554-0.62496超過量制[事業系資源類]

0.5876-0.5424-0.46165超過量制[事業系総合類]

0.96160.048130.609333超過量制[生活系資源類]

0.73390.3400070.123169超過量制[生活系総合類]

0.8724-0.16068-0.04072定額制[事業系資源類]

0.96980.0378470.006836定額制[事業系総合類]

05.2955250.925989定額制[生活系資源類]

0.2972-1.04278-0.14793定額制[生活系総合類]

0.6239-0.49048-0.19従量制[事業系資源類]

0.0283-2.19487-0.25822従量制[事業系総合類]

0.8373-0.20532-0.0678従量制[生活系資源類]

0.23821.1798850.103755従量制[生活系総合類]

07.4329550.073304収集頻度[資源類]

0.0088-2.62378-0.05224収集頻度[総合類]

0-5.2325-0.10977人口千人当たり処理従事職員数

09.9482570.037102分別数

05.3004774.189661集団回収率

0-14.5374-2.58873直接埋立率

0.6517-0.45143-0.00101昼夜間人口比率

0.21181.2492414.22E-05第3次産業就業者比率

0-8.00399-0.22767一人当たり事業所数

0-8.7822-1.17427平均世帯人数

0.12991.515420.125497一人当たり課税対象所得

0.76910.2935830.006948人口密度

0-6.37653-2.01016定数項

P値t値係数変数

0.8372-0.20554-0.62496超過量制[事業系資源類]

0.5876-0.5424-0.46165超過量制[事業系総合類]

0.96160.048130.609333超過量制[生活系資源類]

0.73390.3400070.123169超過量制[生活系総合類]

0.8724-0.16068-0.04072定額制[事業系資源類]

0.96980.0378470.006836定額制[事業系総合類]

05.2955250.925989定額制[生活系資源類]

0.2972-1.04278-0.14793定額制[生活系総合類]

0.6239-0.49048-0.19従量制[事業系資源類]

0.0283-2.19487-0.25822従量制[事業系総合類]

0.8373-0.20532-0.0678従量制[生活系資源類]

0.23821.1798850.103755従量制[生活系総合類]

07.4329550.073304収集頻度[資源類]

0.0088-2.62378-0.05224収集頻度[総合類]

0-5.2325-0.10977人口千人当たり処理従事職員数

09.9482570.037102分別数

05.3004774.189661集団回収率

0-14.5374-2.58873直接埋立率

0.6517-0.45143-0.00101昼夜間人口比率

0.21181.2492414.22E-05第3次産業就業者比率

0-8.00399-0.22767一人当たり事業所数

0-8.7822-1.17427平均世帯人数

0.12991.515420.125497一人当たり課税対象所得

0.76910.2935830.006948人口密度

0-6.37653-2.01016定数項

P値t値係数変数

0.492683自由度修正済み決定係数

0.97940.0258150.4489定額[事業系総合類]×超過量[事業系資源類]

0.1107-1.5959-0.46531定額[事業系総合類]×定額[事業系資源類]

0.68040.4119940.098524定額[事業系総合類]×従量[事業系資源類]

0.46570.7297452.840621従量[事業系総合類]×超過量[事業系資源類]

06.7720732.27489従量[事業系総合類]×定額[事業系資源類]

0.8957-0.13114-0.05269従量[事業系総合類]×従量[事業系資源類]

0.9624-0.0472-0.59261超過量[生活系総合類]×超過量[生活系資源類]

0.99680.0040170.080048超過量[生活系総合類]×定額[生活系資源類]

0.8574-0.17969-2.34387定額[生活系総合類]×超過量[生活系資源類]

0-4.07244-0.85941定額[生活系総合類]×定額[生活系資源類]

0.21141.2501180.410675定額[生活系総合類]×従量[生活系資源類]

0.99630.0046810.058135従量[生活系総合類]×超過量[生活系資源類]

0.0023-3.06025-1.22875従量[生活系総合類]×定額[生活系資源類]

0.9578-0.05287-0.01824従量[生活系総合類]×従量[生活系資源類]

0.00812.6529570.63843併用回収[事業系資源類]

0.7543-0.31299-0.07475併用回収[事業系総合類]

0.1137-1.58286-0.38726併用回収[生活系資源類]

0.00073.3805790.742584併用回収[生活系総合類]

05.1817280.6465ステーション回収[事業系資源類]

0-4.8187-0.64057ステーション回収[事業系総合類]

0-9.34679-1.04627ステーション回収[生活系資源類]

014.687831.552158ステーション回収[生活系総合類]

0.04032.0527630.272253各戸回収[事業系資源類]

0.2157-1.2385-0.17047各戸回収[事業系総合類]

0.492683自由度修正済み決定係数

0.97940.0258150.4489定額[事業系総合類]×超過量[事業系資源類]

0.1107-1.5959-0.46531定額[事業系総合類]×定額[事業系資源類]

0.68040.4119940.098524定額[事業系総合類]×従量[事業系資源類]

0.46570.7297452.840621従量[事業系総合類]×超過量[事業系資源類]

06.7720732.27489従量[事業系総合類]×定額[事業系資源類]

0.8957-0.13114-0.05269従量[事業系総合類]×従量[事業系資源類]

0.9624-0.0472-0.59261超過量[生活系総合類]×超過量[生活系資源類]

0.99680.0040170.080048超過量[生活系総合類]×定額[生活系資源類]

0.8574-0.17969-2.34387定額[生活系総合類]×超過量[生活系資源類]

0-4.07244-0.85941定額[生活系総合類]×定額[生活系資源類]

0.21141.2501180.410675定額[生活系総合類]×従量[生活系資源類]

0.99630.0046810.058135従量[生活系総合類]×超過量[生活系資源類]

0.0023-3.06025-1.22875従量[生活系総合類]×定額[生活系資源類]

0.9578-0.05287-0.01824従量[生活系総合類]×従量[生活系資源類]

0.00812.6529570.63843併用回収[事業系資源類]

0.7543-0.31299-0.07475併用回収[事業系総合類]

0.1137-1.58286-0.38726併用回収[生活系資源類]

0.00073.3805790.742584併用回収[生活系総合類]

05.1817280.6465ステーション回収[事業系資源類]

0-4.8187-0.64057ステーション回収[事業系総合類]

0-9.34679-1.04627ステーション回収[生活系資源類]

014.687831.552158ステーション回収[生活系総合類]

0.04032.0527630.272253各戸回収[事業系資源類]

0.2157-1.2385-0.17047各戸回収[事業系総合類]
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日本の医療制度における受診機会の 

平等性と医療費負担感 

～回帰分析とカクワニ指数・支出比率を用いた分析～ 

 

新子 詩乃・上野 智子・鵜川 洋輔 

小坂 将士・張 一飛・中澤 麻衣 

 

 

要旨 

 

日本は国民皆保険や混合診療の禁止により、所得の多寡によらない平等な医療受診の機会を保ってきた。しかし、医療

費増大等による財政圧迫が深刻化し、医療費削減のために医療費自己負担率を増加させる政策がとられたため、医療の平

等な受診機会が損なわれた可能性がある。特に現役世代の自己負担率の増加は著しく、近年の所得格差拡大の影響もあり、

低所得層の現役勤労世帯の患者は経済的理由から医療を受けにくくなっているのではないかと推測される。実際、低所得

者の多数が受診抑制を経験しているというデータもあり、受診抑制による重症化が原因で死亡した例も報告されている。

もし平等な医療受診機会が保たれていないのであれば、生存権の観点から問題であることは言うまでもないが、受診抑制

をすることで治療が遅れ、重症化してから受診することで、経済的にも非効率が生じる可能性もある。 

以上の問題意識から我々は、所得の多寡によらない平等な医療受診機会が保たれているのかを明らかにするために、健

康保険組合事業年報のデータを用いて回帰分析を行った。また、医療費の家計における負担感の増加が受診抑制につなが

るとの懸念から、医療費負担感に関しても、カクワニ指数、支出比率を用いて分析を試みた。 

分析にあたり、川添・馬場園（2007）、遠藤・篠崎（2003）を先行研究とした。これまでの研究において、自己負担率

増加が医療受診機会及び負担感に与えた影響を、外来・入院別で、かつ時系列的に分析した研究は未だ存在しない。この

ように、包括的な分析を行ったという点が本稿の大きな特徴である。 

分析の結果、低所得者は外来受診を抑制し、薬剤を大衆薬に代替している状況にあり、平等な受診機会が達成できてい

ないことが明らかとなった。また、入院に関しては、医療費に対する負担感が増加しており、今後抑制が生じる可能性

がある。このことを受けて、平等な医療の実現に向けて考察を行った。

                                                   
本稿の作成にあたっては、山内直人教授（大阪大学）をはじめ、多くの方々から有益かつ熱心なコメントを頂戴した。ここに記して感

謝の意を表したい。しかしながら、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰するものである。 
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Ⅰ はじめに 

 

これまで日本の医療保険制度は国民の平等な医療受診

機会を保障してきた。しかし現在、平等な受診機会が崩れ、

医療格差が生じていると言われている。医療格差の要因は

主に 3つある。地理的要因、患者の所得、診療科の偏在の

3つである。これらの中でも、所得格差の拡大や自己負担

割合の変化といった所得要因による医療受診機会の格差

の拡大は深刻なものがある。 

実際、全国約 700カ所の病院などで構成される全日本民

主医療機関連合会を通じた調査では、病院関係者や遺族へ

の取材の結果、2000年以降に少なくとも 21人が受診抑制

により死亡していることが判明した1。 

人権の観点から問題であるのは言うまでもないが、受診

機会が制限されることにより、重症化してから治療を受け

る患者が増え、逆に多くの医療費が必要になることも危惧

される。このことは財政においても家計においても悪影響

を及ぼす。 

よって本稿では、患者の所得要因による医療格差に焦点

をあて、2つの分析を行う。 

まず、入院、外来のそれぞれについて時系列分析を行う

ことにより、医療受診に所得が与える影響、また、法改正

による自己負担率増加が低所得者の受診行動に与えた影

響を明らかにする。次に、家計における医療費の負担が大

きくなるにつれて受診機会は制限されるのではないかと

の推察から、入院費、外来診療費、医薬品費についてカク

ワニ指数と支出比率を用いて負担感の時系列変化を分析

する。 

以上の分析結果を踏まえ、受診機会において格差の少な

い医療制度に向けての政策提言をする。 

本稿では医療の平等性、受診機会について、次のように

位置づける。 

 

１）所得によらず過不足のない受診機会が達成されている

状態を、平等と定義する。 

医療における平等性には 2 つの考え方がある。1 つは、

社会保険料と受診による医療保険給付に着目し、医療サー

ビスの消費が、保険料に対して相対的に平等であるという

                                                   
1出典：朝日新聞 2006年 7月 4日 

考え方である。もう 1 つは、医療受診行動のみに着目し、

どの所得階層においても医療サービスの過不足のない消

費が、保険料によらず絶対的に平等であるという考え方で

ある。この場合、保険料は埋没費用と考えられる2。我々

は、保険料額は医療受診への意思決定に影響を及ぼさない

と考え、後者の視点に立つ。よって、本稿では、どの所得

階層においても医療サービスの過不足のない消費が達成

されている状態、つまり所得によらない平等な医療機会を

実現することを目標にする。 

 

２）受診機会は医療の消費量で計測する。 

受診機会についても 2つの側面がある 1つは医療の量と

いう側面、もう 1つは医療の質という側面である。前者の

医療の消費量について、医療は傷病を治すための方法であ

ることから手段財であり、それ自体を消費することに効用

がある目的財と異なる。このため医療の過剰な消費はない

と仮定する。後者の医療の質について、現在日本では混合

診療が認められていないことからも、質の不平等は起こっ

ていないと考えられる。このため医療の質は一定と仮定す

る。 

 

本稿では、以上の枠組みのもとで、患者の受診機会の量

が所得階層によらず平等であるかどうかを分析によって

明らかにし、より平等な受診機会を達成するための政策提

言を試みる。 

なお、本稿の構成は以下の通りである。 

まず第Ⅱ章では、医療保険制度の現状について述べる。

ここで我が国における医療保険制度の仕組み、変遷につい

ても紹介する。 

第Ⅲ章では、第Ⅱ章を受けて本稿における問題意識を述

べる。ここでは医療制度の平等性についてのみならず、家

計における医療費の負担感にも焦点をあてた。 

第Ⅳ章では、先行研究として医療の平等性について論じ

た実証論文をいくつか紹介する。また、本稿におけるオリ

ジナリティを述べる。 

第Ⅴ章では、実証分析として、受診機会の平等性、医療

                                                   
2このような仮定を simplified Feldstein framework という。

simplified Feldstein frameworkとは、保険料は傷病の有無に関

わらず支払う必要があるため、消費者にとっては所与で一定の埋

没費用であり、それゆえに受診確率への影響はない、とするもの。

税制の分析をする際等に単純化の仮定で用いられる。 
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費負担感の変化についてそれぞれ分析し、考察を行った。 

第Ⅵ章では、今後の課題と期待を述べ、結びとする。 

 

Ⅱ 現状 

 

１ 医療保険制度の仕組み 

 

（１）医療保険制度 

憲法第 25 条には「すべての国民は健康で文化的な最低

限度の生活を営む権利を有する。また、国は、すべての国

民の生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生

の向上及び増進に努めなければならない」と規定されてい

る。これを根拠として、国民は社会保障制度などにより、

「健康で文化的な最低限度の生活」を保障されているので

ある。 

現在国民が享受している社会保障制度は、主なものに社

会保険、公的扶助、社会福祉、公衆衛生等がある。さらに

細かく分類していくと、社会保険制度には医療保険、年金

保険、雇用保険がある。また、公的扶助制度は日本では生

活保護として実現されており、生活扶助、住宅扶助など 8

つから成り立つ。社会福祉は老人福祉、児童福祉などを含

んでいる。 

これらの中でも、本稿では日本の公的医療保険制度に着

目したい。後の第 2節で詳しく述べるが、日本の医療の平

等性が高く評価されてきたのは、国民皆保険など、公的医

療保険制度の貢献が大きいからである。 

医療保険とは疾病、傷害による費用保障を目的とする社

会保障のことであるが、ここで、日本の公的医療保険制度

の仕組みについて説明する。 

公的医療保険制度は、保険者、被保険者、医療機関、審

査支払機関の 4者から構成される。保険者とは、保険機関

や保険組合といわれる、職種別や地域別で出資してつくっ

た組織のことである。また、被保険者はその加入者、つま

り傷病が発生した場合に自身や家族が必要な給付を受け

られる者のことを指す。 

まず、被保険者は毎月一定額の保険料を保険者に納める。

ただし、被保険者全員が同額を支払うわけではなく、所得

や年齢層によって保険料は異なる。傷病の際には医療機関

で医療サービスを受けるが、その際に発生する費用は被保

険者が一部を負担し、医療機関の窓口で支払う。この医療

費窓口自己負担率は年齢や所得によって異なり、例えば

70 歳以下の被保険者本人であれば、現在では 3 割と定め

られている。そして、残りの費用（70 歳以下であれば 7

割）は医療機関が審査支払機関に診療報酬の形で請求する

ことになる。その際、不正請求などを防ぐために審査支払

機関が審査を行い、保険者に請求する。これを受けて保険

者は診療報酬を審査支払機関に払い込み、審査支払機関か

ら医療機関に診療報酬が支払われる。 

さらに、高額手術などの際には、高額療養費制度を利用

することができる。高額療養費制度は、医療費自己負担額

が高額になった場合の患者の家計の負担を軽減する目的

で設けられているものである。所得や年齢に応じて自己負

担限度額が定められており、自己負担がこの限度額を上回

った場合には、超過分は医療保険から別途支払われること

になる。 

我が国の公的医療保険の特徴として、強制加入であり保

険料負担は応能主義3を採っていることや、一部負担金が

あること、高齢者に対する所得移転の色彩が強くなってい

ることなどが挙げられる。また、日本では国民皆保険に代

表されるように、医療受診の平等性が高いと言われている。

これは、非高齢者一般を対象とする公的医療保険が存在せ

ず、民間医療保険が主流をなすアメリカの医療保険や、ほ

とんどの医療機関が公営で、医療費の自己負担がほぼ無料

であるイギリスの医療保険とは対照的である。 

また、日本の公的医療保険には様々な種類が存在し、一

般被用者保険（政府管掌健康保険、組合管掌健康保険）、

特定被用者保険（公務員、船員など）自営業者保険（国民

健康保険）、地域保険（市町村国民健康保険）などに分類

される。このように保険者が並立しているのは、公務員や

大企業労働者から中小企業労働者、農林漁業者、自営業者

へ、というように、公的医療保険制度が対象とする人口が

拡大していったという戦前からの歴史的経緯によるもの

である。なお、詳しい分類に関しては図 1と表 2を参照さ

れたい。 

 

（２）混合診療の禁止 

 我が国では、混合診療を禁止することで医療サービスを

                                                   
3応能主義とは、能力に応じて保険料を負担する考え方。 
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平等に提供してきた。混合診療とは自由診療（保険外診療）

と保険診療を併用するものであるが、もし併用した場合、

自由診療にかかる費用だけでなく、保険適用内の診療にか

かる費用に関しても全額患者の自己負担となってしまう

という制度が採用されている。所得の多寡により享受でき

る医療サービスの質に差が生じ不平等となることを防ぐ

などの理由から、このように現行法においては混合診療が

原則禁止とされているのである。 

 

２ 医療制度の変遷 

 

（１）平等性の高い医療保険制度 

日本では戦後、新憲法の理念のもと、法律改正や診療報

酬の引き上げなどにより急速に医療制度が整備されてい

く。1961 年には国民皆保険が達成された上に、高度経済

成長期には医療保険の給付率の改善など、社会保障制度の

充実が図られた。これらの医療制度や社会保障制度の充実

は、国民の受診機会の拡大に大きく貢献した。前述の通り

国民皆保険が達成されていることや混合診療が禁止され

ていることなどから、日本の医療制度はフリーアクセスと

呼ばれ、極めて平等性の高いものであるとして先進国の中

でも非常に高く評価されていた。 

 

（２）医療費歳出の財政圧迫による医療費自己負担の増

加 

しかし同時に、医療制度の充実及び高齢化に伴って医療

費が財政を圧迫していくこととなる。特に「福祉元年」と

呼ばれる 1973 年には、老人医療費自己負担の無料化など

が実施された。これにより高齢者の受診率が急上昇し、財

政における医療費歳出の爆発的増加をもたらした。この老

人医療費無料化には、高齢者が費用の心配をせずに受診で

きるようになる一方で、病院の待合室のサロン化現象や、

必要以上の投薬や検査などの無駄な医療消費といった問

題が指摘された。これらの影響もあり、医療費が急増した

のである。 

1974 年には石油危機が発生し、日本経済は低成長へ移

行していったので、高齢者医療費の増加は公的医療保険の

財政に深刻な影響を及ぼした。それを受けて老人医療費無

料化の見直しが行われ、1983 年には老人保健法が制定さ

れた。これにより老人医療費無料化が廃止され、70 歳以

上の高齢者は毎月一定額の医療費自己負担を課された。 

また、1991 年のバブル崩壊後、日本は長期の経済停滞

期に陥った。しかしその一方で、高齢化の進行や医療技術

の進歩に伴って医療費は着実な伸びを示した。その結果、

国の税収から医療費として歳出される割合が高まり、公的

医療保険財政の悪化が危惧されるようになった。この事態

に対し、医療費削減策として医療費自己負担が増加されて

ゆくこととなる。 

まず、1997 年に健康保険法改正により、被用者保険全

被保険者自己負担割合が 1 割から 2 割に引き上げられた。

さらに 2003年には小泉政権の歳出削減策を受け、70歳未

満被保険者及び被扶養者の自己負担割合が 2割から3割に

引き上げられた。同時に、70歳以上高齢者の自己負担は、

毎月定額負担であったのが 1割定率負担（現役並み所得者

は 2 割）となった。また、2006 年に成立した医療改革関

連法や、2008 年に創設された後期高齢者保険制度（老人

保健制度から移行）では、高齢者を中心に負担が増える患

者も多い。後期高齢者医療制度においては、75 歳以上の

後期高齢者は全員この医療制度に加入することとなり、そ

の全員から保険料が徴収される。しかしこの制度は様々な

問題点が指摘されており、現在見直しが検討されている。 

このように、医療費歳出増による財政圧迫を受けて様々

な制度の改定が行われ、国民の医療費自己負担は従来に比

べ確実に大きくなっているといえる。 

その中でも特に注目すべきは、勤労世帯の医療費自己負

担率増である。上述の通り、勤労世帯に関しては、1997

年以降現在まで 2度の法改正を経て、医療費自己負担率が

1 割から 2 割、2 割から 3 割へと増加されている。当初と

比べ負担が 3倍にも膨らんでおり、勤労世帯の感じる負担

感は大きくなってきていると予想される。高齢者医療費増

加のしわ寄せが勤労世帯に及んでいるともいえる。 

なお、医療保険制度に関する主な法改正と、各世代にお

ける自己負担率の推移について、詳しくは表 3と表 4を参

照されたい。 
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Ⅲ 問題意識 

 

１ 問題意識 

 

（１）現状から問題意識へ 

前章で述べたように、医療制度の変遷により、勤労世帯

では医療費窓口自己負担率が 1997 年から現在にかけて 1

割から 3割へと増加している。それに加え、近年、所得分

配の不平等度を示す指標であるジニ係数の上昇にもみら

れるように、所得格差も広がっている（図 5）。これらの

ことから低所得層の患者の受診機会が制限されている可

能性がある。 

実際、日本医療政策機構が 2007 年に行った調査では、

約 4 割の低所得層4が経済的理由から受診抑制を経験して

いることが明らかになった。「費用がかかるという理由で

薬を処方してもらわなかったことがある」と回答した人が

高所得層5で 2％であるのに対し、低所得層では 16％と明

らかな差が生じている（図 6）。この調査を見る限り所得

によって受診行動に差が生じていることは明らかである。

同機構の別の調査では、低所得者層のうち、将来について

「必要な時によい医療がうけられるか心配」と答えた人が

7 割以上、「深刻な病気になったとき医療費を払えないの

ではないかと心配」と答えた人が 8割以上おり、非常に多

くの人が不安をかかえながら生活をしているといえる（図

7）。受診抑制の結果、治療開始が重症化後となったために

手遅れとなり、死亡に至った事例もある。2008 年 4 月 15

日付毎日新聞に掲載されているものだけでも、そのような

例が 2007 年に少なくとも 4 件あったことが明らかになっ

ている。 

このことから、高い平等性を保ってきた日本の医療制度

において、所得の多寡によらない平等な受診機会が確保で

きていないのではないか、また、平等な受診機会が保てて

いるとしても、自己負担増加及び所得格差拡大の影響で、

家計における医療費支出の負担感は増加しているのでは

ないか、という問題意識をもった。 

 

 

                                                   
4年間世帯収入 300万円未満かつ純金融資産 300万円未満 
5年間世帯収入 800万円以上かつ純金融資産 2000万円以上 

（２）受診抑制の問題点 

受診抑制をすることの問題点は 2つある。 

1つ目は、低所得層が経済的理由から受診できず健康を

害するというのは、生存権（憲法第 25 条）の「健康で文

化的な最低限度の生活を営む権利」に反している、という

ことである。よって人権の面から大きな問題であるといえ

る。 

2つ目は予防医療の観点からの問題である。医療受診の

意思決定を行う患者は医療に対する知識に乏しく、自覚症

状からの安易な自己判断により、実際の深刻な傷病を見落

とすという問題が起こる可能性がある。これは情報の非対

称性がもたらす問題である。また、医療に対する知識が十

分であっても、受診抑制をすることで早期治療を怠り傷病

が重症化してしまうリスクが高くなる。重症化してから医

療機関に行くことになると、治療期間が長期化するため、

当初の意図に反してさらに費用がかさむことになり、医療

の効率性が損なわれる可能性がある。 

以上、人権及び予防医療の観点から、受診抑制は深刻な

問題であるといえる。 

 

（３）分析対象 

以上のような問題意識のもと、我々は特に勤労世帯に着

目する。その理由として主に3点が挙げられる。 

第一に、勤労世帯は特に医療費自己負担額が大幅に増加

しているため、医療費自己負担増による受診行動の変化が

最も表れやすいと考えたからである。上述の通り、勤労世

帯に関しては、健康保険法の改正により医療費窓口自己負

担が1割から2割（1997年）、2割から3割（2003年）と増加

しており、自己負担増加の影響を最も直接的に受けている

可能性が高い。勤労世帯を分析対象とすれば、医療費自己

負担増による受診行動の変化をより明確に観察できる。 

第二に、所得格差の影響を見ることができると考えたた

めである。昨今日本では所得格差が問題として大きく取り

上げられ、実際に、所得分配の不平等度を示す指標である

ジニ係数も上昇の一途を辿っている。高齢者世帯、すなわ

ち過去における勤労世帯ではなく、所得格差拡大が叫ばれ

るようになった現在における勤労世帯を対象とすること

で、所得格差による受診行動への影響を明らかにできると

考えた。 

そして第三に、勤労者は特に経済成長や社会保障など
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様々な面から我が国を支えていく重要な存在であり、彼ら

の受診機会の平等性を保つことは必要不可欠だからであ

る。ここでは、社会保障における現役勤労者の重要性を例

に挙げる。日本では高齢化が急激に進み、勤労者の社会保

障負担割合が増大していくのは確実である。1970年には高

齢化率（総人口に占める65歳以上人口の割合）は7.1％（人

口の約14人に1人）であったが、2000年には17.2％（人口

の約6人に1人）となり、30年間で急激に高齢化が進行した

ことがわかる。さらに2015年には高齢比率26.8％（人口の

約4人に1人）、2040年には34.9％（人口の約3人に1人）に

なると予想されている（国立社会保障・人口問題研究所の

2006年12月推計）。つまり、国民所得にしめる社会保障費

の比率は今後も上昇し、概ね1人の高齢者の社会保障を、

2015年には3人の勤労者で、2040年には2人の勤労者で支え

なければならないということなのだ。このように今後の日

本の社会保障などを支えていく上で勤労者の存在は非常

に重要であり、勤労者の健康を守るという意味で受診機会

の平等性を保つことは必要不可欠であるといえる。 

 これらの理由により、我々は勤労世帯を対象に分析を行

う。 

 

（４）リサーチクエスチョン 

以上のような問題意識のもと、勤労世帯の受診機会の平

等性の観点から現行医療制度を評価する目的で、以下の2

点を明らかにする。 

まず、これまで平等性の面で世界的に高く評価されてき

た日本の医療制度は、現在も平等性を保っているのか、つ

まり、所得の多寡が医療受診の量に影響を与えているのか

どうかということを明らかにする。 

次に、医療費の家計における負担感はどのように変化し

ているのか、ということを明らかにする。この分析を行う

理由は、平等な医療が達成されているとしても、負担感が

増加している可能性があるからである。家計における医療

費負担感の増加は結果として受診抑制につながる。負担感

の変化を把握することは、平等な医療の崩壊を未然に防ぐ

ために不可欠である。 

 

 

Ⅳ 先行研究 

 

１ 先行研究 

 

自己負担率の増加に対する医療受診の弾力性について

は、多くの研究がなされている。澤野（2001）は、エンゲ

ル曲線アプローチを用いて、被保険者の自己負担率改定が

家計における医療費支出にどのような影響を与えたかを

報告した。その結果、1984年と 1994年の自己負担額改正

は、家計の医療費支出を増加させたことを明らかにすると

ともに、医療という財が概して価格非弾力的であると結論

づけた。他にも医療受診における価格弾力性に関する研究

は多くなされているが、高齢者の医療費抑制の必要性の高

まりから、その多くの研究は高齢者を対象にしたもので、

勤労世帯を対象にしたものは少ない。 

また、勤労世帯を対象にして、平等性の観点から医療ア

クセスを述べた研究に馬場園・川添（2007）がある。自己

負担が 2 割に引き上げられた後の 2002 年度末の健康保険

組合のデータを用いて、医療受診における所得効果を実証

分析によって明らかにしている。馬場園・川添は、受診の

指標となる受診率、1 件当たりの診療日数、1 人当たりの

診療費をそれぞれ被説明変数に置き、被保険者数、扶養率、

老人加入率などの健康保険組合における財政に影響を与

える組合特性を説明変数として回帰分析を行った。この説

明変数の選択の際には、馬場園自身の過去の研究の成果や、

谷口（1984）などの研究を基にしている。結果、所得の代

理変数である平均報酬月額は、歯科受診率、入院受診率、

外来受診率すべてに対して正の説明力を持つことが明ら

かとなった。このことから、低所得者は所得を理由に受診

抑制をしている可能性があると結論付けた。また、1件当

たりの日数に関しては、平均報酬月額が概して負の説明力

を持ったことから、低所得者の受診抑制が重症化をもたら

している可能性があることを示した。1人当たりの医療費

に対しては、平均報酬月額は正の説明力をもち、問題意識

と整合的であった。このような結果をうけて、平等な医療

が崩れかけていることを報告し、予防医療の観点から生活

習慣病に対する予防事業を充実させることを提案してい

る。 

一方、遠藤・篠崎（2003）では、同じく公平性の観点か
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ら医療アクセスを研究対象としたが、異なるアプローチを

取っている。医療費支出の所得に対する逆進性を表すカク

ワニ指数と、可処分所得における医療費支出の割合を表す

支出比率という 2つの統計指標を用いて、低所得者の医療

費負担感の経年変化を明らかにした。その結果、入院費に

対する医療費の逆進性が進んでおり、低所得者の負担感は

大きくなっていることを明らかにした。また、当面この傾

向は続くものと予測している。 

その他、独自のアンケート調査を用いて疾患ごとの分析

を試みた研究に井伊・大日（2002）がある。日本において

は医療のミクロデータに乏しく、医療経済系の多くの研究

もマクロデータを使用しているため個人の意思決定レベ

ルでの議論はできていない。この状況に問題意識を抱いた

井伊らが、独自のアンケートを実施することでデータを入

手し、患者の意思決定行動を分析することに成功した。著

者は、多項プロビットモデルを用いて、ある傷病が生じた

際の、実際の医療受診行動及び大衆薬需要を分析した。結

論としては、患者は傷病の種類によって、医療受診するか、

大衆薬に代替するかの意思決定をしていることが判明し

た。また、自己負担を増加させることは医療受診を大衆薬

に代替させる効果を持つことも明らかにした。 

 

２ オリジナリティ 

 

このように、自己負担増加に関する研究はいくつかある

が、各研究の成果はどれも完全なものと言えない。まず、

馬場園・川添（2007）の研究においては時系列変化が明ら

かにされておらず、過去は平等な医療制度であったことを

証明できていないため、現在の医療消費の格差を自己負担

増加の影響だけに帰着させるのは早計である。また、遠

藤・篠崎（2003）の研究では、2003 年の自己負担増加の

影響が見られていない。井伊・大日（2002）の研究は、軽

症に関する研究としては非常に興味深い内容であったが、

入院に対して言及できておらず、医療受診行動の全体像は

把握できていない。 

つまり、これまでの研究において、1997 年、2003 年の

2度にわたる自己負担率増加が受診機会、及び負担感に与

えた影響を、外来、入院別でかつ時系列的に分析した、包

括的な研究は未だ存在しない。我々はこの点に着目し、勤

労世帯の自己負担率が 1 割であった 1994 年、2 割に増加

後の 1999 年、3割に増加後の 2004年までの 3ヵ年におい

て、診療科別で医療受診行動の変化を明らかにしようと考

えている。このように包括的な分析を行うことは、現在の

医療需要者の状況を正確に捉えるために重要なプロセス

である。本稿の目的は、所得による医療受診格差をなくす

ための一助となることである。医療費増加が見込まれる日

本において、今後も医療費抑制政策が求められるが、その

際に、医療受診行動の実態を多面的にとらえた本稿の分析

は有益な情報を提供できると考えている。よって、包括的

な分析は、本稿の目的に合致している。 

以上より本稿では、入院、外来別及び時系列分析を試み

ることによって、自己負担増加や所得格差拡大という社会

的な背景が低所得者の受診行動や医療費負担感に与えた

影響を明らかにすることで、現行医療制度の平等性の実態

を明らかにする。 

 

Ⅴ 分析 

 

以下では、所得がもたらす医療受診格差の実態を分析に

よって明らかにするために、受診機会の格差と、家計にお

ける医療費の負担感について分析する。 

 

１ 受診機会の平等性に関する分析 

 

（１）分析方法 

所得によらない平等な受診機会が達成されているのか

ということを明らかにするために、所得の多寡が受診機会

の量に影響を与えているかどうかを分析する。具体的には、

1997年及び 2003年の法改正前後の 1994 年、1999年、2004

年の 3 ヵ年分の健康保険組合事業年報に掲載されている

健康保険組合 2000組合弱 のデータを使用して、回帰分析

を行った。分析モデルは以下の通りである。 
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iY ：受診指標 

 ：定数項  

iX ：各種組合特性 

 ：誤差項 

 

被説明変数におく受診指標としては、受診率、1件当た

りの診療日数、1 人当たり診療費を用いる。受診率は、1

ヶ月当たりの患者 1 人当たりのレセプト件数で表される。

レセプトは 1つの医療機関につき 1ヶ月に 1枚発行される

ため、月当たりのレセプト件数はその月に受診した医療機

関の数を表す。また、1件当たりの日数はレセプトに記載

された実日数をレセプト件数で除して求められる。これら

の受診指標のうち、受診率を受診機会の代理変数として扱

う。また、1件当たりの診療日数は、低所得者が受診抑制

をした結果、重症化し、療養が長期化してしまう可能性を

確かめるために用いる。そして、受診抑制の結果、高所得

者と低所得者で消費された医療費額に格差が表れている

のかということを明らかにするために 1 人当たりの診療

費を用いる。これら 3つの受診指標を被説明変数とし、被

保険者及び被扶養者のそれぞれについて、外来、入院別で

分析を行う。 

説明変数である受診に影響を与える組合特性としては、

先行研究 を参考にして、被保険者数、扶養率（扶養者数

／被保険者数）、老人加入率（老人加入者数／全加入者数）、

平均報酬月額、被保険者の平均年齢、性比（男性の被保険

者数／女性の保険者数）とした。ただし、被扶養者につい

ての分析では、性比は（女性の被扶養者数／全被扶養者数）

の値を用いている。これらの説明変数に多重共線性がない

ことは先行研究 で明らかにされている。 

モデルでは平均報酬月額を所得の代理変数として、所得

の多寡が受診機会の多寡に影響を与えているのかという

点について分析する。ただし、平均年齢、性比に関しては、

2004 年度のデータが健康組合事業年報に掲載されていな

いので、1999年度のもので代用した。また、被保険者数、

被保険者の性比は対数正規分布をとるために自然対数に

よる対数変換を行った。これらの変数すべての記述統計量

は、表 8を参照されたい。 

なお、本分析においては、1994 年から 2004 年までの 3

ヵ年のデータは、パネルデータではなくクロスセクション

データとして扱う。我々の分析の意図は、医療受診の多寡

にどれほど所得が影響を与えているかを明らかにし、また

その経年変化も見ることにある。パネルデータで分析する

と、法改正ダミーに自己負担率増加の影響を帰着させるこ

とになり、自己負担率増加が所得効果に及ぼした影響の経

年変化をみることができない。一方、クロスセクションデ

ータとして 3ヵ年分析すれば、標準報酬月額の偏回帰係数

を 3ヵ年分比較検討することで、所得が医療格差に与えた

寄与度の変化を明らかにでき、本稿の目的に沿う。なお、

分析には E-Views5.1 を用いた。 

 

（２）分析結果 

表 9に、被保険者、被扶養者において受診率を被説明変

数とする重回帰分析の結果を示している。外来受診に関し

て、被保険者及びその被扶養者の受診率に対して、平均報

酬月額が正の説明力を持っている。また、被保険者の係数

値が年々大きくなっていることから、この傾向は拡大して

いると考えられる。被扶養者においては、1994 年、1999

年に所得が説明力を持っていなかったにもかかわらず、

2004 年では正の説明力を持つように変化している。入院

に関しては、年度によって係数値にばらつきがあり、全体

としての所得と入院受診率の傾向は得られなかった。 

表 10 は、被保険者、被扶養者において 1 件当たりの診

療日数を被説明変数とする重回帰分析の結果を示してい

る。受診抑制の可能性があった外来に関して、おおむね、

被保険者、被扶養者ともに平均報酬月額が 1件当たりの診

療日数に対し負の説明力を持った。入院の 1件当たりの日

数に関しては、被保険者において、平均報酬月額が負の説

明力を持っている。被扶養者においては、総じて 1件当た

りの日数と所得の相関は見られない。 

表 11 には、被保険者、被扶養者において 1 人当たりの

診療費を被説明変数とする重回帰分析の結果を示した。受

診抑制が明らかとなった外来において、被保険者において

平均報酬月額が 1 人当たりの医療費に正の説明力を持っ

た。被扶養者の外来の 1人当たりの診療費に関しては、明

確な相関はみられない。また、入院に関しては、所得との

一定の相関関係が得られなかった。 

医療サービスは、手段財であるため過剰な消費の可能性は
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考えにくい。そのため、所得が医療享受量に対し正の説明

力を持っていたことは、低所得者の受診抑制によるものと

考えてもよいだろう。これ以上の考察は第 3節で述べるが、

本分析では、低所得者が所得を理由に外来受診に関して受

診抑制をしており、そしてその傾向は年々悪化している、

という実態を明らかにすることができた。 

次節では、所得と受診機会の明確な相関関係が得られな

かった入院においても、所得格差拡大の影響から家計にお

ける負担感が増加している可能性があるため、低所得者の

家計における負担感の変化を分析する。 

 

２ 医療費負担感の変化に関する分析 

 

（１）分析方法 

医療費が低所得者の家計を圧迫しているのかを確認す

るため、1994年、1999年、2004年の 3ヵ年におけるカク

ワニ指数と支出比率を算出して家計への負担感の推移を

明らかにした。データは『全国消費実態調査』（総務省統

計局）の公表データから、2人以上の勤労者世帯を年間収

入五分位で区分したものを用いた。標本数は各年約 6万世

帯である。同様に家計の医療費支出を把握できるものとし

て同じ総務相統計局による『家計調査』が挙げられるが、

こちらは 5年毎に行われる『全国消費実態調査』と違い毎

年調査がなされる代わりに約 8 千世帯と標本数が少ない。

また、勤労者世帯のみを分析対象とした理由は第 2章第 1

節の通りである。 

本稿において支出比率とは、医療費関連の自己負担額を

可処分所得で除した値と定義する。遠藤・篠崎（2003）で

はデータの制約から課税前所得で除した物を採用してい

たが、実質的な医療費負担感を表すためには、前述の通り

社会保険料などを埋没費用として考えるのが妥当である

ため、本稿では可処分所得を採用した。分析においては、

各年度を代表する支出比率を使用する必要があるため、平

均自己負担額を平均可処分所得で除して導出する。 

次に、カクワニ指数は、税金の累進度、逆進度を計る指

標として発案された（Kakwani（1976））ものであり、

Wagstaff et al.（1992）はこれを医療費支出の公平性を

計る指標として用いている。本稿では同様の観点から、所

得に対する医療費支出の累進性、逆進性を計る指標として

これを用いる。カクワニ指数の概念を図に表したものが図

12 である。横軸に低所得世帯から順に並べた世帯の累積

度数、縦軸にはこれらの世帯の所得と医療費支出の累積度

数をそれぞれとる。ここで所得データから描ける曲線がロ

ーレンツ曲線であり、支出データから描ける曲線が医療費

支出の集中度曲線である。ローレンツ曲線と 45 度線に囲

まれた領域の面積の 2倍がジニ係数となり、集中度曲線と

45度線に囲まれた領域の面積の 2倍が集中度係数となる。

カクワニ指数は集中度係数からジニ係数を引いた値で計

算される。ここでカクワニ指数が正であれば支出は所得に

対して累進的であり、負であれば所得に対して逆進的とな

る。図 12 で表せば、集中度曲線がローレンツ曲線よりも

右下に位置しているとき、高所得者が所得に比例してより

多くの医療費を支出していることになり、支出が累進的で

あると言うことができる。 

支出比率とカクワニ指数を同時に用いる理由は、各々を

単独で用いるだけでは負担感を議論するのに不十分であ

るが、相互に用いることでこれを補完できるためである。

すなわち、カクワニ指数は支出が所得に対して累進的か逆

進的かの判断のみを与え、支出比率はそれ単独では家計に

おける医療費支出の割合を示すだけに過ぎない。しかし、

この 2 つの指標を総合することによって初めて経年比較

を行うことができるのである。理由は次のように考える。 

まず、支出比率が一定であるが、カクワニ指数が異なる

2 つの状況を考えてみる。例えば、可処分所得が 10 の家

計 Aと、100の家計 Bがあるとし、Aが 1、Bが 10をそれ

ぞれ医療費に支出している場合と、A が 3、B が 8 をそれ

ぞれ医療費に支出する場合を比較する。支出比率は両者と

も 0.1（5.5／55）で一定であるが、カクワニ指数は異な

り、前者に比べ後者の方が所得に対して逆進的に医療が消

費されている。このとき、後者において低所得者の負担感

はより大きいと考えられる。 

次に、カクワニ指数が一定である場合を想定する。上記

と同様に、可処分所得が 10 の家計 A と、100 の家計 B が

あり、Aが 1、Bが 10をそれぞれ医療費に支出している場

合と Aが 5、Bが 50をそれぞれ医療費に支出する場合を比

較してみる。前者と後者ではカクワニ指数は一定であるが、

支出比率は、前者が 0.1（5.5／55）で、後者が 0.5（22.5

／55）となり異なっている。この 2つの状況において、後

者の状況の方が低所得者の医療費支出における負担感は

大きいと考えられる。高所得者は一般に奢侈品や貯蓄への
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支出が多いため容易に必需品である医療費へのシフトが

可能であるが、低所得者はそれが困難だからである。 

 つまりカクワニ指数と支出比率は状態間の相対的関係

を表す指標として用いることができる。同じカクワニ指数

であれば支出比率が高いが低所得者にとって不利な状況

であり、同じ支出比率であればカクワニ指数が小さい方が

同様に不利となる。図 13 のように縦軸にカクワニ指数を

横軸に支出比率をとり、経年推移を図示すると、右下方向

に移動したとき低所得者にとって受診機会が不利な状況

となる。すなわち、低所得者にとって、Ⅰの領域の任意の

状態に比べれば、IV の領域の任意の状態の方が負担感が

大きいといえる。 

 分析においては、医療費支出を外来診療費、入院費、医

薬品費に分けて支出比率、カクワニ指数を導出し、詳細な

分析結果を得る。医療費の分類の定義は次の通りである。

外来診療費は、医師の診断に基づく傷病の治療、身体の矯

正のために必要なサービスへの支出である。初診料、手術

料、処置料、往診料、医師よりうけた薬代などがこれに含

まれる。入院費は、入院に対する支出全般を指す。入院中

に受けた治療のすべてがこれに含まれる。医薬品費は、薬

事法に定める医薬品及び医薬部外品を指す。医師の処方箋

により院外で購入した薬も含む。 

 

（２）分析結果 

図 14、図 15、図 16は 1994年から 2004年までのカクワ

ニ指数と支出比率の経年推移を示したものである。 

図 16 において、各項目を個別に見ていくと、外来診療

費はカクワニ指数が正の方向、つまり所得に対し累進的方

向に大きく変化している。これは自己負担率増加によって、

低所得者が受診を控えた結果、全体から見た高所得者の外

来受診費の割合が高まったことを示唆している。受診抑制

は、家計の負担感を和らげる効果を持つ。しかし一方で、

支出比率は 1994 年から 2004 年にかけて 0.27％上昇して

いることから、外来受診費自体の負担感が増加しているこ

とも読み取れる。よって、外来診療費に関しては逆進性が

低下しているといえども、支出比率の増加により相殺され

るので、低所得者の負担感の改善または悪化を判断するこ

とはできない。 

入院費はカクワニ指数が 0.0228 ポイント低下し、支出

比率は 0.13％上昇している。特に、1994 年から 1999年の

間において負担感の悪化が著しい。1999 年から 2004年の

変化のみに着目すれば若干のカクワニ指数の悪化にとど

まったものの、支出比率は一貫して増加している。よって、

低所得者の負担感は大きく増加したと考えられる。 

医薬品費に関しては大きな変化はみられない。1994 年

から 1999 年の間にカクワニ指数の改善が見られるものの、

その後 2004 年において下方向へシフトしている。そのた

め、1994 年から 2004 年にかけてカクワニ指数は 0.0044

ポイント低下し、なおかつ支出比率も 0.03％増加してい

る。よって、低所得者の負担感は多少ではあるが増加して

いると結論付けられる。 

 

３ 考察 

 

以上 2 つの分析結果は、医療格差の問題を考える上で、

重要な示唆を与えている。 

まず、所得の多寡が医療消費の多寡に影響を与えている

のかという点に関して、第 1節の分析から、有益な情報が

得られる。回帰式にて、被保険者の外来受診において、全

ての年度で平均報酬月額が受診率に正の説明力を持って

いることから、低所得層の勤労者が医療受診を控える傾向

があったことが明らかとなった。また、偏回帰係数の比較

から、その傾向は自己負担率増加に伴って大きくなったこ

とが分かる。一方、その家族である被扶養者においても、

1994 年、1999 年では外来受診率と平均報酬月額には有意

な相関関係が得られなかったのに対し、2004 年では正の

相関が生まれている。これらは、度重なる自己負担率増加

が、低所得者の受診抑制をもたらしたことを示している。

このことは、第 2 節の外来診療費に対する支出が 1994 年

から 2004 年にかけて所得に対して累進的に動いたという

分析結果と整合的である。 

また、第 2節の分析より医薬品への支出が所得に対して、

多少ではあるが逆進的に行われるように変化したことが

明らかとなったが、この事実を外来の受診抑制と合わせて

考えてみると興味深い情報が得られる。一般的に、外来受

診が抑制されている状況下において、低所得者の受診抑制

をする傾向が大きくなれば、それに伴い低所得者の医薬品

の消費が減少するために、医薬品費に関しても所得に対し

て累進的に動くはずである。しかし、先に述べたように、

医薬品費の支出は逆進的に支出されるように変化した。こ
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のことは、低所得者が受診抑制をし、代わりに大衆薬を購

入するという意思決定をした可能性があることを意味し

ている。この解釈は、井伊・大日（2002）の研究を踏まえ

ても妥当である。 

一方、入院の受診率に関しては、平均報酬月額が説明力

を持つ年度もあるが、係数値の符号が定まらず、一定の傾

向は読み取れない。よって、所得は入院の受診率と明確な

相関関係はないと考えられる。このことは、入院というサ

ービスが自己の意思決定によってなされるというより、む

しろ医者の意思決定によってなされることが多いためと

解釈できる。受診抑制が生じている可能性が低いことは、

第 2節の負担感の分析結果からも読み取れ、外来診療費の

動きと反対に負担感の度合いは大きくなっている。 

次に受診抑制が、傷病の重症化を引き起こしている可能

性については、第 1節の分析により支持された。具体的に

は、受診抑制の可能性があった外来に関しては、被保険者

においては 1 件当たりの日数が所得と負の相関があるた

め、被扶養者ともに重症化している可能性が示唆された。

一方、入院に関しては、外来の受診抑制が、入院の長期化

につながった可能性がある。被扶養者においては、入院に

関しては低所得者の重症化、長期化の傾向は見られない。 

また、受診抑制が存在する外来において高所得者と低所

得者で医療費支出額に格差があるのか、という点に関して

も第 1節の分析により支持される結果となった。受診抑制

が示唆された外来受診において、被保険者においてはいず

れの年度でも、低所得者は高所得者に比べて医療費支出が

少ない傾向が存在していた。被扶養者に関しては、1994

年度において、医療消費に格差が生じている。低所得者層

の受診抑制が、これらの結果によって費用の面から裏づけ

られた。また、受診率に差がなかった入院に関しては、1

人当たりの医療消費額と所得との明確な相関関係は得ら

れなかった。 

これまでの考察から、現行医療制度の医療機会の平等性

をまとめたものが以下である。外来において低所得者は受

診抑制しておりその傾向は年々大きくなっている。また外

来においては、受診抑制をする代わりに大衆薬を消費して

いる可能性がある。受診抑制の結果、外来では症状が重症

化してしまい、療養が長期化している可能性がある。一方

で入院に関しては、被保険者に関しては、所得が受診を制

限している可能性があるが、被扶養者に関してはその限り

ではない。よって、現状では所得が受診を制限するとは断

言できないが、入院費の所得に対する累進度が増加傾向に

あり、低所得層の負担感が年々増加していることを考える

と、今後、入院に関しても受診抑制が顕著になる可能性が

ある。 

この医療受診の実態は、かつてフリーアクセスとして評

価されてきた日本の医療制度が、度重なる自己負担増加に

よって平等性を大きく損なってしまったことを意味して

いる。 

医療というサービスにおいては、常に患者と医者の情報

の非対称性が存在する。受診するという行為は、自覚して

いる苦痛、傷病を治す行為であると同時に、その病名や適

切な処置方法を明らかにする行為でもある。患者本人が自

覚している病状と実際の病状が異なるケースも多々存在

するため、医師にかかっておらず病名や病状の進行度を正

確には判断できない患者が、自覚する症状から自身の判断

で病名やその重症度を推測することは大変危険である。そ

してそのような推測を基に受診抑制しているならば、非常

に深刻な問題である。受診抑制をして大衆薬に代替してい

る外来受診では、予防医療の観点及び人権の観点から、何

らかの政策的な改善措置が必要であろう。 

政策の一例として、初診のみ自己負担額引き下げが挙げ

られよう。受診抑制がもたらす非効率の多くは、重症化で

あると考えられる。初診のみの自己負担率を引き下げは、

患者にとっての重症化の相対的費用を上昇させるため、早

期治療のインセンティブをもたらすことができる。また、

医師の適切な指導は、患者の病気の誤認、誤った処置を防

ぐ、といった意味でも効率的な医療運営を可能にする。 

これは、あくまでも改善案の一例ではあるが、重症化リ

スクから引き起こされる非効率性などの受診抑制の弊害

は、医療制度の工夫で解決され得る問題ではなかろうか。

今後も日本において、医療制度改革が求められるが、受診

機会の平等性の観点をふまえた上で、効率的な医療制度を

確率できるよう刷新してほしいものである。 

 

Ⅵ おわりに 

 

本稿ではこれまでの日本における医療格差の実態を明
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らかにし、考察を加えてきた。 

日本の医療はフリーアクセスと呼ばれ、平等な医療の代

名詞として評価されてきたが、現在その平等性が崩れてい

ることを示唆する本稿の結果は、今後の日本の医療保障政

策を考える上で、大いに意義があったといえる。 

最後に本稿における課題について 3点触れておく。 

まず、4章第 1節の回帰分析において、所得格差の大き

い国民健康保険加入者のデータが含まれていないことが

挙げられる。国民健康保険は、自営業者及び健康保険組合

を保持していない会社に勤める被用者などが加入する保

険である。一般に大企業は福利厚生として健康保険組合を

保持しており、一方で多くの中小企業は健康保険組合を保

持していない。そのため、中小企業の被用者の多くは国民

健康組合加入している。我々が今回用いたのは、国民健康

保険ではなく、健康保険組合のデータであるため、分析対

象が大企業の被用者の医療消費行動に限られる。医療格差

を取り扱う上では低所得者層の受診行動が重要であるた

め、給与水準の比較的高い傾向のある健康保険組合のデー

タを用いていることは、改善の余地があろう。この加入者

の属性の違いが、平均報酬月額の偏回帰係数の値に多少な

りとも影響力を持っていると考えられるからである。ただ

し、本稿では、この問題を含んでいたとしても、ある程度

の傾向は把握することが可能であり、国民健康保険組合加

入者の医療受診行動の傾向と類似させることは可能だと

いう立場を取って研究を進めた。 

また、本稿の目的である平等性を求めることは、効率と

のトレードオフ問題を常に引き起こす。現在、日本では増

大する医療費を抑制する必要があることは周知の通りで

あり、その対策が自己負担増加であった。このように考え

ると、医療格差問題と医療費増加問題は表裏一体であると

いえる。こうした状況下では、片方の立場から物事をみて

判断するのは必ずしも適切ではなく、妥当なところで折り

合いをつけることが必要となる。この点が、我々の分析を

さらに発展させる余地であるといえよう。そのためには、

ミクロデータを用いた分析が必要になる。その一例として、

受診抑制と重病発症率の関係や、傷病ごとの受診抑制のリ

スクを計量的に把握することなどは意義があるだろう。 

その他、近年、無保険者の数が増えていることも問題と

なっている。昨今の所得格差拡大は、保険料さえ払えない

家計を増加させている。本稿では、無保険者の分析は行っ

ていないが、医療格差の問題を考える上では重要な論題と

なろう。 

以上、これらの課題は他稿に譲るとともに、今後の医療

格差問題の研究が進展し、所得によらず平等な医療制度が

実現されることを願ってやまない。 
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図表 

図 1 医療保険の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 公的医療保険制度の対象者、加入者数 

 

 

 

 

 

 

出典：2007年度版『厚生労働白書』 

 

表 3 戦後日本の医療保険制度の主な改正点 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療保険 

職域保険 

 

地域保険 

被用者保険 

 

一般被用者保険 

特定被用者保険 

健康保険 政府管掌健康保険 

組合管掌健康保険 

船員保険 

国家公務員等共済組合 

自営業者保険 国民健康保険組合 

市町村国民健康保険 

地方公務員等共済組合 

私立学校教職員共済組合 

 対象者 加入者数
政府管掌健康保険 中小企業被用者 3565万人
組合管掌健康保険 大企業被用者 3012万人

船舶に乗組む船員 168万人
国家公務員、公共企業体職員
地方公務員
私立学校職員
自営業者、医師、弁護士、理容師、中小建設業者他5163万人国民健康保険組合

制度名

959万人

健康保険

船員保険
国家公務員共済組合
地方公務員共済組合
私立学校共済組合

 

1948 年 ・医療法、医師法、保健師助産師看護師法など施行。（GHQ による戦後医療改革） 

1961 年 ・国民皆保険達成。 

1973 年（福祉元年） ・老人（70 歳以上、寝たきりの場合 65 歳以上）医療費無料化。 

・老人保健法施行。高齢者（70 歳以上）の自己負担が無料→毎月定額に。 

（＝老人医療費無料化の廃止） 

1997 年 ・被用者保険本人（70 歳未満）の自己負担率 1 割→2 割に。 

2002 年 ・高齢者（70 歳以上）の自己負担が定額→1 割に。 

2003 年 ・被用者保険本人・家族（70 歳未満）の自己負担率が 2 割→3 割に。 

2006 年 ・現役並み所得を有する高齢者の自己負担率が 2 割→3 割に。 

・後期高齢者（75 歳以上 

 

）医療制度創設。（←老人保険制度廃止） 

・高齢者（70～74 歳）の自己負担率が 1 割→2 割に。 

2008 年 

1983 年 

主な改正 
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表 4 患者自己負担の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 所得格差拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 17年度 厚生労働省「所得再分配調査報告書」 

 被用者保険 被用者保険 
本人 家族 

1973 年 定額 3 割 3 割 

1981 年 入院 2 割 
外来 3 割 

1983 年 

1985 年 1 割 

1997 年 2 割 入院 2 割 3 割 
薬剤負担 外来 3 割 薬剤負担 

薬剤負担 
2001 年 

2002 年 

2003 年 3 割 3 割 3 割 

2006 年 

2008 年 後期高齢者医療制度 2 割 
1 割 （ 現役並所得者 3 割 ） 

（ 現役並所得者 3 割 ） 

1 割 

入院 1000 円 ／ 日 
外来 500 円 ／ 月 

老人医療費無料化 

( 0 割 ) 

老人保険制度 

1 割 
（ 現役並所得者 2 割 ） 

1 割 
（ 現役並所得者 3 割 ） 

国民健康保険 75 歳以上 70 ～ 74 歳 

順次引 き 上 げ 

入院 300 円 ／ 日 
外来 400 円 ／ 月 

 

所得格差の推移（ジニ係数） 

0.349 

0.398 
0.405 

0.433 
0.439 0.441 

0.472 

0.498 

0.526 

0.314 

0.343 0.338 

0.364 0.365 0.361 
0.381 0.381 

0.2 

0.3 

0.4 

0.5 

0.6 

1981 1984 1987 1990 1993 1996 1999 2002 2005 

当初所得 

再分配所得 

ジ
ニ
係
数 

格差が大きい 

格差が小さい 
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図 6 所得層別 医療費負担による受診抑制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 2007年 1月調査（サンプル数 926人） 

※ 高所得者層：年間世帯収入 800万円以上かつ純金融資産 2000 万円以上 

低所得者層：年間世帯収入 300 万円未満かつ純金融資産 300万円未満 

中間層：その他 

 

出典：特定非営利活動法人日本医療政策機構「日本の医療に関する 2008 年世論調査」 

 

図 7 経済状況による不安の度合いの違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 2007年 1月調査（サンプル数 1076 人） 

※ 高所得者層：年間世帯収入 800 万円以上かつ純金融資産 2000万円以上 

低所得者層：年間世帯収入 300 万円未満かつ純金融資産 300万円未満 

中間層：その他 

 

出典：特定非営利活動法人日本医療政策機構「日本の医療に関する 2008 年世論調査」 

 

過去 12 ヶ月以内に、費用がかかるという理由で 

「薬を処方してもらわなかったことがある」と 

回答した人の割合（所得層別） 

 

 

2% 

11% 

16% 

高所得者層 中間層 低所得者層 

 
過去 12 ヶ月以内に、費用がかかるという理由で、 

「具合が悪いところがあるのに医療機関に行かなかった 

ことがある」と回答した人の割合（所得層別） 

 

 

 18% 
29% 

39% 

高所得者層 中間層 低所得者層 

 

自身や家族の将来について、必要なときによい医療を 

受けられないという点について不安を感じている人の割合（所得層別） 

（％） 

 

 

19 

18 

18 

 

35 

ある程度不安 

 55 

40 

16 

あまり不安はない 

 

31 

6 

2 

まったく不安はない 

8 

1 

無回答 

48 

高所得者層 

中間層 

低所得者層 3 

非常に不安 

 

 

（％）

 

自身や家族の将来について、必要なときによい医療を 

受けられないという点について不安を感じている人の割合（所得層別） 

（％） 

 

 

19 

18 

18 

 

35 

ある程度不安 

 55 

40 

16 

あまり不安はない 

 

31 

6 

2 

まったく不安はない 

8 

1 

無回答 

48 

高所得者層 

中間層 

低所得者層 3 

非常に不安 

 

 

（％）

 自身や家族の将来について、深刻な病気にかかったときに医療費を 

払えないという不安を感じている人の割合（所得層別） （％） 

10 

27 

非常に不安 

26 

47 

ある程度不安 

37 

53 

22 

あまり不安はない 

 10 

10 

4 

まったく不安はない 

4 1 

1 

無回答 

高所得者層 

中間層 

低所得者層 47 
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表 8 記述統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1994
平均 中央値 最大値 最小値 標準偏差 歪度 尖度

入院 0.093468 0.0891 0.5554 0.0196 0.029145 3.470318 41.41154
外来 4.883038 4.827 11.4063 1.2186 0.861693 0.680258 6.097052
入院 0.110262 0.1051 0.969 0.0133 0.053053 12.32727 189.7478
外来 5.311218 5.3107 7.3987 1.1284 0.429588 -0.169 8.543399
入院 13.03182 13.02 22.99 3 1.69415 -0.01657 5.780964
外来 1.971279 1.95 4.68 1.55 0.188159 3.480373 40.85583
入院 12.28316 12.16 24.94 6 2.098836 0.55246 4.673402
外来 1.98033 1.97 4.42 1.64 0.113988 6.900379 130.1226
入院 28148.3 27044 95020 1549 9694.29 1.174953 6.350471
外来 52391.42 51519 168620 4828 12042.28 0.96755 9.083835
入院 22875.56 22113 261299 2448 8393.526 13.34726 363.9579
外来 36165.68 35582 134639 8258 5515.975 4.869755 75.16343

8.281449 8.194506 12.33258 3.526361 1.180552 0.293362 3.422524
1.14 1.15 2.37 0.16 0.27897 -0.29791 3.780155

3.284646 3.1 30.32 0.23 1.669203 3.807634 49.94007
344542 334735 665845 202915 93570.96 16.89091 518.478

38.81881 39 54.5 24.2 3.827763 -0.16808 3.395416
-0.33561 -0.26509 -0.01857 -2.8218 0.273109 -2.96434 17.06113
0.315662 0.31455 0.940197 0.031133 0.038859 4.120317 76.80069

1999
平均 中央値 最大値 最小値 標準偏差 歪度 尖度

入院 0.087272 0.0814 0.95 0 0.046531 12.03228 189.7623
外来 4.82385 4.7905 9.1788 1.9463 0.784491 0.447559 4.625604
入院 0.10999 0.1045 0.9994 0.0164 0.057777 11.92744 168.447
外来 5.495887 5.5102 7.7847 1.5915 0.410871 -0.6397 9.831845
入院 11.9045 11.94 23.29 0 1.68248 -0.28926 7.828093
外来 1.781728 1.77 2.91 0.69 0.129165 0.884067 11.3243
入院 11.37235 11.25 28.31 1.18 2.1207 0.617861 9.390512
外来 1.84486 1.84 2.98 0.94 0.085002 1.117778 29.31446
入院 25554.89 24326 122244 2617 8605.032 1.824125 14.18053
外来 43216.17 43193 84781 5378 9168.88 0.113958 4.160014
入院 24350.52 23929 75550 255 7538.25 0.941919 8.361815
外来 38035.68 37633 79880 12338 4996.964 1.133129 10.88352

8.231645 8.149891 12.53825 3.295837 1.22799 0.291689 3.384232
1.106882 1.13 3.96396 0.15 0.270953 0.172475 10.2728
3.14227 2.89 14.86 0.27 1.578598 1.22673 6.003917

363904.4 355475 710263 205243 67701.93 1.060409 5.400757
40.25354 40.36 88.6 26.84 3.767423 0.889325 18.75377
1.201592 1.278692 4.206708 -5.32336 0.920701 -1.05864 7.421046
0.446404 0.443409 0.75974 0.030826 0.052839 0.278497 6.87777

2004
平均 中央値 最大値 最小値 標準偏差 歪度 尖度

入院 0.078605 0.0746 0.828 0.0032 0.043636 11.50167 170.7396
外来 4.931534 4.9133 9.1897 0.3088 0.791964 -0.16041 6.216751
入院 1.328881 1.3376 4.4094 0.1001 0.203326 1.885324 45.07687
外来 0.097511 0.0965 0.2333 0.0101 0.021343 0.681633 6.606283
入院 10.19877 10.22 17.79 1.29 1.468128 -0.24792 5.951495
外来 1.573662 1.56 3.27 0.87 0.107778 4.534442 63.47375
入院 10.16511 10.05 20.93 2.83 1.821633 0.799026 6.144889
外来 1.689318 1.69 2.77 1.39 0.070812 3.214191 44.85923
入院 20964.14 20165 154460 534 7783.078 4.317973 63.03118
外来 37934.38 37630 111663 2179 7987.118 0.935181 10.8554
入院 22630.19 21977 93739 1616 7532.087 2.564258 20.65054
外来 40768.71 40366 422665 2854 11081.42 26.47308 914.8379

8.212512 8.121183 12.50354 3.367296 1.284945 0.245693 3.344496
1.108488 1.14 1.98 0.12 0.265931 -0.6701 3.722613
2.484365 2.19 12.58 0.06 1.427663 1.502648 6.959161
372109.3 364658 892255 201203 76503.5 1.013024 7.932326
39.87045 40.16 51.12 26.65 3.589889 -1.39477 13.26547
-0.32845 -0.24531 -0.01479 -3.05418 0.290339 -3.15513 17.73545
0.309188 0.307747 0.510756 0.19485 0.025145 0.935308 8.690662

受診率

一件当たりの日数

一人当たりの診療費

被保険者

被扶助者

被保険者

被扶助者

被保険者

被扶助者

被保険者数
扶養率

老人加入率
標準報酬月額

平均年齢
性比（被保険者）
性比（被扶養者）

受診率
被保険者

被扶助者

一件当たりの日数
被保険者

被扶助者

一人当たりの診療費
被保険者

被扶助者

被保険者数
扶養率

老人加入率
標準報酬月額

平均年齢
性比（被保険者）
性比（被扶養者）

受診率
被保険者

被扶助者

一件当たりの日数
被保険者

被扶助者

一人当たりの診療費
被保険者

被扶助者

平均年齢
性比（被保険者）
性比（被扶養者）

被保険者数
扶養率

老人加入率
標準報酬月額
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表 9 受診率を被説明変数とする重回帰分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

***は 1％有意 **は 5％有意 *は 1％有意 

 

表 10 1件当たりの診療日数を被説明変数とする重回帰分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

***は 1％有意 **は 5％有意 *は 1％有意 

1994年

変数名 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
定数項 -0.04747 -5.61043 0 *** 0.157361 7.228218 0 *** -1.67969 -8.19702 0 *** 801.3175 0.961405 0.3365
被保険者数 -0.00015 -0.2854 0.7754 0.00167 1.561294 0.1186 -0.01932 -1.56295 0.1182 -13.588 -0.3318 0.7401
扶養率 0.001465 0.459586 0.6459 -0.01561 -2.97 0.003 *** 0.072449 0.938683 0.348 -32.2086 -0.16006 0.8729
老人加入率 0.00165 3.747903 0.0002 *** 0.002742 2.976709 0.003 *** 0.002082 0.195174 0.8453 -10.2957 -0.29189 0.7704
平均標準報酬月額 -1.9E-08 -2.7786 0.0055 *** -4.7E-09 -0.32185 0.7476 1.33E-06 7.916096 0 *** -0.00039 -0.70023 0.4839
平均年齢 0.003575 17.54055 0 *** -0.00125 -2.88565 0.004 *** 0.14847 30.07738 0 *** -4.59771 -0.27648 0.7822
性比 -0.00873 -2.9739 0.003 *** -0.00644 -0.19487 0.8455 -1.22233 -17.1903 0 *** -687.669 -0.5437 0.5867
決定係数
修正済み

1999年

変数名 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
定数項 0.037217 1.144832 0.2524 0.695919 7.385501 0 *** 0.914662 1.74937 0.0804 * 0.03455 0.940994 0.3468
被保険者数 1.66E-06 6.038846 0 *** 4.39E-06 5.013013 0 *** 3.57E-05 8.085792 0 *** 6.04E-07 1.772486 0.0765 *
扶養率 -0.01144 -3.61569 0.0003 *** -0.08756 -8.85757 0 *** -0.04476 -0.87966 0.3792 0.021138 5.487495 0 ***
老人加入率 -0.00713 -0.47559 0.6344 0.039215 0.846684 0.3973 -0.66969 -2.77685 0.0055 *** 0.001953 0.108214 0.9138
平均標準報酬月額 3.66E-07 1.689616 0.0913 * 2.27E-06 3.314828 0.0009 *** 7.23E-06 2.076699 0.038 ** -7.1E-08 -0.2667 0.7897
平均年齢 -0.00455 -0.46045 0.6453 0.682808 21.75239 0 *** 1.538823 9.686563 0 *** -0.05191 -4.2443 0 ***
性比 0.028198 3.529261 0.0004 *** -0.00045 -0.15683 0.8754 0.896209 6.974135 0 *** -0.0003 -0.27244 0.7853
決定係数
修正済み

2004年

変数名 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
定数項 -0.01177 -0.69217 0.4889 0.187589 16.04621 0 *** -1.11273 -4.5648 0 *** 8.226337 28.65036 0 ***
被保険者数 -0.00072 -0.83254 0.4052 0.000644 1.556855 0.1197 0.000862 0.069193 0.9448 0.039314 3.872125 0.0001 ***
扶養率 0.010278 1.650778 0.099 * -0.00145 -0.60604 0.5446 0.020993 0.235111 0.8142 -0.21708 -3.7015 0.0002 ***
老人加入率 3.31E-03 3.693315 0.0002 *** 0.003699 8.623927 0 *** 0.02445 1.901148 0.0575 * 0.039201 3.72086 0.0002 ***
平均標準報酬月額 3.50E-08 1.938293 0.0528 * -3.98E-08 -4.55199 0 *** 4.65E-06 17.94586 0 *** 1.91E-06 8.905371 0 ***
平均年齢 0.001528 4.128352 0 *** -0.00167 -9.1109 0 *** 0.096545 18.19314 0 *** -0.03918 -8.71658 0 ***
性比 -0.00813 -1.60413 0.1089 -0.06979 -3.13655 0.0017 *** -1.11075 -15.278 0 *** -5.09285 -9.31944 0 ***
決定係数
修正済み

0.000838

p値

0.501274

p値p値

p値p値p値 p値

入院 外来
被扶養者 本人 被扶養者本人

0.260817 0.018824

p値 p値

p値

本人 本人 被扶養者

入院 外来

0.241845 0.12683

p値

入院 外来

0.258361 0.015563 0.499617 -0.002483

被扶養者

p値

0.037234 0.239282 0.123879 0.032123

被扶養者

0.040478

本人 被扶養者 本人

0.049181 0.107841 0.406281 0.147437
0.045472 0.104361 0.403965 0.144111

0.035384

 

1994年

変数名 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
定数項 6.293029 12.20157 0 *** 0.424078 0.575833 0.5648 1.219765 22.46838 0 *** 1.836494 39.84576 0 ***
被保険者数 0.134431 4.321949 0 *** 0.116713 3.225409 0.0013 *** -0.00882 -2.69288 0.0071 *** -0.0004 -0.17773 0.859
扶養率 -0.54801 -2.821 0.0048 *** -1.15026 -6.46934 0 *** -0.08779 -4.29344 0 *** -0.02999 -2.69494 0.0071 ***
老人加入率 -0.01022 -0.38076 0.7034 0.231378 7.423983 0 *** -0.00572 -2.02268 0.0433 ** -0.00445 -2.28123 0.0227 **
平均標準報酬月額 -1.4E-06 -3.33234 0.0009 *** -5.6E-07 -1.1304 0.2585 -3E-07 -6.78514 0 *** -8.6E-08 -2.7662 0.0057 ***
平均年齢 0.185899 14.96263 0 *** 0.275367 18.74054 0 *** 0.027586 21.09436 0 *** 0.007277 7.913686 0 ***
性比 1.338248 7.477553 0 *** 2.962733 2.651075 0.0081 *** 0.067174 3.565879 0.0004 *** -0.18024 -2.57709 0.01 **
決定係数
修正済み

1999年

変数名 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
定数項 -0.09585 -0.08563 0.9318 2.039606 19.40806 0 *** 0.370143 4.983393 0 *** 11.81142 9.034694 0 ***
被保険者数 1.47E-05 1.553935 0.1204 2.5E-06 2.55739 0.0106 ** 4.04E-06 6.430253 0 *** 0.00009 7.411058 0 ***
扶養率 -0.32546 -2.98757 0.0029 *** -0.08371 -7.59215 0 *** -0.07033 -9.7301 0 *** -1.47292 -10.7389 0 ***
老人加入率 3.395127 6.575622 0 *** 0.593612 11.49178 0 *** 0.706838 20.63166 0 *** 2.156923 3.356566 0.0008 ***
平均標準報酬月額 5.31E-06 0.712652 0.4762 2.4E-06 3.146835 0.0017 *** -8E-08 -0.16247 0.871 2.39E-05 2.516243 0.0119 **
平均年齢 0.422613 1.242581 0.2142 -0.16752 -4.78505 0 *** 0.062151 2.754017 0.0059 *** 0.484685 1.112906 0.2659
性比 2.785799 10.12586 0 *** -0.00734 -2.30009 0.0216 ** 0.115431 6.323221 0 *** -0.07283 -1.83489 0.0667 *
決定係数
修正済み

2004年

変数名 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
定数項 5.046188 9.215024 0 *** 1.256624 1.295856 0.1952 1.201763 30.56081 0 *** 1.7987 45.08725 0 ***
被保険者数 0.109632 3.915569 0.0001 *** 0.132448 3.862597 0.0001 *** -0.0017 -0.8431 0.3993 0.003677 2.606307 0.0092 ***
扶養率 0.65435 3.262114 0.0011 *** -0.85123 -4.2977 0 *** 0.003808 0.264351 0.7915 0.017333 2.127118 0.0336 **
老人加入率 -0.01794 -0.62093 0.5347 0.227939 6.406157 0 *** -0.00128 -0.616 0.538 -0.00296 -2.01925 0.0436 **
平均標準報酬月額 -4.09E-06 -7.01462 0 *** 2.95E-07 0.406153 0.6847 -2.48E-07 -5.93185 0 *** -2.17E-07 -7.26783 0 ***
平均年齢 0.13038 10.93669 0 *** 0.16418 10.81607 0 *** 0.012169 14.21456 0 *** 0.001773 2.838917 0.0046 ***
性比 0.318705 1.951354 0.0512 * 4.97572 2.695953 0.0071 *** 0.024534 2.091805 0.0366 ** -0.45667 -6.0146 0 ***
決定係数
修正済み

0.264729

0.127002

p値

p値

p値

外来

p値

p値

p値 p値 p値

p値p値

0.350112

入院 外来

本人 被扶養者
入院 外来

0.047478

被扶養者

入院

0.192487 0.302753
0.195161 0.305063

本人

0.129943

本人 被扶養者

p値 p値

0.138345 0.347915 0.089201
0.141248 0.09227

本人 被扶養者

0.044311
0.267164

本人 被扶養者 本人

0.128103 0.157299 0.165722 0.056178
0.124701 0.154012 0.162467 0.052496

被扶養者
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表 11 1人当たりの診療費を被説明変数とする重回帰分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

***は 1％有意 **は 5％有意 *は 1％有意 

 

図 12 カクワニ指数の概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1994年

変数名 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
定数項 -26695.4 -9.78777 0 *** 15201.42 4.440224 0 *** -35743 -12.2903 0 *** 31336.29 14.24449 0 ***
被保険者数 -68.5004 -0.41645 0.6771 45.72592 0.27183 0.7858 -654.399 -3.73112 0.0002 *** 106.6077 0.986285 0.3241
扶養率 -2426.66 -2.36218 0.0183 ** -3927.26 -4.75143 0 *** 12.12251 0.011067 0.9912 -3816.12 -7.18514 0 ***
老人加入率 374.0014 2.634739 0.0085 *** 455.8228 3.146162 0.0017 *** 94.28302 0.622906 0.5334 577.0157 6.197995 0 ***
平均標準報酬月額 -0.00267 -1.1897 0.2343 -0.00333 -1.43875 0.1504 0.006091 2.548138 0.0109 ** 0.004366 2.936962 0.0034 ***
平均年齢 1507.037 22.93749 0 *** 245.8442 3.599156 0.0003 *** 2284.045 32.60254 0 *** 185.6405 4.229529 0 ***
性比 1734.582 1.832773 0.067 * 5843.04 1.124706 0.2609 -7632.17 -7.56287 0 *** -7350.76 -2.20197 0.0278 **
決定係数
修正済み

1999年

変数名 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
定数項 -29223.9 -5.34792 0 *** 7424.072 5.561613 0 *** -7730.72 -1.29529 0.1954 18972.24 4.062502 0.0001 ***
被保険者数 0.446652 9.694608 0 *** 0.079541 6.416749 0 *** 0.575454 11.40689 0 *** 0.38485 8.874247 0 ***
扶養率 -3694.84 -6.89096 0 *** -1913.52 -13.6635 0 *** -3136.03 -5.39911 0 *** 620.2226 1.26588 0.2057
老人加入率 7857.492 3.137359 0.0017 *** 4080.172 6.218507 0 *** 924.0084 0.335645 0.7372 525.8534 0.229081 0.8188
平均標準報酬月額 0.168654 4.66717 0 *** 0.05266 5.426284 0 *** 0.083359 2.098285 0.036 ** 0.021907 0.645248 0.5188
平均年齢 3537.177 2.144371 0.0321 ** 6970.467 15.675 0 *** 14610.41 8.056908 0 *** -9329.28 -5.99667 0 ***
性比 16323.34 12.15695 0 *** -22.4852 -0.5548 0.5791 11192.48 7.63014 0 *** -288.12 -2.03203 0.0423 **
決定係数
修正済み

2004年

変数名 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
定数項 -14925.3 -5.28766 0 *** 28863.47 6.752226 0 *** -17099.5 -6.42932 0 *** 75411.62 11.97324 0 ***
被保険者数 -92.597 -0.6416 0.5212 72.14575 0.4773 0.6332 -3.8374 -0.02822 0.9775 322.1834 1.446636 0.1482
扶養率 2289.66 2.214458 0.0269 ** -1774.69 -2.03261 0.0423 ** 1314.718 1.349492 0.1774 -3953 -3.07281 0.0022 ***
老人加入率 373.1492 2.505702 0.0123 ** 934.3011 5.956802 0 *** 491.5238 3.502942 0.0005 *** 748.9749 3.240921 0.0012 ***
平均標準報酬月額 0.004737 1.577759 0.1148 -0.0072 -2.25021 0.0246 ** 0.03115 11.01204 0 *** 0.00547 1.16103 0.2458
平均年齢 783.0678 12.74333 0 *** -44.5075 -0.66517 0.506 974.1191 16.8243 0 *** -311.477 -3.15935 0.0016 ***
性比 -540.705 -0.64227 0.5208 -8790.67 -1.0805 0.2801 -5778.51 -7.28471 0 *** -78864.9 -6.57903 0 ***
決定係数
修正済み

0.033623

入院 外来
本人 被扶養者 本人 被扶養者

0.352287 0.508495 0.074643
0.030411 0.506862 0.071567

本人 被扶養者 本人

0.175718
0.172502 0.038472 0.3024

p値 p値

p値 p値 p値 p値

被扶養者
入院 外来

0.350135

p値 p値

p値 p値

本人 被扶養者
入院

0.21757
0.214923

0.221171
0.218539

本人 被扶養者
外来

0.167218 0.086585
0.164403 0.083498

p値 p値

0.035613
0.042209 0.305111 0.03936
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図 13 カクワニ指数と支出比率を用いた相対的指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 14 カクワニ指数の経年変化（勤労世帯（単身世帯除く）） 

 

 

 

 

表 15 支出比率の経年変化（勤労世帯（単身世帯除く）） 

 

 

 

 

図 16 支出項目別に見た支出比率とカクワニ指数の経年変化（勤労世帯（単身世帯除く）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

領域Ⅱ 

領域Ⅳ 領域Ⅲ 

領域Ⅰ 

医療費支出小 医療費支出大 

逆進性高 

逆進性低 

カクワニ指数 

支出比率 

年度 医療費関連支出全体 外来診療費 入院費 医薬品費
1994 -0.1080 -0.1889 -0.1374 -0.0812
1999 -0.1090 -0.1518 -0.1580 -0.0782
2004 -0.0993 -0.1275 -0.1602 -0.0856  

年度 医療費関連支出全体 外来診療費 入院費 医薬品費
1994 1.40 0.64 0.28 0.45
1999 1.62 0.77 0.36 0.48
2004 1.99 0.91 0.41 0.48

（単位％）  
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法曹養成制度改革は司法の発展に貢献するか 

～法科大学院における生産関数の推計を通じて～ 

 

赤木 彩華・中村 洋貴・赤木 祐介 

寺川 耕平・森田 整・結城 典子 

 

 

要旨 

 

司法制度改革の中で設立された法科大学院は、今年で 5 年目を迎えることになった。国は法科大学院を｢法曹養成の

ための中核的な教育機関｣と位置づけ、修了者の 7～8割ほどの者が新司法試験に合格できるよう充実した教育を行うべ

きであるとしている。これを受けて、各法科大学院では質量ともに豊かな法曹を社会に輩出するため、少人数教育や理

論と実務の架け橋を強く意識した実務家教員による教育などが行われている。 

 しかしながら、現在まで計 3回実施された新司法試験の合格者数はいずれも当初の予定を大きく下回ったことや、合

格率が著しく低い法科大学院が数多く存在することから、法科大学院の教育能力に疑問を持たざるを得ない状況となっ

た。それにも関わらず、これまで法科大学院教育の在り方が経済的に分析されたことはなく、現在の法科大学院教育は

国の構想どおり正しき方向へと進んでいるのか、また更なる教育改善のために今後どのような施策を展開していくべき

か不透明な状態が続いている。 

そこで、本稿では法科大学院の教育成果の決定要因を明らかにする実証分析を行った。被説明変数には法科大学院の

教育成果を表すものとして新司法試験合格率を用いた。また、学校教育の成果が①入学時点における教育成果、②教育

の質を示す量的変数、③教育の工夫を示す質的変数、④学校属性といった 4つの要素によって説明されるという考え方

に基づいて、①法科大学院統一適性試験志願者平均得点率、②教員一人当たりの学生数、全教員数に占める実務家教員

数、③全開講科目数に占める法律基本科目群科目数割合、全開講科目数に占める実務基礎科目群科目数割合、④在籍学

生数に占める未修者割合、国公立・私立大学ダミーを説明変数とした。 

 分析結果より、在籍学生数に占める未修者割合が新司法試験合格率に負の影響を与えていることが分かった。そのこ

とから、未修者教育の充実のため未修者人数・割合に応じた法科大学院補助金制度の設立、並びに入学前に Webを利用

した未修者学習支援システムの構築を提言した。また、全開講科目数に占める実務基礎科目群科目数割合は新司法試験

合格率に影響を及ぼしていないことが分かった。この結果を受け、認証評価機関による実務基礎科目履修状況調査の厳

密化を提言した。

                                                   
本稿の作成にあたっては、山内直人教授（大阪大学）をはじめ、多くの方々から有益かつ熱心なコメントを頂戴した。ここに記して感

謝の意を表したい。しかしながら、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰するものである。 
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Ⅰ はじめに 

 

近年、社会の複雑・多様化、国際化等がより一層進展し

ている。内閣は国民経済を発展させることを目的とし、

様々な分野における構造改革を推進してきた。このような

社会の変化に伴い、司法が果たすべき役割も変化している。

我々が自由かつ公正な社会で安心して生活するためには、

その基礎となる司法の基本的制度が新しい時代にふさわ

しいものであることが不可欠であり、また司法の機能を更

に充実させることが必要である。そこで、21 世紀の日本

社会を支える「国民に身近で、速くて、頼りがいのある司

法」の実現を目指し、平成 14 年に司法制度改革推進本部

が内閣に設置され、司法制度改革が推進されてきた。 

司法制度改革の三本柱のひとつに法曹養成制度改革が

ある。これは法曹界の人的基盤を整備するための基本とな

る改革であり、具体的な取り組みとして、平成 16 年から

法科大学院が設置され、平成 18 年から新司法試験制度が

取り入れられた。法科大学院は「法曹養成のための中核的

な教育機関」と位置付けられ、法曹に必要な知識・技能を

身に付けると共に、実務の基礎的素養も習得することを目

的としている。そして、新司法試験によって、その教育成

果を確認するというステップを踏んでいる。 

このように法科大学院、新司法試験と法曹養成制度改革

が推し進められてきたが、新司法試験合格者数が受験者の

3～4 割に留まっていることや、合格率が著しく低い法科

大学院が数多く存在するという事実があり、法科大学院教

育の当初の目的が達成されているかどうかは疑問である。

それにも関わらず、法科大学院教育の在り方はこれまで第

三者評価機関による認証評価や個人的な意見書でしか議

論されておらず、経済的な分析は行われていない。 

そこで本稿では、法科大学院教育のどのような要因が教

育成果に影響を及ぼしているのかという問題意識のもと、

新司法試験合格率を被説明変数においた実証分析を行う。

そして得られた結果から、法科大学院の充実した教育体制

実現のために今後必要となる施策を提言する。 

本稿の構成は以下の通りとなる。 

第Ⅱ章では、司法制度改革に伴う国の様々な取り組みを

概観した後、法曹養成制度改革についての詳細を記述する。

そして、本稿における問題意識を提示する。 

第Ⅲ章では、実際に教育成果の決定要因を実証的に分析

した先行研究を 2本紹介し、教育の生産関数に関する理論

的枠組みを提示する。 

第Ⅳ章では、法科大学院の生産関数を推計し、OLS（最

小二乗法）を用いた回帰分析を行った後、分析結果につい

て考察を行う。 

第Ⅴ章では、考察をもとに①未修者補助金制度の設立と

入学前 Web学習支援システムの構築、②認証評価による実

務基礎科目の履修状況調査の厳密化といった 2 つの政策

提言を述べる。 

 第Ⅵ章では、今後の課題と展望を述べ、本稿の結びとす

る。 

 

Ⅱ 現状・問題意識 

 

１ 司法制度改革 

 

司法は国民の権利の実現を図るとともに、基本的人権を

擁護し、更には安全な社会を維持するなど国民生活にとっ

て極めて重要な役割を果たしている。日本社会が公正なル

ールの下で健全な発展を遂げるためには、司法機能の充実

を図ることが不可欠であり、それらに力を入れて取り組む

ことは国の責務であるといえる。 

裁判の訴訟・処理に関するデータとして当該年度に新た

に受理した新受件数がある。平成 3 年から平成 13 年にい

たるまでの新受件数の推移を見ると増加傾向にあること

が分かる（図 1）。また、平均審理期間の推移は平成 13年

までほぼ横ばいの状態が続いている（図 2）。さらに、日

本の法曹人口と諸外国の法曹人口を比較すると、日本にお

ける法曹人口は国際的に見ても極めて少ない水準にある

（図 3）。これらの事実から、今後とも国民のニーズに応

じて充実した司法サービスを提供していくためには、我が

国の司法制度を抜本的に見直し、制度的基盤と人的基盤の

双方を強化していくことが求められるようになった。 

こうした背景から、平成 9年 7月に内閣に設置された司

法制度改革審議委員会は、平成 13 年 6 月に司法制度の根

本的な改革に関する最終意見を公表した。司法制度改革の

内容は、大きく分けて以下の 3つである。 
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（１）国民の期待に応える司法制度 

司法制度改革では、拡大する国民の法的ニーズに対応す

るため、裁判の迅速化と司法アクセスの拡充が目指されて

いる。迅速化に関しては例えば民事において、第一審の裁

判を 2年以内に終わらせることを目標にし、そのために証

拠収集手続きを拡充することや専門的な事件に関しては

専門委員制度を導入することなどが盛り込まれている。こ

のほか、知財高裁の創設1なども審理期間を短縮させるこ

とに貢献している。司法アクセスの拡充に関しても、離婚

などの人事訴訟を家庭裁判所で取り扱えるようにし、市民

に最も身近な簡易裁判所が取り扱うことができる請求の

上限を引き上げるなどの機能拡充のほか、裁判外紛争解決

手段（ADR：Alternative Dispute Resolution2）の拡充・

活性化など、様々な改革が進行中である。 

 

（２）司法制度を支える法曹の在り方 

司法制度を支える法曹の在り方に関しては、法曹人口の

拡充計画という量的視点からの見直しと法曹養成制度改

革という質的視点からの見直しが進められている。 

法曹人口の拡充に関しては、平成 13 年における司法試

験合格者数は約 1,000人であったが、その後段階的に合格

者を増加させていき、平成 22 年ごろまでには年間 3,000

人程度とすることを目標としている。前述したように日本

における法曹人口は各国と比較した場合でもきわめて低

い水準にあり、これを引き上げることにより、先に述べた

裁判の迅速化や司法アクセスの拡充にも資することが期

待される。 

法曹人口を拡充すると同時に、それらの法曹の質を維持、

向上させることも重要である。そこで質の高い法曹を輩出

することを目的として法曹養成制度改革が行われること

になった。これは、従前の司法試験といういわば「点」の

選抜で決まる制度から、法科大学院、司法試験、司法修習

という相互に関係する包括的な「プロセス」全体において

今まで以上に質の高い法曹を養成していくための改革で

ある。 

このほかにも弁護士の報酬に関して適正な競争が行わ

れるよう透明化・合理化を推し進め専門性を強化すること、

                                                   
1複雑化しやすい特許権に関する控訴や特許庁の審決に対する訴

訟を専門的に取り扱う高等裁判所 
2公正な第三者が関与して、裁判によらず紛争を解決するための

手段 

裁判官の人事評価の透明性・客観性を高めることなど、多

くの改革が行われている。 

 

（３）国民的基盤の確立 

 国民が法曹とともに司法の運営に広く関与するように

なれば、司法に対する国民の理解が進み、司法ないし裁判

の過程が国民に分かりやすくなる。その結果、司法の国民

的基盤はより強固なものとして確立されることになると

いう考え方に基づく。例えば、より市民の感覚を反映させ

るための裁判員制度がある。他国ではすでに陪審制や参審

制などを採用し、国民が訴訟手続に参加している。陪審制

はアメリカで採用されている制度で、市民から無作為に選

ばれた陪審員が裁判官とは独立して評決を行う。これは戦

前の日本でも一時期導入されていた。参審制はドイツやフ

ランスで採用されていて、裁判官と一緒に合議体を取って

事実認定や判決を行う。日本で 2009 年 5 月から導入され

ることが決まった裁判員制度は、後者の参審制に類似した

制度である。 

これらの大きな動きを見せる司法制度だが、それらを支

えるのはまさしく｢人｣であり、今後はこれまで以上に質量

共に豊かな法曹が社会から希求されることになる。こうし

た、新しい時代を担う法曹を生み出していくための法曹養

成制度改革、とりわけその中核に位置する法科大学院に着

目して以下考察を行っていく。 

 

２ 法曹養成制度改革 

 

現在の法曹人口は、我が国社会の法的需要に十分に対応

することができていない状況にあるといえる。日本弁護士

連合会が行ったアンケート調査では、弁護士費用の高さや

弁護士への近寄りがたさといった理由から相談をするこ

とを諦めてしまう人が相談者の 4 割以上にも及ぶという

ことを明らかにしている3。また、弁護士の数を増やし、

地域的な偏りをなくすことによって日本人でも訴訟を積

極的に活用するようになり、社会的な厚生を高めることが

できるということを実証分析によって明らかにしている

研究もされている4。 

                                                   
3｢市民の法的ニーズ調査報告書｣ 日本弁護士連合会 弁護士業務

総合推進センター（2008年 6月） 
4｢司法制度改革の経済分析｣ 東京大学公共政策大学院（2006） 
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このような事実から分かる潜在的な法的需要の大きさ

を考えると、法曹人口の大幅な増加が急務となっていると

いうことは明らかである。したがって、司法試験の合格者

の増加に直ちに着手し、法科大学院を含む新たな法曹養成

制度の整備状況などを見定める必要がある。 

また、従前は司法試験と司法修習の 2段階で法曹を養成

していたが、先に述べた法曹人口の大幅増加目標に対応す

るため、改革以後は司法試験の前段階に法曹専門教育に特

化した専門職大学院である法科大学院を新たに創設し、法

科大学院、司法試験、司法修習の 3段階で法曹を養成する

ことになった。そして、この法科大学院を「法曹の養成の

ための中核的な教育機関」として位置づけ、司法試験と司

法修習は「法科大学院における教育との有機的連携の下に

行うべきもの」とした5。従前は司法試験受験という「点」

が法曹への唯一の関門として機能していたため、知識と理

論に偏った予備校教育、受験競争激化の弊害や法曹専門教

育の不在が指摘されていたが、新しい法曹養成制度は法科

大学院での法曹専門教育を中核として司法試験・司法修習

との有機的な連携を図ることで、「プロセス」としての法

曹養成を実現することを理念して掲げている。 

以下では、法科大学院、新司法試験、新司法修習につい

て詳しく述べていく。 

 

（１）法科大学院 

法科大学院とは、学校教育法第六十五条第二項に規定す

る専門職大学院であって、法曹に必要な学識及び能力を培

うことを目的とするものである。「法曹養成のための中核

的な教育機関として、各法科大学院の創意をもって、入学

者の適性の適確な評価及び多様性の確保に配慮した公平

な入学者選抜を行い、少人数による密度の高い授業により、

将来の法曹としての実務に必要な学識及びその応用能力

並びに法律に関する実務の基礎的素養を涵養するための

理論的かつ実践的な教育を体系的に実施し、その上で厳格

な成績評価及び修了の認定を行うこと」とされている6。

以下では、法科大学院の概要について詳しく述べていく。 

 

 

                                                   
5法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律 第二

条 第二項 
6法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律 第二

条 第一項 

・設置状況 

 法科大学院は平成 16 年度に 68 校が、平成 17 年度に 6

校が開設され、現在 74校である（内訳：国立 23、公立 2、

私立 49）。入学者は平成 16年度が 5,767 人、平成 17年度

が 5,544 人、平成 18 年度が 5,784 人となっている。法科

大学院のカリキュラムは 3 年制を原則としている7。しか

し、入学者選抜試験において各法科大学院で法学既修者の

水準にあると認められた場合、2年で修了することもでき

る。一般に、3 年の課程を法学未修者コース、2 年の課程

を法学既修者コースという。 

 

・入学者選抜 

 法科大学院の入学者選抜は、法科大学院統一適性試験と

法科大学院ごとの個別学力試験から成る。法科大学院適性

試験には、大学入試センターが実施するもの（DNC適性試

験）と、日本弁護士連合会が実施するもの（JLF適性試験）

がある。両者は別々の日程で試験を行うため、両方を受験

することが可能であり、DNC適性試験と JLF適性試験のど

ちらのスコアを採用するかは各大学院が決定する（表 1）。

法科大学院の受験者は、受験するにあたって必ず適性試験

のスコアを提出しなければならない。法科大学院適性試験

は、判断力・思考力・分析力・表現力などの資質を試す試

験内容となっている。法科大学院ごとの個別学力試験は、

未修者コースにおいては小論文による筆記試験、既修者コ

ースでは法律科目試験が課されるのが一般的である。さら

に、学力試験に加えて面接試験を課す法科大学院も数多く

存在する。 

 

・授業内容 

 法科大学院では、法理論教育を中心としつつ実務教育の

導入部分も併せて実施することとし、実務との架け橋を強

く意識した教育を行うべきとされている。そのことを踏ま

え各法科大学院では、法曹養成に特化した教育を行うとい

う法科大学院の理念を実現するのにふさわしい体系的な

教育課程が編成されている。法科大学院のカリキュラムは、

①法律基本科目群（憲法、行政法、民法、商法、民事訴訟

法、刑法、刑事訴訟法など）、②実務基礎科目群（法曹倫

理、法情報調査、要件事実と事実認定の基礎、法文書作成、

模擬裁判、ローヤリング、クリニック、エクスターンシッ

                                                   
7専門職大学院設置基準第一八条 第二項 
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プ8など）、③基礎法学・隣接科目群（基礎法学、外国法、

政治学、法と経済学など）、④展開・先端科目群（労働法、

経済法、税法、知的財産法、国際取引法、環境法など）と

いった 4つの科目群から構成されている。これまでの大学

院の教育は、授業科目の授業（講義・演習・実習など）及

び研究指導によって行うものとされているが、法科大学院

の教育は、法曹養成に特化した実践的な教育であるため、

授業科目の授業によって行うものとし、研究指導は修了要

件としては要しないとすることが適当とされている。 

 

・教員組織・学生の多様性 

 法科大学院の教員については、専任教員を 12 人以上置

き、かつ専任教員 1 人当たりの学生収容定員を 15 人以下

とすることが定められている。このほかにも、法科大学院

ごとの開講科目に応じて必要な担当教員を置くことが求

められている。さらに、法科大学院は法曹養成に特化して

法学教育を高度化しつつ、理論的教育と実務的教育との架

け橋を図るものであるため実務の経験を有する教員（実務

家教員）の参加が不可欠であり、専任教員のうち相当数（2

割以上）は、実務家教員とすることが望ましいとされてい

る。実務家教員としては、多数の弁護士が就任しているほ

か、現職の裁判官や検察官も派遣教員として就任している。

法科大学院に入学する学生については、社会人として経験

を積んだ者を含め多様なバックグラウンドを有する人材

を多数法曹に受け入れるため、入学者は学部段階での専門

分野を問わず広く受け入れ、社会人にも広く門戸が開放さ

れるべきであるとされている。具体的には、各法科大学院

の入学者のうち、法学部以外の出身者または社会人経験者

の占める割合が 3 割以上となるよう努力義務が課せられ

ている。 

 

・認証評価 

 各法科大学院は、その教育水準の向上を図り、当該法科

大学院の目的及び社会的使命を達成するため、大学関係者

や法律実務に従事する者、法的サービスの利用者といった

                                                   
8ローヤリング…依頼者との面接・相談・説得の技法や、交渉・

調停・仲裁等の ADR（裁判外紛争処理）の理論と実務を、模擬体

験をも取り入れて学ばせ、法律実務の基礎的技能を修得させる。  

クリニック…弁護士の監督指導の下に、法律相談、事件内容の

予備的聴取り、事案の整理、関係法令の調査、解決案の検討等を

具体的事例に則して学ばせる。 

エクスターンシップ…法律事務所、企業法務部、官公庁法務部

門等で研修を行う。 

法科大学院に関し広く高い見識を有する者で構成される

機関による継続的な第三者評価（認証評価）を 5 年に 1

回受ける義務が課されている。現在、法科大学院の認証評

価機関は財団法人日弁連法務研究財団、独立行政法人大学

評価・学位授与機構、財団法人大学基準協会の 3つが存在

している。（表 1）評価される項目は、運営状況、入学者

選抜の実施方法、教育体制、教育内容・カリキュラム、学

習環境、成績評価・修了認定方法など多岐に渡っている。

これらの認証評価機関から適格認定を受けられず設置基

準に抵触している疑いがある場合には、国がその法科大学

院の実態について法令違反状態に陥っていないかどうか

を調査し、その結果、法令違反状態が明らかになったもの

については、改善勧告、変更命令、認可取消などの措置を

講ずることができる。また、各法科大学院は認証評価のみ

に留まらず、その教育活動などの状況について自ら点検及

び評価を行い、その結果を積極的に公表することが求めら

れている。 

 

（２）新司法試験 

平成 13 年 6 月 12 日付｢司法制度改革審議会意見書｣は、

｢司法試験を、法科大学院の教育内容を踏まえた新たなも

のに切り替えるべきである｣とし、新しい法曹養成制度に

おける新司法試験の位置づけ及び新司法試験の枠組みを

示した。これを受けて、｢司法試験法及び裁判所法の一部

を改正する法律9｣及び、｢法科大学院の教育と司法試験等

との連携等に関する法律10｣が制定された。これにより法

的枠組みが整えられ、司法試験の形式と出題内容が大きく

変更されることになった。新司法試験導入以前から実施さ

れていた司法試験（旧司法試験）では、短答式、論文式、

口述式の試験が個別に行われていたが、新司法試験では短

答式と論文式の試験が連続した日程で行われ、合否は両者

を総合して決定されることになった。なお、新司法試験の

下では、口述試験が廃止されることになった。新司法試験

は、法科大学院を修了した者のみが受験資格を有する試験

となり、法科大学院を修了したものは、その後の最初の 4

月 1日から 5年度内に 3回の範囲で受験することができる。

また、新司法試験の導入により旧司法試験は平成 22 年ま

で新司法試験と並行して実施されるが、平成 23 年には完

                                                   
9平成 16年 1月 1日施行 
10平成 15年 4月 1日施行 
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全に廃止され、その後は新司法試験に一本化されることに

なる。 

 また、司法試験の定義であるが、司法試験法では司法試

験を｢裁判官、検察官又は弁護士になろうとする者に必要

な学識及びその応用能力を有するかどうかを判定するこ

とを目的とする国家試験｣と定義している。つまり、司法

試験とは競争試験ではなく資格試験であることが法律上

明記されているのである。しかしながら、旧司法試験は受

験競争激化による事実上の競争試験となっていたことは

否めない。これらの反省の中で、新司法試験の下では 7～

8割の合格率を目指し、法科大学院での教育内容を確実に

身に付けることで資格を得られる試験となる予定であっ

た。しかし、実際の合格率は 3～4 割にとどまっており、

法科大学院、新司法試験ともに当初の目的を果たせていな

い現状があると言われている。 

 

（３）新司法修習 

司法修習とは、司法試験合格者が、裁判官、検事、弁護

士になるべく、最高裁判所に設置された司法研修所で研修

を受けるものである。この研修は、実務経験豊富な法曹で

ある司法研修所教官の指導によって行われ、法律に関する

理論と実務の場で必要な知識や技法及び裁判官・検察官・

弁護士にふさわしい品位と能力を身に付けさせる教育を

行うことを目的としている。 

従来の司法修習（旧司法修習）は、まず弁護士事務所に

おいて、民事裁判、刑事裁判、検察、弁護の 4分野につい

て各 3か月ずつの分野別実務修習を行い、その後司法研修

所において前期・後期各 2ヶ月の集合修習を実施するとい

う、修習期間が 1年 4ヶ月にも及ぶものであった。しかし、

新司法試験合格者の司法修習（新司法修習）については、

分野別実務修習が各 2ヶ月に短縮され、集合修習も前期修

習が廃止され後期修習のみとなり、修習期間が 1年に短縮

された。この短縮は旧司法修習で行われていた実務教育の

導入部分の教育を、すでに法科大学院で修了していること

を前提としているためである。上記のように修習期間が短

縮され、かつ修習生が合計 1,500人から 3,000人へと倍増

するため、事件の流れを全体的に把握することが困難にな

るとともに、体験できる事件数が不十分になることが予想

される。実務修習を中核とした新しい修習を効果的に実施

するためにも、法科大学院において臨床法学教育などの実

務を意識した教育を充実させ、司法修習との連携を強化す

ることが重要である。 

 

３ 問題意識 

 

これまで現状の項で、司法制度改革に伴う法曹養成制度

の変更点などを概観してきたが、新たな法曹養成制度の中

核を成す法科大学院教育の在り方が今後の法曹養成にお

いて極めて重要な役割を担っているといえる。しかしなが

ら、近年の新司法試験合格者数は当初の予定を大きく下回

ってしまったことや、合格率が著しく低い法科大学院が数

多く存在することから、法科大学院の教育能力に疑問符が

投げかけられることが多くなってきている。それにも関わ

らず、法科大学院教育の在り方はこれまで認証評価や個人

的な意見書でしか議論されておらず、経済的に客観的な分

析が試みられたことは筆者の知る限りでは無い。 

 そこで、本稿では法科大学院の教育成果を新司法試験合

格率とし、法科大学院教育のどのような要因が教育成果に

影響を及ぼしているのかということを明らかにする実証

分析を試みることにした。同時に、新司法試験内容と国が

掲げる法科大学院教育内容との間で整合性が取れている

のかを検証する。なぜなら法科大学院は実務と理論の架け

橋として、また多様なバックグラウンドを持つ法曹を輩出

していく教育機関として位置づけられており、このような

国の構想を強く意識した教育を行っている法科大学院こ

そが、教育成果である新司法試験合格者を多く輩出できる

ようにすべきだからである。仮に、従来の予備校的な理

論・知識に偏った教育や、未修者に比べ既修者の割合が高

い法科大学院が大きな教育成果をあげることになってい

るのであれば、現在の法曹養成制度に関する政策提言を行

う。 

なお、本稿では教育成果を各法科大学院の新司法試験合

格率としているが、当然ながらそれ以外の教育成果も存在

する。その意味で、本稿は法科大学院教育が生み出しうる

全ての成果を対象とするものではないことをここで断っ

ておく。しかし、政策的な介入が大きい司法と教育にまた

がる分野に関して客観的な分析を試みることには、社会的

に非常に大きな意味があると考え、筆を進めていくことに

する。 
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Ⅲ 先行研究・理論 

 

１ 先行研究 

 

教育をめぐる経済分析は、教育の｢質｣の違いが人的資

本の蓄積や将来的な賃金水準などの教育成果にどれほど

影響を及ぼすのかといったテーマをはじめとして、米国を

中心に膨大な量に上っている。それらの実証分析では、通

常の財やサービスの生産と同様に、生産関数を想定する。

ただし、教育経済学の実証分析では生産関数のアウトプッ

トとインプットを結びつける厳密な理論的モデルが存在

するわけではない。そのため、教育の生産関数の推計にあ

たっては、教育の成果に関係すると思われる変数を説明変

数に加えた実証分析がしばしば行われている。教育の成果

には、学力テストの点数あるいは教育を受けた後に得られ

る賃金などが設定される。一方、教育の成果を規定する要

因としては、生来備わっている能力、家庭・社会環境、学

校教育の質などが挙げられる。 

国外では、以上のような教育の経済学的視点による実

証的研究が盛んに行われている。しかし、日本の場合、教

育の生産関数を推計して教育の質と教育成果の関係を実

証分析した研究は極めて少ない。この原因としては、学校

の教育成果に対する見解が一様ではなく、公共性の高い教

育という分野では市場経済の概念が馴染まないこと、並び

に教育に関する情報公開がこれまで極めて限定的であっ

たことが考えられる。しかし、日本では国公立・私立に関

わらず、高等教育機関に何かしらの税金が投入されている

のは事実であり、国家の財政政策上からも教育成果を客観

視することは必要不可欠である。 

このように教育成果に関する実証分析が数少ない中で、

注目される研究に｢高等教育機関の効率性分析～日本の医

学部における実証分析～｣（妹尾（2007））が挙げられる。

この研究では、大学医学部の教育環境（学生一人当たり教

員数、学生一人当たり蔵書数など）が、医学部教育の成果

である医師国家試験合格率にどの程度影響を及ぼしてい

るのかを OLS（最小二乗法）により回帰分析し、教育環境

は総じて有意な影響を及ぼさない一方、入学した学生の質

（入学時偏差値）が強い影響を与えていることが示された。 

さらに「教育の生産関数の推計～中高一貫校の場合～」

（小塩・佐野・末冨（2008））においては、中高一貫校の

教育が大学合格実績にどのような影響を与えているのか

を独自の生産関数を推計して実証分析を行っている。具体

的には、大学合格実績を被説明変数とし、説明変数に入学

時における教育成果、教育の質を示す量的変数、教育の工

夫を示す質的変数、学校属性に関する変数を用いて、OLS

（最小二乗法）により回帰分析を行っている。分析結果か

ら、教育成果としての大学合格実績は、その学校に入学す

る生徒達の平均的な学力（偏差値）によってかなりの程度

決定されることが示された。また各学校の取り組みの中で

大学合格実績を統計的に明確な形で向上させることがで

きるのは、総授業時間の引き上げだけであり、生徒一人当

たりの教員数やクラス当たりの生徒数などの教育の質、あ

るいは様々な教育の工夫の効果は統計的に有意ではない

ことが示された。 

 

２ 本稿の位置付け 

 

前述の通り、日本において今まで教育成果の実証分析は

ほとんど行われておらず、法科大学院に関しても同様の事

がいえる。しかしながら、法科大学院の教育成果の決定要

因を明らかにし、法曹養成制度改革が当初の目的に沿った

成果を挙げているのかを確認することは、前述した財政政

策上の視点のみならず、将来に渡って国が国民の権利とし

て保証するべき司法サービスの充実を図り、社会的厚生を

高めるという意味でも必要であるといえる。 

幸いなことに今年で 5 年目を迎えた法科大学院はデー

タがある程度整備され、第 3回目を迎えた新司法試験によ

り各大学の取り組みが国家試験の合格率として結果に現

れるようになり、教育成果の決定要因を明らかにするため

の分析が可能になった。 

そのため本稿では、法曹養成制度改革の中心である法科

大学院をよりよい教育機関にするため、前述した妹尾

（2007）や小塩・佐野・末冨（2008）の研究を参考に法科

大学院の教育成果を新司法試験合格率とし、生産関数を推

計しながら各法科大学院の教育の質と成果を客観的に検

証していく。 
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３ 理論的枠組み 

 

 まず、学校単位で教育成果を分析する理論的枠組みを考

える。ここでは、Hanushek and Taylor（1990）、Hanushek

（1992）、Ladd and Walsh（1992）、Taylor and Nguyen（2006）

などに従い、第 i 学校に通う生徒が、ある教育過程の終了

時点において平均的に挙げた教育成果を iR として、 

 

iiiii PSRR   0 ・・・（1） 

 

という、教育の生産関数を議論の出発点とする。被説明変

数 iR としては、全国共通の学力試験において各学校の学

生が得た成績の平均値などが採用される。 

説明変数について見ると、 iR0 は、いま問題にしている

教育過程の開始時点において平均的に挙げていた教育成

果、つまり初期能力を表す変数である。その学校に入学し

てくる学生がもともと優秀であれば、卒業時点の成績が良

いのはある程度予想されることであり、その点を考慮しな

ければその学校の教育の質を正確に評価できないため、こ

のような変数を採用する。 

一方、 iS は学校の教育の質や学校そのものの属性を示

す変数群であり、以下では「教育環境要因」と呼ぶことに

する。クラス規模や教員／生徒比率、男子校か女子校か、

国公立か私立か、などがこの教育環境要因の代表例である。 

iP は、その学校に通う生徒（あるいはその親）の全体的・

平均的な変数群であり、「子供・家庭要因」と呼ぶことに

する。欧米での先行研究を見ると、特別な財政支援を得て

いる生徒の比率、人種構成、親の平均的な所得水準や社会

的地位などが同要因として採用されている。 、 、

は推計される係数であり、 i は誤差項である。また、教

育成果をその教育期間に得られた付加価値として捉える

先行研究も数多く存在する。その場合、（1）の両辺から iR0

を差し引いて、 

 

  iiiiii PSRRR   00 1 ・・・（2） 

 

が推計すべきモデルとなる。ただし、このように教育の付

加価値を分析するためには、教育過程の開始及び終了時点

における教育成果が比較可能でなければならない。しかし

ながら、日本においてはデータの制約上そのような比較が

不可能な場合が多く、本稿でも同様のことがいえるため、

（1）式を参考に分析を試みることにした。 

 

Ⅵ 分析・考察 

 

 上記の妹尾（2007）と小塩・佐野・末冨（2008）の研究

とその理論的枠組みを踏まえて、本稿では法科大学院の教

育成果の一つとして新司法試験合格率に着目し、法科大学

院教育のどのような要因が教育成果に影響を及ぼすのか、

また新司法試験内容と国が掲げる法科大学院教育内容と

の間で整合性が取れているのかを検証するために、クロス

セクションデータを用いて OLS（最小二乗法）で回帰分析

を行う。 

本章ではまず分析で扱う変数の紹介、次に分析モデルの

紹介、そして分析結果の提示の後、最後に分析結果に対す

る考察を述べる。 

 

１ 被説明変数 

 

被説明変数には、妹尾（2007）の研究を踏まえて、法科

大学院の教育成果として平成 19、20 年度の新司法試験合

格率の平均値を用いた。これは法務省のホームページに掲

載されている法科大学院別新司法試験の結果より収集し

た。また、推計上の理由から新司法試験合格率にロジステ

ィック変換を行った。 

 

２ 説明変数 

 

 説明変数には、小塩・佐野・末冨（2008）の研究を踏ま

えて、新司法試験合格率に影響を及ぼすと予想される①入

学時点における教育成果、②教育の質を示す量的変数、③

教育の工夫を示す質的変数、④学校属性といった 4つの要

因に関わる変数を用いた。なお、今回の分析では理論的枠

組みの項で示した子供・家庭要因に関する変数については、

残念ながら直接的な情報は入手出来なかった。 
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（１）入学時点における教育成果 

・適性試験志願者平均得点率 

LEC 東京リーガルマインドより提供していただいた平

成 20 年度大学入試センター適性試験成績診断と日弁連適

性試験成績診断より、各法科大学院を志願した者の大学入

試センター適性試験と日弁連適性試験の総合成績平均点

をそれぞれ得点率に加工し、それらの得点率の平均値を用

いた。適性試験は全ての法科大学院の入学選抜時に提出す

ることが義務付けられているため、入学時点における教育

成果の代理変数として用いた。 

 

（２）教育の質を示す量的変数 

・教員一人当たり在籍学生数 

各認証評価機関の評価報告書及び各法科大学院に問い

合わせることによって収集した在籍学生数の値を、各法科

大学院のホームページから収集した全教員数の値で除し

た値を用いた。法科大学院では少人数教育の推進が望まれ

ているが、実際に少人数教育の程度によって新司法試験合

格率が影響されるのかを観察するために、少人数教育の代

理変数としてこの変数を用いた。 

 

・全教員に占める実務家教員割合 

『弁護士白書 2007年版』（日本弁護士連合会）から収集

した各法科大学院の実務家教員数の値を、各法科大学院の

ホームページから収集した全教員数の値で除した値を用

いた。法科大学院は実務家教員をおおむね 2割以上とする

ことが規定されているが、実務家教員がいることで質の高

い授業を提供し、新司法試験合格率に影響を与えているの

かを観察するために、教育の質を表す指標としてこの変数

を用いた。 

 

（３）教育の工夫を示す質的変数 

・全開講科目数に占める法律基本科目群科目数割合 

・全開講科目数に占める実務基礎科目群科目数割合 

 各法科大学院のホームページを基に収集した法律基本

科目群科目数、実務基礎科目群科目数をそれぞれ全開講科

目数で除した値を用いた。法科大学院は各々創意工夫の教

育カリキュラムで運営しているため、各科目群科目数割合

は法科大学院教育の工夫を示しているといえる。 

 

（４）学校属性 

・在籍学生数に占める未修者割合 

各法科大学院に問い合わせることによって集計した平

成 19 年度の各法科大学院の未修者数の合計を在籍学生数

合計で除した値を用いた。各法科大学院の定員は国によっ

て規定されているが、未修者コースと既修者コースそれぞ

れの募集人数は各法科大学院の裁量によるため、学校属性

を表す指標として用いた。 

 

・国公立・私立大学ダミー 

 法科大学院の属性として国公立大学なのか、あるいは私

立大学なのかという違いが、新司法試験合格率にどのよう

な影響を及ぼすのかを観察するために国公立・私立大学ダ

ミーを入れた。 

 

データの欠損が多く、最終的にサンプル数は 62 となっ

た。各データの基本統計量は表 2に掲載する。 

 

３ 分析モデル 

 

 分析モデルは以下のものを用いる。 

44332211    

iD   76655  

 

 ：新司法試験合格率 

 ：定数項 

1 ：適性試験志願者平均得点率 

2 ：教員一人当たりの学生数 

3 ：全教員に占める実務家教員割合 

4 ：全開講科目数に占める法律基本科目群科目数割合 

5 ：全開講科目数に占める実務基礎科目群科目数割合  

6 ：在籍学生数に占める未修者割合 

D：国公立・私立大学ダミー 

 ：誤差項（ i 1,2,3,4,5,6,7） 

 

またこの分析にあたっては計量ソフト Eviews6.0 を用

いる。 
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４ 分析結果 

 

 Eviews6.0 を用いて分析した結果、分析モデルが以下の

ように推計された。 

 

 5.07195585213 7.89627308497
1  

 0.0349729341683 2
0.952613364593 3  

 0.83161313254 4
0.367120161968 5  

－1.45692347078 6 0.149338402509 D  

 

このモデルの自由度修正済み決定係数は 0.575225 とな

った。またこのモデルの有意性を調べるために F検定を行

った。このときの帰無仮説は、 

 

0 ： 07654321    

 

である。 

 検定の結果、このモデルの F 値は 12.80077 となり、有

意水準 1％で帰無仮説 0 は棄却される。またこのモデル

の誤差項に不均一分散が生じていないかを White の手法

を用いて検定した。このときの帰無仮説は、 

 

0 ：誤差項に不均一分散は生じていない 

 

である。 

 検定の結果、帰無仮説が棄却されなかったため、誤差項

に不均一分散が生じているとはいえないことが分かった。

よってこのモデルは統計的に意味のあるものだといえる。 

 上記の分析より、7 つの変数のうち、有意水準 1％で適

性試験志願者平均得点率が統計的に正に有意、有意水準

5％で在籍学生数に占める未修者割合が統計的に負に有意、

有意水準 10％で全教員に占める実務家教員割合が統計的

に正に有意となった。また詳細な推定結果については表 3

を参照されたい。 

 

５ 考察 

 

 以上の分析結果をもとに、考察を行う。 

 

 

（１）入学時点における教育成果 

入学時点における教育成果として用いた適性試験志願

者平均得点率は新司法試験合格率に対して正の影響を与

えていることが分かった。これは新司法試験の合格に関し

ては、もともとの学生の能力が重要であるということを示

している。なおこの結果は、先行研究の妹尾（2007）や小

塩・佐野・末冨（2008）と同様の結果である。 

 

（２）教育の質を示す量的変数 

教育の質を示す量的変数として用いた全教員に占める

実務家教員割合は、新司法試験合格率に対して正の影響を

与えていることが分かった。これは実務家教員の割合が大

きい法科大学院ほど学生が理解しやすい授業を実施でき

ていることを示唆している。実務家を積極的に登用するよ

うに法科大学院に働きかける国の方針は法科大学院教育

の充実に繋がっており、今後とも実務家教員を増やしてい

くことが望まれる。 

 

（３）教育の工夫を示す質的変数 

教育の工夫を示す質的変数として用いた全開講科目数

に占める実務基礎科目群科目数割合は、新司法試験合格率

に対して影響を与えていないことが分かった。つまり、法

科大学院で重要視されている実務的な教育内容と新司法

試験の出題内容が有機的連携を図れていないことを意味

している。この結果は、今後司法試験合格を目指す学生の

実務的な授業を履修するインセンティブを低下させるこ

とを示唆している。さらに、法科大学院側の実務的な授業

を充実しようとするインセンティブも低下させ、理論と実

務の架け橋となるべき法科大学院教育を歪める可能性が

ある。今後とも法曹の質を維持していくために、実務授業

に関して法科大学院の開講状況や学生の履修状況を細か

く観察することが必要である。 

 

（４）学校属性 

 学校属性として用いた在籍学生数に占める未修者割合

は、新司法試験合格率に対して負の影響を与えていること

が分かった。これは法科大学院の未修者割合が高くなるほ

ど新司法試験合格率は低下することを示している。つまり

法科大学院の未修者教育が現時点では不十分であると考

えられ、今後多様なバックグランドを持った法曹を養成す
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るために、未修者教育を充実させる制度の構築が必要であ

る。 

 

Ⅴ 政策提言 

 

前章までは、法科大学院における教育成果の決定要因を

検証し、国の司法制度改革構想に沿った法科大学院教育の

在り方を探るため実証分析及びその結果の考察を行って

きた。以下では、前章の考察を受け、①未修者補助金制度

の設立・入学前 Web学習支援システムの構築、②認証評価

による実務基礎科目の履修状況調査の厳密化という 2 つ

の提言を行う。 

 

１ 未修者補助金制度の設立・入学前 Web学習支

援システムの構築 

 

 分析より、法科大学院の未修者割合が高いほど新司法試

験合格率は低下することが分かった。各法科大学院にとっ

て新司法試験合格率を上げることは大きな目標であるた

め、合格率を向上させるために今後未修者割合を下げる法

科大学院が現れることも考えられる。しかし、仮にそのよ

うになれば、「多様なバックグラウンドを有する法曹を輩

出していく」という国の目的と乖離してしまう可能性があ

る。そこで我々は、各法科大学院が未修者を幅広く受け入

れるためのインセンティブとなるような制度を今後構築

することが必要であると考え、法科大学院の未修者受け入

れ人数・割合に応じた補助金政策を提言する。 

 現在、法科大学院に対して行われている財政支援として、

教育内容・方法の充実など優れた取り組みを行う法科大学

院に対する「法科大学院等専門職大学院教育推進プログラ

ム11」という補助や私立法科大学院に対する「私立大学教

育研究高度化推進特別補助12」が挙げられる。ただし、特

に未修者教育の充実を促すような補助金は存在しない。 

                                                   
11専門職大学院における教育水準の向上を図るための文部科学省

のプログラム。専門職大学院と関係する業界団体などが積極的に

連携し、各分野の人材ニーズに即した教育の質の向上に寄与する

先導的な取組について行われる重点的な支援。 
12文部科学省の私学助成制度の 1つ。我が国の高等教育機関の大

部分を占める私立大学等における研究基盤の整備及び研究機能

の高度化のために行われる重点的・総合的な支援 

この現状を受けて、法科大学院が腰を据えて未修者を指

導できるよう、補助金体系を見直すべきであると考える。

具体的には、学生数に占める未修者割合、学校規模を考慮

して、未修者を受け入れる教育体制が整っている法科大学

院に対してより多くの補助金を振り分ける制度を設立す

る。これは限られた財源を効率よく配分することに加え、

法律知識のない未修者教育の負担が大きい法科大学院を

援助することが目的である。また、補助金の給付対象は各

大学法人であるが、各大学法人はその給付金を法科大学院

のみに拠出することを前提とし、それらの補助金は、国ま

たは認証評価機関への支出内容の報告義務を課した上で、

各法科大学院の裁量で用途を決定できるようにする。補助

金の用途を特定しないことにより、法科大学院の状況に応

じて教員の雇用、蔵書の購入、施設の充実など、予算の制

約がある事業部門を補うことができる。したがって、未修

者がより充実した教育サービスを享受することができ、未

修者の獲得に力を入れている法科大学院の合格率の向上

に繋がると考える。 

ただし、このような財政面の補助だけでは、未修者の新

司法試験合格率上昇への対策として十分であるとは言い

難い。法律知識に乏しい未修者が新司法試験合格を目指す

際、わずか 3年という学習期間の制約が大きいことも考え

られるため、未修者の時間的制約にも配慮する必要がある。

そこで、法科大学院への入学が決まった未修者に対して、

入学前に Web を利用した学習支援システムを提供するこ

とを推進する。このシステムは、法科大学院が未修者でも

理解できる内容にしぼって Web授業を提供し、学生が任意

で利用できるものとする。 

この施策を行うことにより、学生は約 4ヶ月前倒しで学

習を始めることが可能となるため、新司法試験までの時間

的制約が緩和される。同時に、一部ではあるが、入学後の

具体的な学習内容を事前に把握することで、法律学の勉強

の仕方が早期に身に付けられる。そして、事前に学習を始

めたいという意欲ある学生をバックアップすることもで

きる。現在いくつかの法科大学院では、入学後の取り組み

ではあるものの、学生に対して自主学習支援や学習の進捗

状況把握のための「e ラーニング」など、Web を活用した

取り組みがなされている。また、日本大学法科大学院では、

「未修者を徹底的に鍛える」という目標のもと、入学前に

法学入門講座を開講している。これらの取り組みは、Web
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を利用した入学前の未修者支援に大いに参考になると考

えられる。 

 

２ 認証評価による実務基礎科目の履修状況調

査の厳密化 

 

分析より、実務基礎科目群が新司法試験合格率に影響を

与えないことが確認された。このことは、法科大学院で学

ぶ学生が実務基礎科目を履修するインセンティブを下げ、

理論だけでなく実務も重視する法科大学院教育を歪める

可能性を示唆している。実際、実務基礎科目群ではローヤ

リング、エクスターンシップ、模擬裁判などの臨床法学教

育を中心として、司法修習の前提となる実務を学習できる

が、新 60 期司法修習生に行ったアンケート調査13による

と、修習生の約半数が法科大学院で臨床法学教育を受講し

ていない。（図 4）また、訴状、答弁書、弁論要旨、起訴

状、判決などの起案を行う講座を受講したにもかかわらず、

実際に行った起案が 0件という回答が目立っている。さら

に、新 60 期司法修習生の指導担当者は、修習生の起案能

力不足を指摘している14。司法修習において起案能力は必

要最低限であることを考えると、法科大学院の学生は必ず

しも実務基礎科目を十分履修しているとはいえない。現状

の項でも述べたように、法曹養成制度改革では法科大学院

教育に旧司法修習で行っていた実務修習の導入部分を取

り入れることになっており、司法修習の期間は 1年 4ヶ月

から 1年に短縮される。そのため、現在の法曹養成制度で

は法曹に必要とされる実務的能力を不足なく習得するこ

とは難しく、司法サービスの質が維持されないおそれがあ

る。新司法試験の出題内容を、より法科大学院の実務的教

育に沿ったものにすることが今後必要であると考えられ

るが、ペーパーテストで実務を考慮するには限界があると

考えられる。そこで、第三者評価機関である認証評価機関

が実務基礎科目、とりわけ臨床法学教育の履修状況をより

詳しく調査し、各法科大学院に対して臨床法学教育を必修

要件とする義務を課すことなども視野に入れて厳密に評

価することを提言する。つまり、認証評価機関が各法科大

                                                   
13「法科大学院教育と司法修習との連携についてのアンケート」

日本弁護士連合会 司法修習委員会 
14「法科大学院における実務基礎教育の現状と課題－シラバス調

査の結果から見えてくるもの－」日本弁護士連合会 法曹養成対

策室報第 3号 

学院に臨床法学教育の履修状況の開示を求め、法科大学院

により踏み込んだアドバイスを行えるようにする。 

認証評価機関の 1 つである日弁連法務研究財団による

と15、理論教育と実務教育との架け橋を意識した授業が実

施されていることを認証評価基準とし、開講科目について

もある程度規定している。しかし、臨床法学教育に関する

科目については実施形態や内容について基準が確立して

いないため、法科大学院が授業を開講しているかどうかを

評価するに留まっており、学生の履修状況までは評価でき

ていない。さらに同財団によると、学生の履修科目が過度

に偏らないように配慮し、開設科目の適切な設定や履修指

導の実施を法科大学院側に求めている。具体的には、修了

までに「法律実務基礎科目のみで 6 単位以上」、「基礎法

学・隣接科目のみで 4 単位以上」、かつ「法律実務基礎科

目、基礎法学・隣接科目及び展開・先端科目の合計で 33

単位以上」が履修されるように、カリキュラムや単位配分

などが工夫されているか評価している。しかしこの基準で

は、実務基礎科目を最低 6単位取得すれば要件を満たすこ

とになり、必ずしも学生が臨床法学教育科目を履修する必

要はない。前述の通り、修習生は臨床法学教育の履修が概

して不十分であることに加えて、司法修習の現場からは修

習生の能力を不安視する声もある。以上より、臨床法学教

育の評価の現状は、｢プロセス｣としての法曹養成制度の観

点から問題であるといえる。 

認証評価で期待される効果として、結果公開による社会

的強制力が挙げられる。結果は法科大学院受験生・学生の

就職先となる法律事務所・マスコミが Web 上で自由に閲覧

できるため、法科大学院にとって無視できないものとなる。

より高い評価を得ようと法科大学院間で競争原理が働き、

教育活動などの充実に繋がることが期待される。認証評価

に対する提言は法科大学院教育を改善する大きな原動力

となるであろう。 

 

 

 

 

 

                                                   
15「法科大学院評価基準－解説」日弁連法務研究財団（2006年 8

月） 
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Ⅵ むすび 

 

 本稿では法科大学院の教育成果の決定要因を明らかに

するため、法科大学院における生産関数を推計し、実証分

析を行った。日本において法科大学院の実証分析を行った

研究は、筆者の知る限りでは本稿が初めてである。教育や

司法といった分野を経済学で分析することには、さまざま

な議論がなされているが、これらの分野に関して実証的に

研究することは今後の日本社会の健全なる発展のために

必要であるといえる。 

しかしながら、今回の研究には課題も残されている。本

稿ではデータの制約上、クロスセクションデータを用いた

分析を行ったが、更に厳密な分析を行うためにはパネルデ

ータの整備が望まれる。また、新司法試験合格率を法科大

学院の教育成果として扱ったが、当然それ以外の教育成果

も存在する。新司法試験合格率以外の指標を用いた多方面

からのアプローチによって法科大学院を分析していくこ

とも今後必要である。そのために、国や各法科大学院は学

生数や学生の履修状況、法科大学院の独立した財務状況な

どの詳細なデータを整理し、より一層の情報公開に努める

ことが求められる。 

最後に、今後法科大学院をはじめ司法制度に関する研究

がますます蓄積され、様々な施策に取り組んでいくことで、

「国民に身近で、速くて、頼りがいのある司法」が実現す

ることを願ってやまない。 
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図表 

図 1 10年間における新受件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：最高裁判所事務総局「司法統計年報」 

 

図 2 主な訴訟別平均審理期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：裁判所事務総局行政局 HP 
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図 3 法曹人口の各国比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：裁判所データブック 2003 

 

表 1 法科大学院入試時の「法科大学院統一適性試験」等利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：財団法人 日弁連法務研究財団
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表 2 基本統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 推定結果（サンプル数 62） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

251.4702040.6857140.4762010100.337838国公立・私立大学ダミー

51.970862.055156-0.7888150.2182680.36186810.9144390.799552在籍学生数に占める未修者割合

8.937246.1681841.1116890.038330.0425530.2692310.1176470.120774全開講科目数に占める実務基礎科目群科目数割合

26.41452.872952-0.435650.0845990.1193180.5121950.3689380.356953全開講科目数に占める法律基本科目群科目数割合

26.666085.7524391.1551680.1436750.0952380.9393940.3461540.365289全教員に占める実務家教員割合

220.76512.7856620.487751.2664040.5263166.5865383.0384623.109368教員一人当たり学生数

42.781342.235234-0.0554320.0436720.4873330.6617020.576840.578126適性試験志願者平均得点率

合計尖度歪度標準偏差最小値最大値中央値平均変数名
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***1％水準 **5％水準 *10％水準

0.9551490.149338国公立・私立大学ダミー

-2.516257**-0.952613在籍学生数に占める未修者割合

-0.91553-1.456923全開講科目数に占める実務基礎科目群科目数割合

-0.435148-0.36712全開講科目数に占める法律基本科目群科目数割合

1.889004*0.831613全教員に占める実務家教員割合

0.6359150.034973教員一人当たり在籍学生数

3.681287***7.896273適性試験志願者平均得点率
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図 4 臨床法学教育の受講状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：日本弁護士連合会 司法修習委員会
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